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序    文 
 
 
 
独立行政法人国際協力機構は、大洋州地域(ミクロネシア連邦(以下「ミ」国)、パラオ共和国(以

下「パ」国)、マーシャル諸島共和国(以下「マ」国、トンガ王国(以下「ト」国))の太陽光を活

用したクリーンエネルギー導入計画にかかる協力準備調査を実施し、平成21年6月28日から7月26

日まで(「ミ」国、「パ」国、「マ」国)、及び8月24日から9月20日まで(「ト」国)調査団を現地

に派遣しました。 

調査団は、各国政府関係者と協議を行うとともに、計画対象地域における現地調査を実施しま

した。帰国後の国内作業の後、11月29日から12月19日まで(「ミ」国、「パ」国、「マ」国)、及

び平成22年2月9日から2月28日まで(「ミ」国、「ト」国)実施された概略設計概要書案の現地説

明を経て、ここに本報告書完成の運びとなりました。 

この報告書が、本計画の推進に寄与するとともに、両国の友好親善の一層の発展に役立つこと

を願うものです。 

終わりに、調査にご協力とご支援をいただいた関係各位に対し、心より感謝申し上げます。 

 

 

平成 22 年 3 月 

 

 

独立行政法人国際協力機構 

産業開発部長  米田 一弘 

 



 
 

伝 達 状 
 
 
 
今般、大洋州地域(ミクロネシア連邦(以下「ミ」国)、パラオ共和国(以下「パ」国)、マーシ

ャル諸島共和国(以下「マ」国、トンガ王国(以下「ト」国))における太陽光を活用したクリーン

エネルギー導入計画準備調査が終了いたしましたので、ここに最終報告書を提出いたします。 

 

本調査は、貴機構との契約に基づき弊共同企業体が、平成 21 年 6 月より平成 22 年 3 月まで

の 10 ヵ月にわたり実施いたしてまいりました。今回の調査に際しましては、「ミ」国・「パ」

国・「マ」国・「ト」国の現状を十分に踏まえ、本計画の妥当性を検証するとともに、日本の無

償資金協力の枠組みに最も適した計画の策定に努めてまいりました。 

 

つきましては、本計画の推進に向けて、本報告書が活用されることを切望いたします。 
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第１編 パラオ共和国 



要  約
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要  約 

 

① 国の概要 

パラオ共和国（以下「パ」国と称す）は、北緯 6 度 53 分～8 度 12 分、東経 134 度 8 分～134 度

44 分に位置し、面積 488km2、人口 19,907 人（2005 年国勢調査）を有する島国である。2006 年に

首都がコロール州からメレケオク州に遷都されたが、依然として人口の 64%が集中するコロール

州が経済の中心となっている。総人口のうちの 31%が外国人であり、フィリピンからの移住者・

労働者が 17%ほどを占めている。「パ」国は、1994 年に米国との間でコンパクト（自由連合盟約）

を締結し、2009 年までの 15 年間は米国より財政支援を受ける一方で、国防と安全保障の権限を

米国に委ねることとなった。2009 年にコンパクトの更改について米国との間で交渉し、コンパク

ト 2 として 2024 年まで期限が延長された。「パ」国の財政は、米国とのコンパクトに基づく無償

援助に大きく依存しており、近年は 1999 年に外交関係を樹立した台湾からの援助も増加している。

米国及び台湾からの無償援助に依存する建設業、食料品・消費財の輸入に立脚する商業及び観光

産業が主要産業となっている。 

 

② 要請プロジェクトの背景、経緯及び概要 

「パ」国の電力・エネルギー政策は、これまで資源開発省（MRD：Ministry of Resources and 

Development）が管轄していた。MRD は農業局、海洋資源局、公共事業局、土地・調査局の 4 部

局に分かれており、公共事業局のエネルギー局（Energy Office）にて、再生可能エネルギーの導入

促進、省エネルギーの推進を担当していた。2009 年 1 月のトリビオン政権誕生後の省庁再編では、

2009 年 4 月の電力危機の影響もあり、エネルギー局が大統領事務所の直轄組織となり、電力・エ

ネルギー政策を管轄している。電気事業は、政府から独立した組織として、パラオ電力公社

（PPUC：Palau Public Utilities Corporation）が、発電から 配電、小売事業まで一貫して実施してい

る。 

「パ」国政府は、1997 年に制定された国家総合開発計画（PNMDP: Palau 2020 National Master 

Development Plan）に基づき、エネルギー使用量削減に関する大統領令（Executive Order）

No.234(1994 年制定、2004 年改定)、No.245(2005 年制定)、No.248(2008 年制定)が施行され、重点

項目としてエネルギー使用量の削減義務、削減目標などが示されている。また、2008 年には、右

大統領令を具体化するため、SOPAC (South Pacific Applied Geoscience Commission) 等の支援の下、

パラオエネルギー保全戦略（Palau Energy Conservation Strategy）が策定された。2007 年 11 月には、

EU の支援により「エネルギー効率化アクションプラン」（Energy Efficiency Action Plan）が策定さ

れ、民間セクターも含めたエネルギー使用量削減のための方策（小型蛍光灯の啓蒙普及、太陽熱

温水器の導入補助等）が示されている。 

2009 年 6 月に発表された「Joint Declaration on Energy Policy Priorities」によると、「パ」国では

現在電力供給のほぼ全てをディーゼル発電に依存していることから、2020 年を目標として電力供

給の 20%を再生可能エネルギーにより賄う計画となっており、現在策定中の「Palau National Energy 

Policy」にて、具体的なエネルギー供給計画が策定される予定となっている。なお、上記「Palau 

National Energy Policy」の第一次ドラフトによると、再生可能エネルギーの中でも太陽光発電と風
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力発電のポテンシャルが有望とされており、太陽光発電の中でもバッテリーを必要としない系統

連系型太陽光発電システム（以下「連系 PV システム」と称す）の普及拡大を図っている。 

「パ」国では、欧州連合（EU：European Union）の「Support to the Energy Sector in Five ACP Pacific 

Islands」プロジェクトにより、首都メレケオクにおいて連邦政府庁舎の駐車場に設置したシステ

ム（100kW）と、台湾がパラオ国立病院に設置したシステム（153kW）の 2 ヵ所において、既に

連系 PV システムが運転されている。本計画では、これら先行案件の実施により得られた知見を

活用しつつ、将来の連系 PV システムの普及促進を図り、気候変動問題の緩和策支援としてふさ

わしいクリーンエネルギー活用を具体化するメカニズムの形成準備を行うことが要請されている。 

 

③ 調査結果の概要とプロジェクトの内容 

この要請に対し、我が国は協力準備調査の実施を決定し、JICA は概略設計調査団を 2009 年 6

月 29 日から 7 月 13 日まで「パ」国に派遣し、「パ」国関係者と要請内容の再確認、実施内容の協

議を行うとともに、プロジェクトサイト調査及び関連資料の収集を実施した。帰国後、調査団は

現地調査資料に基づき、プロジェクトの必要性、社会経済的効果、妥当性について検討し、最適

な計画に係る概略設計及び実施計画を協力準備調査概要書に取りまとめた。これに基づき JICA は

2009 年 12 月 12 日から 12 月 19 日まで協力準備調査概要書の説明のため、調査団を再度「パ」国

に派遣した。 

調査の結果策定した協力対象事業は、日本側がプロジェクトサイトであるパラオ国際空港にお

いて連系 PV システム資機材の調達と据付を行い、「パ」国におけるディーゼル発電電力量の一部

を再生可能エネルギーである太陽光発電に代替することにより、輸入燃料への依存度を軽減しエ

ネルギーセキュリティを確保するとともに、温室効果ガス排出量の削減に資する緩和策支援を図

るものである。更に本計画では、ソフトコンポーネントにより、連系 PV システムの運営維持管

理を担当するパラオ電力公社（PPUC）の維持管理能力向上を図り、本計画にて導入する連系 PV

システムに適した維持管理体制の構築を支援する。 

現地調査及び「パ」国との協議結果を基に取りまとめた、協力対象事業の計画概要は次表の通

りである。 
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基本計画の概要 

資 
機 
材 
調 
達 
と 
据 
付 
工 
事 
計 
画 

下記太陽光発電資機材の調達及び据付 数量 

太陽光発電モジュール 1 式 

太陽光発電モジュール用設置架台 1 式 

パワーコンディショナー 2 台 

連系用変圧器 1 台 

表示装置 1 式 

資 
機 
材 
調 
達 
計 
画 

太陽光発電設備用交換部品、保守用道工具及
び試験器具 1 式 

 

④ プロジェクトの工期及び概略事業費 

本計画を我が国の環境プログラム無償資金協力で実施する場合、概略事業費は約 4.81 億円（我

が国側負担経費：約 4.80 億円、「パ」国側負担経費：約 0.01 億円）と見積もられる。このうち「パ」

国側が負担する主な事項は、逆転防止機能付電力量計の調達と据付、低圧配電ケーブルの既存分

電盤への最終接続工事等である。本計画の工期は実施設計を含め 18.0 ヶ月程度である。 

 

⑤ プロジェクトの妥当性の検証 

本計画の実施により、コロール―バベルダオブ電力系統により供給される、バベルダオブ島並

びにコロール島の住民合計約 1.9 万人に対し、太陽光発電を利用した電力を供給することが可能

となる。これにより、現在ほぼ 100%ディーゼル発電設備に依存したエネルギー供給体制を脱却し、

気候変動対策の緩和策支援としてクリーンエネルギーの普及促進を図ることが可能となり、環境

プログラム無償資金協力として本計画実施の妥当性は極めて高いと言える。 

本計画の資機材引渡し後に運営維持管理を担当する技術者は、既存のディーゼル発電・配電設

備の基礎的な運営維持管理能力を保有している。更に、本計画にて調達・据付される連系 PV シ

ステムの運営維持管理支援として、ソフトコンポーネントにより本計画対象設備の適切な運営維

持管理技術を移転することから、PPUC により将来に亘り適切な要員・予算が配分されれば、本

計画対象設備の運営維持管理能力を確保することができると考えられる。 

なお、本計画の効果が発現・持続するために「パ」国側が実施すべき主な先方負担事項及び課

題は、以下の通りである。 

(1) 「パ」国側は、連系 PV システムの安定した運転を継続するため、日常並びに定期的な現場巡視

点検を実施し、太陽光発電モジュールの現場警備体制を確保する等の予防保全を励行する必要

がある。 
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(2) 本計画で実施するソフトコンポーネント並びに OJT に参加する技術者の任命を速やかに行

い、同左研修に参加させると共に、研修に参加しなかった他の技術者への技術の水平展開

を図る必要がある。 

(3) 本計画で日本側が調達・据付を行う連系 PV システム資機材に関して、特に太陽光発電モジ

ュールとパワーコンディショナーの期待寿命後の更新を想定し、将来的に発生する投資費

用を回収できる電気料金体系を設定する必要がある。 
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調査対象地域の現況(1/2) 
パラオ国際空港 

ターミナルビルと駐車場 

本計画対象地域であるパラオ国際空港は、2003 年に我

が国の無償資金協力によって改築された。写真手前の駐

車場スペースを活用して、太陽光発電モジュールを設置

する。 

主変圧器及び電力計量箱 

同空港は 13.8 kV 中圧配電線により主変圧器へ受電

し、構内は 3相 4線式 208V/120V によって供給されてい

る。写真右側のキュービクルは、電力計量箱で計量装置

一式が収納されている。 

既設低圧分電盤内の連系点  

本計画では、主変圧器 2次側ケーブルから既設分電盤

への立ち上がり接続箇所から、低圧配電系統へ連系する

計画である。 

パワーコンディショナー設置予定スペース 

パワーコンディショナー設置予定スペースには、写真

左側に 1 階部分の電気機器への分電盤が設置されてお

り、現在は電気関係資材の保管庫となっている。写真右

側にパワーコンディショナーと連系用変圧器（Y-△）が

設置される。 

表示装置設置予定地 

連系 PV システムの発電電力量等の表示装置は、ター

ミナルビルの中央階段の 2 階部右側に設置される。1 階

ホール中央であり、かつ出発待合室への通過箇所でもあ

ることから、写真中央部の設置場所が選定されている。

遠隔監視システム専用サーバー設置予定地 

遠隔監視用システム専用サーバーは、パラオ電力公社

（PPUC）のマラカル発電所に隣接された配電ビルに設置

される予定である。 

設置計画地 



調査対象地域の現況(2/2) 本計画関連施設 

EU・台湾の支援によって設置された連系 PV システム及び発電所 

  
EU の支援によって設置された連系 PV システム （連邦政府議事堂） 

連邦政府議事堂には、EU の支援により設置された連系 PV システム（100 kWp）が 2008 年 11 月に運転開始して

いる。同システムは商用系統側が停電となった場合に、PV システムを停止するための保護機能が付加されていな

いため、停電の都度手動にて切替する必要があり、設計面で改善の余地がある。更に、屋根設置工事は現地工事会

社（Surangel）により行われたものの、設計内容と工事品質に問題があり、駐車場屋根の先端部分並びに雨樋はい

ずれも垂れ下がり、屋根全体が波打っている状況である。また、架構部材、屋根材のすべてがステンレスで構成さ

れているにもかかわらず、各所に錆が発生している。 

  

台湾の支援によって設置された連系 PV システム （パラオ国立病院） 

パラオ国立病院には、台湾の支援により設置された、連系型 PV システム（153 kWp）が 2008 年 12 月に運転開

始している。同システムは運転開始直後から、台湾製インバータが 3 回に亘り故障しており、2009 年 12 月時点で

は、駐車場に設置されたインバータ 20 台中の 2 台のみ正常に運転し、その他については故障もしくは保護装置の

動作により運転を中止している。このため、本計画では品質の高い日本製品の調達が強く要請されている。 

アイメリーク発電所 

1985 年に設置された 4 台のディーゼル発電設備（定格

出力 13.8MW）は老朽化が著しく、発電可能容量は約 8.5 
MW まで低下しているため、新アイメリーク発電所（5 
MW×2 台）を建設する計画がある。 

マラカル発電所 

我が国の無償資金協力により、三菱重工製の発電設備

（3.4 MW×2 台）が設置されたが、合計定格出力 18.0MW 
に対して、発電可能容量は 5.2MW まで低下しており、

2009 年 4 月～5 月には発電容量不足になり電力危機を引

き起こす原因となった。 
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第1章 プロジェクトの背景・経緯 

1-1 当該セクターの現状と課題 

1-1-1 現状と課題 

パラオ共和国（以下「パ」国と称す）の電力・エネルギー政策は、これまで資源開発省（MRD：

Ministry of Resources and Development）が管轄していた。MRD は農業局、海洋資源局、公共事

業局、土地・調査局の 4 部局に分かれており、公共事業局のエネルギー局（Energy Office）にて、

再生可能エネルギーの導入促進、省エネルギーの推進を担当していた。2009 年 1 月のトリビオ

ン政権誕生後の省庁再編では、2009 年 4 月の電力危機の影響もあり、エネルギー局が大統領事

務所の直轄組織となり、電力・エネルギー政策を管轄している。電気事業は、政府から独立し

た組織として、パラオ電力公社（PPUC：Palau Public Utilities Corporation）が、発電から 配電、

小売事業まで一貫して実施している。 

「パ」国政府は、1997 年に制定された国家総合開発計画（PNMDP: Palau 2020 National Master 

Development Plan）に基づき、エネルギー使用量削減に関する大統領令（Executive Order）

No.234(1994 年制定、2004 年改定)、No.245(2005 年制定)、No.248(2008 年制定)が施行され、重

点項目としてエネルギー使用量の削減義務、削減目標などが示されている。また、2008 年には、

右大統領令を具体化するため、SOPAC (South Pacific Applied Geoscience Commission)等の支援の

下、パラオエネルギー保全戦略（Palau Energy Conservation Strategy）が策定された。2007 年 11

月には、EU の支援により「エネルギー効率化アクションプラン」（Energy Efficiency Action Plan）

が策定され、民間セクターも含めたエネルギー使用量削減のための方策（小型蛍光灯の啓蒙普

及、太陽熱温水器の導入補助等）が示されている。 

2009 年 6 月に発表された「Joint Declaration on Energy Policy Priorities」によると、「パ」国で

は現在電力供給のほぼ全てをディーゼル発電に依存していることから、2020 年を目標として電

力供給の 20%を再生可能エネルギーにより賄う計画となっており、現在策定中の「Palau National 

Energy Policy」にて、具体的なエネルギー供給計画が策定される予定となっている。なお、上記

「Palau National Energy Policy」の第一次ドラフトによると、再生可能エネルギーの中でも太陽

光発電と風力発電のポテンシャルが有望とされており、太陽光発電の中でもバッテリーを必要

としない連系 PV システムの普及拡大を図っている。 

「パ」国では、欧州連合（EU：European Union）の「Support to the Energy Sector in Five ACP Pacific 

Islands」プロジェクトにより、首都メレケオクにおいて連邦政府庁舎の駐車場に設置したシス

テム（100kW）と、台湾がパラオ国立病院に設置したシステム（153kW）の 2 ヵ所において、

既に連系 PV システムが運転されている。本計画では、これら先行案件の実施により得られた

知見を活用しつつ、将来の連系 PV システムの普及促進を図り、気候変動問題の緩和策支援と

してふさわしいクリーンエネルギー活用を具体化するメカニズムの形成準備を行うことが要請

されている。 

 

1-1-2 開発計画 

「パ」国では、1997 年に制定された国家総合開発計画（PNMDP：Palau 2020 National Master 

Development Plan）に示された電力分野の開発政策に従い、電力供給設備の改善、拡張計画が策

定され､電力セクター開発が進められてきた。2003 年 10 月には米国のコンサルタント（Oceanic 
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Companies (Marshalls), Inc.）によって PPUC の 5 カ年計画が策定され (PPUC Strategic Plan 2003

～2008)､発電・送変配電設備の開発計画、開発費用の算定、開発に伴う環境社会配慮、電気料

金改定計画等がとりまとめられた。 

パラオ電力公社 開発 5 ヵ年計画は「パ」国の電力開発計画と位置づけられ、同計画に示さ

れる主な目標と対策案及び現状は以下の通りである。 

表 1.1.2-1 パラオ電力公社 開発 5 ヵ年計画に示されている目標と対策案 

No. 目 標 対 策 案 現 状 
1 パラオ電力公社 が直面す

る財務・物理的債務を減少
させるための社会・財務上
の影響、法的責任、安全性、
危険性に対する対処を実施
する 

パラオ電力公社 が IEEE 制定の安全基準（NESC）を工事や材料
に確実に取り入れ、需要家の設備に対する責任範囲を明確にし、
併せて需要家設備の調査クルーの編成を促し、保険制度の採用を
推奨したもの。 

一部  NESC 基準を取り
入れて工事を実施してい
る。 

2 全てのレベルの発電効率の
改善、発電原価の削減並び
に将来の需要増加への対応 

(1) コロール とバベルダオブ島 のベース負荷とピーク負荷を賄
うための最新型の5.3MW発電設備4 台からなる新発電所をア
イメリーク に建設する。併せてマラカル又はアイメリーク 発
電所から全ての発電設備の監視制御を行うための遠方監視制
御設備の新設。 

(2) アイメリーク 発電所とアイメリーク 発電所とマラカル 発
電所の建屋の修復、制御室防音工事の促進とアイメリーク 発
電所と直接連絡の出来る情報システムの建設。併せてアイメリ
ーク 発電所と連携するための海底ケーブル使用の送電線の建
設。 

一部機能が不足している
が、2003 年より、遠方監
視制御システム(SCADA)
は運用が開始されてい
る。 
マラカル  発電所の建屋
の修復、制御室防音工事
とアイメリーク 発電所
と直接連絡の出来る情報
システムの建設は完工済
み 

3 送配電変電設備の負荷の増
加への対応と信頼性の向上 

(1) 新コロール変電所の新設とアイメリーク からマラカル 発電
所を結ぶ海底ケーブル送電線の建設。 

(2) 新首都への送電線を含む多くの送配電網の改良 

 

4 セクター別の需要増加の検
証とその管理･運用オプシ
ョンの確立 

(1) 非技術的電力損失を明確にするための総括的手法の確立と、
多くの原因と損失の責任者の選任。 

(2) 街灯の費用を一般需要家の請求書から外し、その支払いを地
方自治体へ変更する。 

(3) 不法接続禁止と起訴に対する公告の開始。 
(4) Prepayment meters 採用の評価と取り付けの開始。 

(4)Prepayment meters は
一部採用が開始されてい
る(500 セット購入、400 
セット設置済み)。 

5 必要な設備投資に対する資
金源の確立 

(1) 必要な US$35million を借りるため、必要な要請を米国の農業
省に提出する(2) パラオ電力公社 のオプションとして、資本増
加のための先行積み立てを早めて、他のリストされたゴールや
特別な改善の投資収益を図る。 

 

6 運転効率、管理情報システ
ム、人材教育の向上及びそ
の目標と結果の評価の設定 

運転要員（人材）の最適化 
(1) SCADA System の採用に伴い、将来の無人、遠方監視制御の
技術に適応する人材配置計画の見直し 

(2) 送配電マネージャーの雇用。 
(3) 最 新 の GIS system (Generalized Information System)の採用と
スタッフの訓練 

(4) 全ての方策と必要な研修を一元化する総括的な管理計画の確
立 

(5) 各部門の目標について5 の特定出来、測定できる生産性と信
頼性の確立。管理部門は1/4 半期毎に各部門の悪くなる傾向又
は進展する軌跡に基づきプログラムを修正しなくてはならな
い。 

(6) GM と Board のために規格化した管理月報を確立し、月報は
月間の発電電力量、燃料消費量、技術的/非技術的損失等を示さ
ねばならない。 

(2)送配電マネージャーは
雇用済み 

7 運用資本からのパラオ電力
公社 の収益の改善 

(1) 原価、将来性及び投資回収率を分析し良好な10 計画の選定。 
(2) 原価と利益の確認と推進記述した詳細計画の開発のためのス
タッフの選任。 

(3) その他 

 

8 政府の補助金を必要とせず
に、パラオ電力公社の全て
のコストをカバーして現在
及び将来の運転を継続する
ための公共料金検討 

専門のコンサルタントの雇用を推薦する。 
そのコンサルタントは将来を考慮した新しい電気料金の設定を
行う。 

専門のコンサルタントに
電気料金の見直し済み。

出所：「パラオ共和国 電力供給改善マスタープラン調査」JICA 
 

上表に示すとおり パラオ電力公社 の 5 カ年計画で提案された発電・送変配電設備の開発計
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画、開発に伴う環境社会配慮、電気料金改定計画等はその殆どが必要な資金の目処が立たない

ため、提案されたプロジェクトは実現には至っていない。 

なお、2009 年 3 月に PPUC タスクフォースから発表された「Light Measure 2009 – The State of 

Electrical Production in Palau」の最終報告書によると、現状のディーゼル発電設備を再生可能エ

ネルギー（水力、太陽光、波力、風力など）による発電設備へと中長期的に更新していく計画

が示され、このための施策として以下の通り提案されている。 

1) 需要家が PPUC の配電線に余剰電力を逆潮流できる計量装置の調達可能性につき、PPUC

の経営層は調査を実施する。 

2) PPUC は共和国政府と協力し、再生可能エネルギーの導入を促進するための補助金制度

を導入する。 

3) 公共事業局内のエネルギー局（Energy Office）の機能を PPUC へと移管する。 

 

更に、Palau Energy Policy Development Working Group により 2009 年 10 月に作成された「Draft 

National Energy」によると、2020 年を目標として電力供給の 20%を再生可能エネルギーで賄い、

中長期的には化石燃料の消費を最小限とする必要があるとされているが、再生可能エネルギー

の普及促進政策、エネルギー源毎の導入目標、財源等については今後の検討が必要である。既

に導入実績がある太陽光発電以外の再生可能エネルギーについても、アイメリーク発電所で運

転されている Pielstick 製のエンジンがデュアル燃料対応仕様であることから、PPUC では同発

電所へのバイオディーゼル燃料適用を検討している。同発電所では年間 18 million US$の燃料費

を費やしており、その費用の一部を使い、国内の遊休地でバイオディーゼル燃料の元となるジ

ャトロファの栽培を始めるようである。更に、バベルダオブ島にて小水力発電を導入する計画

も検討されており、フィリピンのコンサルタント（VERGEL3 CONSULT）の F/S 結果では、合

計 4MW のポテンシャルが確認されている。しかしながら、同調査では現地の測量に基づく流

量、落差調査が実施されておらず、今後詳細調査を実施する意向である。 

 

1-1-3 社会経済状況 

「パ」国は 1994 年 10 月 1 日に自由連合国として独立した時、米国との間でコンパクト（自

由連合盟約）を締結し、2009 年までの 15 年間は米国より財政支援を受ける一方で、国防と安

全保障の権限を米国に委ねることとなった。これにより 1994 年～2009 年までの 15 年間に総額

7 億ドルのコンパクト資金を支払われることになったことから、毎年一定の資金供与がなされ、

同国の経済を支える重要な資金となっている。 

「パ」国の産業は米国及び台湾の援助に依存する建設業、食料品・消費財の輸入に立脚する

商業及び観光産業が主要産業となっているが、コンパクト支援の終了する 2009 年までに自立経

済達成は困難な状況にあり、コンパクトの継続交渉が「パ」国経済の今後を大きく左右するこ

とになる。それぞれの産業ではフィリピンを始めとする外国人労働力への依存度が高い。主要

産業の観光業では、台湾、日本、韓国、米国を中心に観光客総数は 9 万人を超えている。農林

水産業等の一次産業のシェアは、非常に小さい。2005 年ベースで、3.4%に過ぎない。第二次産

業の占める割合も大きくなく、19.0%に過ぎない。第二次産業ではその半分以上は建設業であり、

製造業のシェアはほとんど皆無といっていい状況である。第三次産業は残る 77.6%を占めるが、

圧倒的にサービス部門が大きい。漁業に関しては外国漁業企業がパラオ近海で操業権を取得し
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て、日本、台湾、中国にマグロを輸出している。食糧に関しては、タロイモやキャッサバの生

産及び近海漁業はあるものの、大部分を米国本土からの輸入に依存している。 

一人当り GDP は 7,267 ドル（2005 年）であり中進国として位置づけられるが、2006 年度の

政府収入 83.7 百万ドルのうち、50%以上の 45.0 百万ドルがコンパクトを含めた他国からの援助

となっており、実質的な一人当り GDP は 2,000～3,000 ドル程度と推測される。パラオ経済は公

共部門の比重が非常に大きく、GDP の 26-27%は公共部門の雇用による。また、2007 年度の公

共財政支出は、GDP の 60.4%を占めている。パラオ国経済は公共財政頼みの経済構造であり、

もし、海外からの経済援助なければ、今のパラオ経済は成り立たないことを示すものである。 

近年のパラオ国の国家財政は、2002 年度に 3,420 万ドルの赤字（当該年度の GDP の 30%に相

当）を記録したが、その後赤字ではあるものの 10%を超えることはない。しかし国家財政支出

（歳出）が GDP に占めるシェアは非常に大きく半分以上を占め、歳出額と歳入額を対比してみ

ると、歳入が毎年、歳出額を大きく下回っている。そのギャップを埋めるのはグラント（コン

パクト）であり、2006 年のギャップ穴埋めのグラントは、5,300 万ドルに達している。2009 年

にコンパクト更改について米国との間で交渉し、コンパクト 2 として 2024 年まで期限が延長さ

れた。 

表 1.1.3-1 「パ」国の財政状況 

 2000/01 2001/02 2002/03 2003/04 2004/05 2005/06 
1. 歳入 53,161 51,220 65,866 65,205 76,143 83,671
(1)税収 24,097 22,042 22,706 26,131 29,838 29,224
(2)税収以外 5,780 4,515 5,713 7,622 6,044 6,580
(3)地方信託基金 1,886 2,214 3,238 1,011 1,333 2,920
(4)贈与 21,398 22,449 34,209 36,055 36,927 44,948
(5)資本収入  2,000 
2. 歳出 79,756 80,068 76,291 82,093 76,466 87,586
(1)経常支出 64,395 59,030 60,946 62,066 62,830 64,927
(2)資本支出 15,361 21,038 15,345 20,027 13,636 22,659
3. 財政収支 -26,595 -28,846 -7,322 -3,919 -1,964 -2,964
出所：Office of Planning and Statistics 

 

「パ」国では、運輸・交通セクター並びに電力セクターのエネルギー供給において、ほぼ 100%

をグアムからの輸入化石燃料に依存している。このため、近年の国際原油価格の変動により、

主要産業である観光業収入が減少する等、外部要因により財政状況が大きく影響を受ける脆弱

な社会経済状況が課題となっている。「Draft National Energy」によると、エネルギー利用の効

率化と省エネルギーの推進により 2020 年までにエネルギー消費を 30%削減し、更に電力供給の

20%を再生可能エネルギーで賄うことで、化石燃料に依存したエネルギー供給構造を改善し、

エネルギー・セキュリティを確保するとしている。今後、上記政策を実現するための法制度面

での整備や、必要な財源確保とともに、米国流のエネルギー多消費社会からの脱却が重要な課

題となるものと想定される。 
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1-2 無償資金協力要請の背景・経緯及び概要 

大洋州島嶼国は、国土が狭小で低標高であるため気候変動の影響に対し非常に脆弱であり、

戦略的な対策の展開が喫急の課題となっている。太平洋の小島嶼国等における気候変動に対す

る適応策の支援として、2008 年 1 月にスイスにて開催されたダボス会議において、福田元総理

が気候変動のための新たな資金メカニズムとして、総額 100 億ドル（1 兆 2,500 億円）の「クー

ルアース・パートナーシップ」を発表した。本メカニズムの運用においては、政策協議を経た

途上国を対象として、適応策及びクリーンエネルギーへのアクセス等の支援を中心とした 5 年

間で約 2,500 億円の無償資金協力、技術協力等による支援、また、緩和策を中心とした 5 年間

で 5,000 億円の「気候変動対策円借款」の供与を行うこととしている。大洋州地域においては、

パラオ、ミクロネシア、マーシャル、ナウル、キリバス、パプアニューギニア、バヌアツ、ツ

バル、サモア、トンガ、ニウエ、クック諸島が既に「クールアース・パートナーシップ諸国」

となっている。 

右日本政府の政策を受け、機構では 2008 年 4 月 1 日付「気候変動に係る取り組みの方向性」

において、途上国に対する気候変動対策支援における基本的方針を定め、大洋州の小島嶼国等

における気候変動に対する適応力を高める協力への取組み強化が強調されている。これを受け、

大洋州地域における我が国の気候変動対策支援強化のための支援ニーズを調査したところ、ミ

クロネシア連邦国、パラオ共和国、マーシャル諸島共和国、トンガ王国からは、緊急ニーズと

して太陽光発電（PV）に関する案件の情報が提出された。同情報に基づき、2009 年 2 月から 3

月にかけて、PV を活用した環境プログラム無償資金協力事業を想定して、「大洋州地域環境プ

ログラム無償資金協力事業（太陽光発電）促進のためのプロジェクト形成調査」を実施した。

右調査の結果、それぞれの国におけるニーズと事業実施可能性が確認され、各国政府より環境

プログラム無償資金協力にかかる正式な要請書が発出された。本計画対象国では、既に他ドナ

ーの支援により PV システムが導入されているものの、機材供与後の維持管理を担う電力公社

の再生可能エネルギー導入に関する計画策定能力、運転維持管理能力は十分ではない。このた

め本計画の対象には、機材の適切な運営維持管理を支援し、協力効果の発現に不可欠なソフト

コンポーネントの実施も要請されている。 

本調査では、PV 導入に関連した情報収集を行い、当該協力の必要性及び妥当性の詳細を再確

認するとともに、環境プログラム無償資金協力としての各国での具体的な協力計画の策定及び

同無償の供与額に見合った概略設計を行い、概算事業費を積算し、入札図書参考資料を作成す

ることを目的とする。 

 

1-3 我が国の援助動向 

1-3-1 無償資金協力 

1981 年度以降、我が国は、水産・電力・給水セクターに対して、協力を実施してきた。中で

も電力セクターについては、「バベルダオブ島送配電線計画（1985 年～1986 年）」、「配電網改善

計画（1993 年～1995 年）」、「電力供給改善計画（1996 年～1998 年）」により、「パ」国独立前の

1985 年から継続的に協力を実施し、首都圏への安定した電力供給と未電化地区への電力供給の

ため、ディーゼル発電設備の改善、並びに送配電設備の整備を行った。これら協力により、当

時の首都であったコロール州、並びにバベルダオブ島の南部 6 州に対する 24 時間の電力供給体

制が確立され、病院、学校等の公共施設の安定した運営、市民生活の向上、産業活動の活性化
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に貢献している。 

「パ」国電力セクターに対する我が国無償資金協力による過去の支援実績は以下のとおりで

ある。 

表 1.3.1-1 我が国の無償資金協力実績（電力分野） 

実施年度 案 件 名 供与限度額 概 要 

1985 ～
1986 年度 

バベルダオブ島送配

電線計画 
2.7 億円（1/2 期）

4.86 億円（2/2 期）

アイメリーク発電所～K-B 橋間の

34.5kV 送電線の建設。アイメリーク

変電所、アイライ変電所の建設、並び

に低圧配電網用資機材等の調達。 

1993 ～
1995 年度 配電網改善計画 

5.81 億円（1/3 期）

4.68 億円（2/3 期）

1.88 億円（3/3 期）

コロール州内、バベルダオブ島南東

部、同島西部における送配電線の建

設、並びに配電用資機材の調達。 

1996 ～
1998 年度 電力供給改善計画 11.71 億円（1/2 期）

9.76 億円（2/2 期）

マラカル発電所の発電建屋の建設、

発電設備の調達と据付。バベルダオ

ブ島北部の送配電線建設、並びに配

電用資機材の調達。 
 

1-3-2 技術協力 

技術協力分野における我が国の協力は、専門家派遣、研修員受入を中心に行っている。電力

分野では、2008 年に「電力供給改善マスタープラン調査」が実施され、電力供給改善のための

マスタープラン、優先プロジェクトのプレフィジビリティ、電力供給施設の運用改善について

提言が取りまとめられている。 

また、1996 年 8 月には、青年海外協力隊派遣取極が締結され、昨今では、小学校教諭などの

教育分野での要請が多い。 
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1-4 他ドナーの援助動向 

1-4-1 EU 

EU の支援により、首都メレケオクの連邦政府庁舎の駐車場において、100kＷの既設配電線と

の連系 PV システムが 2008 年に導入されている。連邦政府庁舎内には、1 日発電電力量、累積

発電電力量、累積 CO2削減量を表示した表示装置が設置されている。表 1.4.1-1 に EU により設

置された太陽光発電設備の仕様を示す。 

表 1.4.1-1 EU の支援により「パ」国に導入された連系 PV システム 

 

 

 

 

 

 

出所： Support to the Energy Sector in five ACP Pacific Islands (Rep-5) - supply, Installation and Commissioning of Grid Connected 
Solar PV Systems in Kosrae State, Federated States of Micronesia and Koror, Palau 

 
PV モジュール パワーコンディショナー 表示装置 

図 1.4.1-1 EU の支援により「パ」国に導入された連系 PV システム 

なお、同太陽光発電プロジェクトの一環として、3 名（太陽光発電技術 2 名、施設 1 名）の

技術者により、1 週間程度のトレーニングを実施し、「パ」国側からは、15 名（電力公社 7 名、

その他 CIP や民間企業等 8 名）が参加している。 

 

1-4-2 台湾 

台湾はアンダイドの無償資金協力により、153kW の連系 PV システムをパラオ国立病院に設

置している。システムは Motech 社(台湾)、太陽光発電パネルは京セラ社（日本）、インバータ

は Motech 社を使用し、病院内入り口付近に、CO2削減量、DC 発電電力量、日射量、パネル温

度、AC 変換電力量、DC/AC 変換効率、金額換算（＄0.372/kWh 換算）などの表示装置を設置し

ている。 

 

 

概略仕様 数量

1 太陽光発電モジュール 出力：185Wp±5%、最大出力動作電圧：25.5V、最大出力動作電流：7.25A 540

2 モジュール設置用架台 亜鉛メッキ鋼鉄フレーム、耐風速：50m 600

3 ケーブル 2×4㎟ UV, 100m, 4×16㎟, 100m 1

4 ディスプレイ ワイヤレス(電波到達：屋内30m、屋外100m), PC communication USB1.1, 1

5 データ管理システム 供給電圧：24V、入力電圧110-240V　50/60Hz 1

6 ソーラーセンサー センサーボックス 1

7 パワーコンディショナー 定格出力：2,100W～6,000W、定格入力電圧：250－600V DC、周波数：60Hz 18

政府庁舎(発電容量100kW)

機材
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PV モジュール PV モジュール パワーコンディショナー 

 
パワーコンディショナー 病院の入り口 表示装置 

図 1.4.2-1 台湾の支援により「パ」国に導入された連系 PV システム 
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第2章 プロジェクトを取り巻く状況 

2-1 プロジェクトの実施体制 

2-1-1 組織・人員 

(1) 主管官庁 

「パ」国の電力・エネルギー政策は、これまで資源開発省（MRD：Ministry of Resources and 

Development）が管轄していた。MRD は農業局、海洋資源局、公共事業局、土地・調査局の 4

部局に分かれ、公共事業局のエネルギー局（Energy Office）にて再生可能エネルギーの導入促

進、省エネルギーの推進を担当していた。2009 年 1 月のトリビオン政権誕生後の省庁再編で

は、2009 年 4 月の電力危機の影響もあり、エネルギー局が大統領事務所の直轄組織となり、

電力・エネルギー政策を管轄している。しかしながら、エネルギー局はパラオ電力公社

（PPUC：Palau Public Utilities Corporation）の指導・監督を行う立場にはなく、電気料金の改

訂を除き、PPUC の経営には介入することができない。更に、本計画対象サイトであるパラ

オ国際空港は、公共施設・産業・商業省（Ministry of Public Infrastructure, Industries and 

Commerce：MPIIC）の航空局（Bureau of Aviation）により所管されていることから、要請書

に記載されている通り、MPIIC が本計画の主管官庁となることが確認された。 

図 2.1.1-1 に公共施設・産業・商業省（Ministry of Public Infrastructure, Industries and Commerce）

の組織を示す。 

 

Ministry of Public Infrastructure,
Industries & Commerce

Safety Officer
1 employee

PALARIS
9 employees

OMIP/Grant
1 employee

AO
1 employee

Small Bus Dev. Center
(UOG)

2 employees

Pacific Bus
Center Prog (UH)

1 employee

Foreign Investment
Board (FIB)
2 employees

Bureau of Public Works Bureau of Lands & Surveys
Bureau of Commercial

Development
Bureau of Aviation

Division of Facilities &
Maintenance
24 employees

Division of Surveying &
Mapping

55 employees

Division of Communication
3 employees

Division of Airport Rescue
Fire Fighters (ARFF)

20 employees

Division of Roads &
Equipment

66 employees

New Capitol
Maintenance / Utilities

2 employees

Capitol Improvement
Program

(CIP)
23 employees

Division of Utilities

Division of Land Resources
Information (DLRI)

5 employees

Division of Transportaion
4 employees

Division of Airport
Operations

62 employees

Water
Connection

10
employees

Sewer
Connection

(UOG)
2 employees

Water
Treatment

Plant
16

employees

Sewer
Treatment

Plant
15

employees

Outlying
States Water

System
45

employees

Rural
Sanitation
Project

8 employees

Solid Waste
Management

10
employees

Melekeok
Sewer
System

2 employees
 

出所：MPIIC 

図 2.1.1-1 現政権下の公共施設・産業・商業省 

（Ministry of Public Infrastructure, Industries and Commerce）の組織 
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(2) 実施機関 

本計画にて調達・据付される連系 PV システムは、電気事業者であるパラオ電力公社

（PPUC：Palau Public Utilities Corporation）が設備を所管し、実施機関として運営維持管理を

担当する。 

「パ」国では、2009 年の新政権誕生後もパラオ電力公社（PPUC：Palau Public Utilities 

Corporation）が、電気事業の実施を一貫して行っている。PPUC は現在のところ民営化、株式

会社化されていないものの、政府による補助金を受けることなく、政府組織から独立した組

織として電気料金収入により経営されている。ただし、電気料金の改訂については、公聴会

にて承認を得た後 30 日の移行期間を経て改訂することが要求されている。PPUC は、総務部、

経理・財務部、営業部、系統運用部、配電部、発電部の 6 つの部門から構成され、2009 年 7

月現在で約 135 人の職員を有している。 

図 2.1.1-2 に PPUC の組織を示す。 

 
Palau Public Utilities Corporation 

ORGANIZATION CHART 
Fiscal Year 2009 

 

図 2.1.1-2 PPUC の組織 

PPUC では、職員の担当する職務の内容、責務、要求される能力等が明文化され、職位ご

とに職務規定が定められるなど、管理体制は整っているものの、電力供給設備の日常の運転・

維持管理を行う上で十分な知識・技術を有している技術者が少なく、現在では、フィリピン

国から電力技術者を雇用し、中長期的な設備計画・維持管理計画を策定する要員・能力の強

出所：PPUC 
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化に乗り出している。また、今後は太陽光発電を含む再生可能エネルギーを利用した発電設

備を導入・普及していく上で、再生可能エネルギー・ポテンシャルの調査、計画、設計に関

するノウハウの取得、維持管理体制の構築は必至であることから、本計画では、ソフトコン

ポーネントによる、技術移転も要請されている。 

 

2-1-2 財政・予算 

表 2.1.2-1 は、監査済み財務諸表から、2001～2008 年の PPUC の収支状況の推移を表したもの

である。同表に示すとおり、2001 年から一貫して営業収支は赤字となっており、その原因は高

騰する発電用ディーゼル燃料費による営業支出の増大である。2001 年と 2008 年の実績を比較

すると、営業収益は約 2 倍に増加しているにも関わらず、発電用燃料費が約 3 倍に膨らみ、こ

れにより営業支出が約 2.3 倍にまで増加し、営業損失が増加する主要因となっている。更に、

近年は自動燃料価格調整条項（AFPAC: Automatic Fuel Price Adjustment Clause）の適用により、

ディーゼル燃料価格の上昇に併せて電気料金が値上げとなり、高騰する電気料金に対して支払

いが遅滞し、未収電気料金が増加する傾向にある。 

表 2.1.2-1 PPUC の財務状況の推移 （2001～2008 年）  

（単位：US$） 
2001年 2002年 2003年 2004年 2005年 2006年 2007年 2008年

1. 営業収益 11,527,494 10,421,509 11,111,497 11,981,680 15,777,212 17,717,689 19,720,641 24,102,423
　(1)電気事業 11,107,747 10,189,964 10,808,975 11,739,414 15,073,865 17,482,734 19,708,689 24,122,998
　(2)その他 419,747 231,545 302,522 242,266 414,559 321,351 307,587 317,081
　(3)未収電気料金 0 0 0 0 288,788 -86,396 -295,635 -337,656 
2. 営業支出 12,263,167 11,685,133 12,330,487 14,725,284 19,652,245 22,404,290 22,526,634 28,139,369
　(1)発電用燃料費 7,265,841 6,279,414 6,977,392 8,403,772 12,656,688 15,530,247 16,182,383 21,757,913
　(2)発電用その他費用 1,091,123 1,277,842 1,217,513 1,631,389 2,444,890 2,355,184 2,028,701 2,076,333
　(3)送配電費用 809,893 1,046,461 1,044,065 1,561,029 1,165,961 1,059,226 787,235 846,652
　(4)一般管理費 814,595 826,033 771,060 691,437 838,435 786,834 939,731 943,709
　(5)技術サービス 32,867 20,983 83,667 198,050 189,640 166,334 117,598 114,723
　(6)減価償却費 2,248,848 2,234,400 2,236,790 2,239,607 2,356,631 2,506,465 2,470,986 2,400,039
3. 営業損失（1.-2.) -735,673 -1,263,624 -1,218,990 -2,743,604 -3,875,033 -4,686,601 -2,805,993 -4,036,946 
4. 営業外収益 1,197,687 2,595,672 1,110,422 571,669 1,276,885 673,376 -36,016 -1,530,109 
5. 純利益（4.-3.） 462,014 1,332,048 -108,568 -2,171,935 -2,598,148 -4,013,225 -2,842,009 -5,567,055  

出所：PPUC 
 

PPUC の電気料金体系としては、消費電力量に関係なく課される基本料金と、消費電力量に

応じて課金される従量料金がある。その他、石油価格の動きを反映して調整する燃料価格調整

条項(Automatic Fuel Price Adjustment Clause (AFPAC))が制定されている。ただし、この調整が行

われるのは 3 か月に 1 度で、急激な原油価格高騰の情勢下では対応に遅れが生じ、その間赤字

幅が拡大することがある。2008 年 6 月 5 日に料金改定された、最新の電気料金を表 2.1.2-2 に示

す。 

表 2.1.2-2 PPUC の電気料金体系 
（単位：US$／月） 

項 目 家庭用 商業用/官公庁 
基本料金 3 11 
従量料金   

 0-500 kWh 0.00 0.103 
 501-2000 kWh 0.058 0.103 
 2001 以上 kWh 0.103 0.103 

AFPAC 2009 年 7 月適用 0.192 0.192 
出所：PPUC 
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PPUC の電気料金徴収状況としては、2007 年度（2006 年 10 月～2007 年 9 月）の 1 年間を通

して、PPUC が発行した請求書の総額に対して、実際に支払われた電気料金の総計は約 1,932 万

ドルである。すなわち、1,932 万／2,018 万＝96%であり、全体として 96%は徴収できている。

顧客の種類別に徴収率を見ると、一般家庭が 96%, 企業が 100%、 共和国政府 90% 、州政府 80%.

となっている。料金徴収率を向上させるための取組みとして、一般家庭、あるいは企業で、支

払いが滞る顧客については、プリペイドのメーターを設置する方法が 2007 年 7 月から開始され

ている。 

 

2-1-3 技術水準 

本計画にて導入する連系 PV システムの実施体制は、PPUC が設備所有者となり、PPUC が通

常の電力設備と同じ位置付けで維持管理を担当する体制が望ましいとの判断に至っている。し

たがって、以下の技術水準評価の対象は、設備の維持管理を担当する PPUC について行う。 

前述したとおり、PPUC は総勢 135 名の比較的小さな組織であり、全体に占める技術者の人

数も少ない。また、所有する設備は PPUC が所有している SCADA (Supervisory Control and Data 

Acquisition System)によってリアルタイムに監視可能であるが、運転員に十分な教育がなされて

おらず十分に機能を活用できていないのが現状である。発電機の ON-OFF に至っては、オペレ

ータが経験則により手動にて実施しており、今後大規模工場等が進出した際に発生しやすい比

較的大きな負荷変動には対応しきれない可能性があり、総合的に判断し技術水準は高いとは言

いにくいのが現状である。ただし、「パ｣国では既に EU が導入した連系 PV システムが存在し、

数名の PPUC 技術者においては、連系 PV システムに関するトレーニングを受けていることか

ら、PV システムに関する技術を身につけるための素地は整っていると判断できる。また、PV

システムの中でも本計画で導入する連系 PV システムは既存の電力系統に連系するため、現地

の電力公社の協力なくしては成り立たないのも事実である。更に、将来的な普及を考慮した場

合でも、現地の電力公社へ技術移転することが望ましいと判断できることから、連系 PV シス

テムの技術習得にはある程度時間が必要と想定されるが、PPUC に技術移転をすることが本計

画においては最適である。 

加えて、昨年 PPUC の最高経営責任者が交代して以来、前述の状況を改善すべく、フィリピ

ン国より技術者数名を招聘する等、積極的に改善策を打ち出している。例えば、フィリピン電

力公社 NPC(National Power Corporation)を早期退職した Mr. Tito Cabunagan を招聘し、同職員を

筆頭に発電設備の維持管理や送配電線の巡視等について能力強化を実施し、PPUC 技術者の技

術レベルの底上げを図っている。そのため、本業である電力供給業務の改善も確実に実施され

ており、連系 PV システムが導入された場合、その効果が相乗的に向上されることも期待でき

る。 

以上に述べたとおり、PPUC の技術水準は必ずしも高くないが、総合的に判断し、PV システ

ムに係る技術的素地は整っており、また上記のフィリピン国からの招聘技術者も維持管理体制

に参加することから、ソフトコンポーネントにて適切に技術移転できれば特段問題はないと評

価できる。 
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2-1-4 既存施設・機材 

(1) 発電設備の運用状況 

コロール・バベルダオブ電力系統の電源は､コロール島のマラカル発電所とバベルダオブ島

のアイメリーク発電所の二箇所である。発電方式は両発電所ともディーゼル発電であり､燃料

はディーゼル油である。表 2.1.4-1 及び表 2.1.4-2 に両発電所の概要を示す。経年劣化に伴いア

イメリーク、マラカル発電所の発電可能出力は低下しており、2009 年 12 月時点で両発電所

の現有出力は合計 13.7 MW であり、定格出力の約 44%となっている。 

表 2.1.4-1 2009 年 12 月時点の PPUC 発電設備の概要（コロール・バベルダオブ電力系統） 

発電所名 ユニット名 製造会社
定格出力

(MW) 
現有出力

(MW) 気筒数 回転数 設置年 

Aimeliik  

Pielstick-2 
Crossely 
Pielstick 

3.27 3.00 10 450rpm 1985 年

Pielstick-3 3.27 1.50 10 450rpm 1985 年

Pielstick-4 3.27 2.00 10 450rpm 1985 年

Pielstick-5 3.27 2.00 10 450rpm 1985 年

小 計 13.08 8.50     

Malakal  

Wartsila-1 
Wartsila 

2.00 0.50 12 1,200rpm 1997 年

Wartsila-2 2.00 0 12 1,200rpm 1997 年

Wartsila-3 2.00 0 12 1,200rpm 1997 年

Mitsubishi-12 
Mitsubishi

3.40 0 12 720rpm 1996 年

Mitsubishi-13 3.40 2.72 12 720rpm 1996 年

Caterpillar-1 
Caterpillar

2.00 0 16 1,800rpm 2007 年

Caterpillar-2 2.00 1.50 16 1,800rpm 2007 年

Alco-9 Alco 1.20 0.50 12 750rpm 1981 年

小 計 18.00 5.22    
合  計 31.08 13.72    

出所：PPUC 

表 2.1.4-2 2009 年 12 月時点の PPUC 発電設備の現況（コロール・バベルダオブ電力系統） 

発電所 ユニット名 累積運転時間*1 運転可否 現在の状況 

Aimeliik 

Pielstick-2 32,117 Operable
・2009 年 6 月にリハビリ完了。 
・リハビリにより現有出力が増加。 

Pielstick-3 30,305 Operable
・2008 年 12 月にリハビリ完了。 
・リハビリによる現有出力が増加。 

Pielstick-4 43,018 Operable
・老朽化が激しく出力・効率の低下が著しい。 
・2010 年にリハビリ予定。 

Pielstick-5 42,453 Operable ・Pielstick-4 と同様。 

Malakal 

Wartsila-1 53,756 Operable ・2010 年にリハビリ予定。 

Wartsila-2 24,056 Inoperable
・クランクシャフト焼損のため停止中。 
・スペアパーツのプロポーザルの承認待ち。 

Wartsila-3 24,932 Inoperable
・クランクシャフトシールでのオイル漏れのため停止中。 
・2010 年にリハビリ予定。 

Mitsubishi-12 77,352 Inoperable
・2006 年 8 月にクランクシャフトの焼損事故（軽度）が発生。

・クランクシャフトの研磨と軸受部分の取替にて対応予定。 

Mitsubishi-13 77,733 Operable
・2010 年 4 月から日本の支援にてフォローアップ実施予定。 
・日本の無償にてメイン交換部品を供与、PPUC 負担にて消耗

品等を購入予定。 
Caterpillar-1 9,924 Inoperable ・スペアパーツの到着待ち。 
Caterpillar-2 10,792 Operable ・2010 年にリハビリ予定。 
Alco-9 37,224 Operable ・老朽化が激しく出力・効率の低下が著しい。 

出所：PPUC 
備考：*1 2009 年 12 月時点 

アイメリーク、マラカル発電所の 2008 年度（2007 年 10 月～2008 年 9 月）の運転実績を表
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2.1.4-3 に示す。アイメリーク発電所の Pielstic-2～5 号機、及びマラカル発電所の Mitsubishi-12、

13 号機の計 6 台がミドル・ベース負荷用として運用されており、利用率（Utilization Factor）

が約 70%以上と高い。一方、マラカル発電所の Wartisla-1、Caterpillar-1,2 はピーク負荷用、

Alco-9 は非常用予備として運用されている。燃料効率（燃料 1 ガロン当りの発電電力量）に

関しては、アイメリーク発電所（平均 13.09 kWh/gal）はマラカル発電所（平均 14.57 kWh/gal）

と比べ低く、同じ電力を発電するために余分に燃料を消費している。 

表 2.1.4-3 PPUC の発電設備の運転状況（2007 年 10 月～2008 年 9 月） 

 

表 2.1.4-4 にはアイメリーク、マラカル発電所の主な点検･補修履歴を示す。アイメリーク

発電所に関しては、運転開始から 22 年が経過しているが、各設備ともその間に本格点検

（Major Overhaul）が 3 回実施されているのみである。本格点検のインターバルの中で、1,000

時間、3,000 時間、6,000 時間、12,000 時間毎の定期点検を実施するよう機器製造者から推奨

されているが、これらの点検はほとんど実施されていない。 

マラカル発電所では、Mitsubishi-12、13 号機の運転開始後、当面の間は 2,500～5,000 時間

毎に定期点検が行われていたが、12 号機は 2006 年 8 月に、13 号機は 2006 年 3 月にクランク

シャフト焼損事故に至っている。 

このような状況を改善するため、PPUC では、定期点検費用の確実な積み立て、運転時間

予想に基づく定期点検計画の策定、点検に必要な部品の事前発注等が進められており、昨年

PPUC の最高経営責任者が交代して以降、更に改善されつつある。これらが確実に遂行され

れば、突発的な設備事故は大幅に減少するものと思われる。 

Pielstick-2         2,000 12,268,520        939,418            69.83       13.06

Pielstick-3         2,000 3,620,590         284,328            20.61       12.73

Pielstick-4         2,000 13,276,260        1,012,833         75.57       13.11

Pielstick-5         2,000 14,035,720        1,064,423         79.89       13.19

8,000        43,201,090        3,301,002         61.48       13.09

Wartsila-1         1,200 3,210,782         238,523            30.46       13.46

Wartsila-2              - -                   -                   -          -                

Wartsila-3            500 103,879            8,736                2.37        11.89

Mitsubishi-12 2,800        17,689,160        1,229,857         71.92       14.38

Mitsubishi-13 2,800        22,200,680        1,515,702         90.26       14.65

Caterpillar-1 1,600        4,078,352         253,285            29.02       16.10

Caterpillar-2 1,600        4,926,620         334,417            35.05       14.73

Alco-9            500 110,470            11,388              2.52        9.70

11,000       52,319,943        3,591,908         54.15       14.57

19,000      95,521,033       6,892,910         57.23       13.86
出所：PPUC

Available
Capacity,

kW

Generated
Power, kWh

Utilization
Factor, %

Fuel Efficiency,
kWh/gal

Fuel  Consumed,
gallon

System Total

Aimeliik

Malakal

Sub-Total

Sub-Total

Power
Station

Unit
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表 2.1.4-4 PPUC の発電設備の主な点検・補修履歴 

発電所 ユニット名 設置年 主な点検・補修履歴 

Aimeliik 

Pielstick-2 1985 年 
1993 年 10 月：第 1 回 Major Overhaul 実施 
1998 年 3 月：第 2 回 Major Overhaul 実施 
2004 年 1 月：第 3 回 Major Overhaul 実施 

Pielstick-3 1985 年 
1996 年 8 月：第 1 回 Major Overhaul 実施 
2002 年 8 月：第 2 回 Major Overhaul 実施 
2007 年 7 月：第 3 回 Major Overhaul 実施 

Pielstick-4 1985 年 
1995 年 8 月：第 1 回 Major Overhaul 実施 
2000 年 12 月：第 2 回 Major Overhaul 実施 
2005 年 10 月：第 3 回 Major Overhaul 実施 

Pielstick-5 1985 年 
1994 年 8 月：第 1 回 Major Overhaul 実施 
1999 年 7 月：第 2 回 Major Overhaul 実施 
2005 年 8 月：第 3 回 Major Overhaul 実施 

Malakal 

Wartsila-1 1997 年 1,000hr 毎に潤滑油、燃料、ターボチャージャー用フィルタを交換

Wartsila-2 
1997 年 1,000hr 毎に潤滑油、燃料、ターボチャージャー用フィルタを交換

2006 年 5 月：クランクシャフト焼損により停止 

Wartsila-3 
1997 年 1,000hr 毎に潤滑油、燃料、ターボチャージャー用フィルタを交換

2006 年 8 月：クランクシャフト焼損により停止 

Mitsubishi-12 1996 年 

1998 年 9 月：2,500hr Overhaul 実施 
1999 年 10 月：7,500hr Overhaul 実施 
2000 年 5 月：10,000hr Overhaul 実施 
2001 年 1 月：12,500hr Overhaul 実施 
2001 年 8 月：15,000hr Overhaul 実施 
2002 年 2 月：17,500hr Overhaul 実施 
2003 年 4 月：Major Overhaul 実施（32,585hr） 
2006 年 8 月：クランクシャフト焼損により停止 
2006 年 10 月：クランクシャフト修理完了、運転再開 
2007 年 5 月：Major Overhaul 実施（64,128hr） 
2007 年 9 月：7,500hr Overhaul 実施 

Mitsubishi-13 1996 年 

1998 年 9 月：2,500hr Overhaul 実施 
2000 年 6 月：10,000hr Overhaul 実施 
2001 年 7 月：15,000hr Overhaul 実施 
2003 年 12 月：30,000hr Overhaul 実施 
2004 年 11 月：7,500hr Overhaul 実施 
2006 年 3 月：クランクシャフト焼損により停止 
2007 年 1 月：クランクシャフト修理完了、運転再開 
2008 年 1 月：Major Overhaul 実施 

Caterpillar-1 2007 年 メンテナンスマニュアル無し（未受領） 
Caterpillar-2 2007 年 同上 
Alco-9 1981 年 － 

出所：PPUC 

なお、発電設備は PPUC が所有している SCADA (Supervisory Control and Data Acquisition 

System)によって需要状況をリアルタイムに監視されており、需要の変化に比較的即座に対応

可能と判断できるが、発電機の ON-OFF は、定期的（時間帯に応じて）にオペレータが手動

にて行っており、瞬時に天候により出力変動する連系 PV システムには即座に対応すること

が難しいと言える。 

 

(2) 送配電設備の運用状況 

「パ」国の送配電設備は、送電電圧が 34.5kV、配電電圧は 13.8kV であり、3 相 4 線式、周

波数 60Hz、中性点多重接地方式が採用されている。送電設備の施設状況を表 2.1.4-5 に示す。 
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表 2.1.4-5 送電設備一覧表 

送配電線 電圧（kV） 回線数 亘長（km） 
アイメリーク変電所~ネッケン変電所 34.5 2 4.3 
ネッケン変電所～コクサイ変電所 34.5 1 8.8 
コクサイ変電所～ガラルド２変電所 34.5 1 38.8 
ネッケン変電所～アイライ変電所 34.5 1 14.3 
マラカル発電所～アイライ変電所 34.5 1 9.2 
出所：PPUC 

1) 支持物 

支持物は 34.5kV 送電線、13.8kV 配電線ともに、主にコンクリート柱が使用されている。

34.5kV 送電線では、建設当時道路整備が十分でなく、アクセスが困難であった箇所では、施

工性を考慮して鋼管柱が使用された経緯がある。また、13.8kV 配電線では比較的多く木柱が

使用されている。なお、これまで台風による影響は少なく、支持物倒壊などの事故は発生し

ていない。 

送電設備に使用する支持物は、環境面（海に近い）、コスト、PPUC の経験・技術を考える

とコンクリート柱を使用するのがよいと考える。コストを削減するためには、コンクリート

柱を現在の購入先以外から購入することも考えられるが、その際には手持ちの腕金などの付

属品が適用できない場合があり、かえって高価となる可能性があるため注意が必要である。 

装柱は、34.5kV の２回線用（アイメリーク発電所からネッケン変電所間：アイライ向けと

コクサイ向けの 2 回線）、34.5kV、13.8kV の 1 回線用、34.5kV と 13.8kV の 2 回線用がある。

支持物の使用状況を表 2.1.4-6 に示す。 

表 2.1.4-6 支持物の使用状況 

支持物種類 
比率（％） 

34.5kV 13.8kV 
コンクリート柱 70% 74% 
鋼管柱 27% 7% 
木柱 3% 19% 
出所：PPUC 

2) 電線 

34.5kV 送電線は、AAC150mm2 が使用されている。バベルダオブ島とコロール島の連系は

海底ケーブルが使用されているが、その設計図書、建設記録が残っておらず、線種は不明で

ある。 

13.8kV 配電線は、AC38mm2、HDCC38mm2 が使用されている。また、コロール市内やコク

サイ～メレケオク間のように AAC150mm2 が使用されている区間もある。バベルダオブ島～

コロール島間は、送電線と同様、海底ケーブルが設置されている（2 回線）が、線種は不明

である。電線の使用状況を表 2.1.4-7 に示す。 
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表 2.1.4-7 電線の種別一覧 

区 分 電線種類 サイズ 
34.5kV 送電線 AAC 

海底ケーブル 
150mm2 
詳細不明 

13.8kV 配電線 AC 
HDCC 
AAC 
海底ケーブル 

38mm2 
38mm2 
150mm2 
詳細不明 

中性線 
（34.5kV、13.8kV） 

AC 
HDCC 

38mm2 
38mm2 

出所：PPUC 

3) がいし 

がいしは引通し柱にはラインポストがいし、角度柱にはラインポストがいしと懸垂がいし

を組み合わせ使用されている。がいしの種類と個数を表 2.1.4-8 に示す。 

表 2.1.4-8 がいし種別一覧 

区分 使用箇所 
がいし種別 

LP30 LP10 
250mm 

懸垂がいし 
34.5kV 
送電線 

引通し 1 個 － － 
角度 1～2 個 － 4 個 

13.8kV 
配電線 

引通し － 1 個 － 
角度 － 1～2 個 2 個 

出所：PPUC 

4) 標準径間、地上高、相間距離 

標準径間は 50～70m で建設され、電線の最低地上高、相間距離は米国の NESC（National 

Electrical Safety Code）に準拠するとともに、樹木との接近を考慮し多少の余裕を加味して建

設されている。表 2.1.4-9 に最低地上高、相間距離の一覧を示す。 

表 2.1.4-9 最低地上高と相間距離 

区 分 最低地上高 相間距離 
34.5kV 6.4m 1,190mm 
13.8kV 6.1m 825mm 

出所：PPUC 

5) 運営維持管理の状況 

初期の設備は 1985 年頃に建設されており、経年は 23 年程度である。設備の定期的な点検

は実施されていないため、がいしは塵埃が付着している状況が見られた。 

PPUC は 2007 年 12 月に設備点検チェックリストを作成しており、これにより 2008 年 1 月

から点検を実施している。点検は約１年で管轄範囲を一巡するように計画されており、スケ

ジュールどおりに進んでいるようであった。 

13.8kV 海底ケーブルは 2 回線設置されており、うち 1 回線を使用し、残りを予備としてい

る。アイライ側では架空線と接続されていないが、コロール側では架空線と接続されている
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ため、予備回線も充電している状態である。このため点検等を実施する際には感電に対する

注意が必要である。 

送配電線の最近の事故原因は、PPUC が所有しているデータによると、樹木接触によるも

のが 20％以上を占めている。事故発生時は住民からの通報により、PPUC 職員が現地に向か

い、対応している。 

設備データの管理は GIS（Geographic Information System、地図情報システム）により実施

している。図面類は、建設当時のものしかなく、コンパクト道路設置の状況やこれに伴う支

障移転などが反映されていないため、図面と現地を照合することは困難である。 

送配電線の工事に当たっては、基本的に PPUC 直営ですべての工事が実施されている。そ

のため、高所作業車や建柱作業に必要なオーガー、クレーンなどを保有している。 

 

(3) 太陽光発電設備の普及・運用状況 

「パ」国においては、既に「独立型 PV システム」および「連系 PV システム」とも導入さ

れており、それぞれの状況は以下の通りである。 

1) 独立型 PV システム 

1980 年代から、カヤンゲル島、ソンソロル島、トビ島そしてバベルダオブ島の未電化地域

で、家庭用を中心とした小規模な独立型 PV システムの導入が米国の支援により進められた

が、運営維持管理の問題により、現状では大半のシステムが使われていない。主な問題点と

しては、システムが小規模（PV モジュール 33Wp）であったため、照明負荷以外の電気機器

を利用することができず、需要家の満足度が得られなかったこと、及びスペアパーツの調達

についてのフォロー、アフターサービスが不十分であった点などが挙げられている。 

近年では、ソンソロル島とトビ島の未電化地域を対象として、大型の SHS（PV モジュール

640Wp、インバータ付）、PV 街路灯、公共施設用の独立型システムを導入した。しかしなが

ら、同システムは大型の PV モジュールを採用しながら直流 12V 系で設計されたため、屋内

配線の大サイズ化（95mm2）、バッテリー容量の大型化といった問題が発生し、遠隔未電化地

域への資機材輸送をより困難なものとしたばかりか、屋内配線での損失が大きくなっており、

設計上の欠陥が指摘されている。 

2) 連系 PV システム 

現在、欧州連合（EU：European Union）の「Support to the Energy Sector in Five ACP Pacific 

Islands」プロジェクトにより、首都メレケオクにおいて連邦政府庁舎の駐車場に設置した

100kW のシステムと、台湾の支援によりパラオ国立病院に設置された 153kW のシステム 2

ヵ所にて運転されている。 

① EU が導入した連系 PV システム 

・運転開始時期 

2008 年 11 月に運転開始となっており、現在は１年間の実証試験中である。また運転開

始から調査時期まで約 7 ヶ月間において、運転に支障をきたすような大きなトラブルは発

生していない。しかし、PPUC の系統が停電した場合、本来ならば保護装置が作動し連系

PV システムが自動的に発電を中止するところ、その設定が適切でなく自動的に作動せず、
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手動にて切替を行っている点、および駐車場屋根の先端と雨樋がともに垂れ下がっており

遠くからも屋根全体が波打っていることが判別できる点においては改善の余地がある。 

・仕様 

EU の支援により導入され、元請業者はドイツの IfE 社であり、PV モジュールはドイツ

の Scheuten Glass 社製、インバータはドイツ Sunny Portal 社製が採用されている。工事施工

は、パラオの現地業者である Surangel 社が下請契約により実施したものの、工事品質が悪

く、既に一部の梁がゆがんでおり、また基礎のレベルが統一されていない状況であるため、

パラオ側関係者も工事品質には満足していない。本システムの仕様は表 2.1.4-10 に示す通

りである。事業費は約 1.5 百万 US$であり、トレーニング費用も含まれる。 

表 2.1.4-10 EU の支援により「パ」国に導入された連系 PV システム 

 

 

 

 

 

 

出所：CIP からの入手資料を基に調査団にて作成 
 

連邦庁舎内には、瞬時発電量、１日発電電力量、累積発電電力量、累積 CO2排出削減量

を表示可能な電光掲示盤を設置しており、「パ」国関係者には非常に好評であった。 

 
駐車場 PV モジュール パワーコンディショナー 表示装置 

・トレーニング 

本計画では、合計 2 回のトレーニングが予定されており、これまで 1 回のトレーニング

が実施済みである。その内容は、机上 3 日間・実習 1 週間の構成で、対象人数は 15 名（内

パラオ電力公社 7 名、他は CIP や民間企業等）であった。講師は、欧州から 3 名が派遣さ

れ、そのうち 2 名は太陽光発電技術、1 名は施設担当であった。トレーニング以外では、

トラブルシューティングの主要項目を取りまとめたマニュアルが配布されている。また、2

回目のトレーニングは本年７月に予定されており、欧州より 1 名の技術者が派遣される予

定である。その内容は、第１回目とほぼ同様であり、「パ」国からの参加者も民間企業を

除き全て同じである。 

・維持管理体制 

設備所有者である連邦政府庁舎と PPUC の間で、O&M を含むメンテナンス契約を締結し

ており、PPUC が通常の O&M を一手に引き受けている。その O&M 費用は、通常連邦政府

概略仕様 数量

1 太陽光発電モジュール 出力：185Wp±5%、最大出力動作電圧：25.5V、最大出力動作電流：7.25A 540

2 モジュール設置用架台 亜鉛メッキ鋼鉄フレーム、耐風速：50m 600

3 ケーブル 2×4㎟ UV, 100m, 4×16㎟, 100m 1

4 ディスプレイ ワイヤレス(電波到達：屋内30m、屋外100m), PC communication USB1.1, 1

5 データ管理システム 供給電圧：24V、入力電圧110-240V　50/60Hz 1

6 ソーラーセンサー センサーボックス 1

7 パワーコンディショナー 定格出力：2,100W～6,000W、定格入力電圧：250－600V DC、周波数：60Hz 18

機材

政府庁舎(発電容量100kW)
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が支払う電気料金の内、連系 PV システムにて削減される燃料費用を除いた月の固定料金

とエネルギー費用だけを支払うことで賄われている。ただし、徴収費用を超過し必要な場

合、その超過分は政府が補填する内容となっている。このシステムは、設備管理者および

O&M 実施者において、双方にメリットが享受できる構成となっている。例えば、設備所有

者としては、系統連系 PV システム導入前よりも電気代が軽減されていること、維持管理

主体としては、O&M に係る費用も十分に賄えることである。同システムは、本計画におけ

る維持管理体制構築に参考となる。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

② 台湾が導入した連系 PV システム 

・運転開始時期 

2008 年 12 月に竣工し運転開始となっている。運転開始直後よりインバータの誤作動等

トラブルが頻発している。聞取調査によるトラブルの主な原因は、供与された製品品質が

低かったこと、並びに PPUC を含めた維持管理体制が十分構築できていなかったことであ

り、本計画実施に当たっては、据付工事段階から十分な技術移転を実施することが望まれ

る。 

・仕様 

本計画はアンタイドの支援で、システムは Motech（台湾）、太陽光パネルは京セラ、イ

ンバータは Motech 製であった。一部の工事施工は現地業者（VMJ 社）へ再委託されたも

のの、大部分の労務者は台湾から動員されたため、エネルギー局職員によると、現地企業

には連系 PV システムの据付工事に関するノウハウが蓄積されなかった。表示盤は、40 イ

ンチ程度の液晶テレビもしくはモニターを利用したもので、CO2 削減量、DC 発電電力量、

日射量、パネル温度、金額換算、AC 変換電力量、DC／AC 変換効率を表示しており、病院

入口の屋内に設置されている。 

電力公社 
(PPUC) 

連邦政府庁舎 

＜設備所有者＞ 

＜維持管理主体＞ 

月の固定費用お

よびエネルギー

費用を電気料金

として支払い 

・毎日の監視 
・月１回の巡視 
・事故対応 
・リプレイス対応 等 

メンテナンス

契約締結 

図 2.1.4-1 維持管理体制 

出所：調査団にて作成 

電気料金 
11 ﾄﾞﾙ+35 ｾﾝﾄ/kWh 

エネルギー費用 
10.3 ｾﾝﾄ/kWh 

燃料費用 
25 ｾﾝﾄ/kWh 

図 2.1.4-2 電気料金の構成 

(注)燃料分は毎月の実績により変るため、こ

こでは一つの例を示しているに過ぎない。 

出所：調査団にて作成 

月の固定費用 
11 ﾄﾞﾙ 
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駐車場設置 PV モジュール パワーコンディショナー 表示装置 

・トレーニング 

維持管理のトレーニングは、病院および首都圏改善計画局（CIP）からの 3 名を対象とし

て行われたが、充実した内容とは言いがたく、聞取調査では関係者より不満の声が多く聞

かれた。特に、EU のシステムのように PPUC が維持管理体制に組み込まれていないことが

大きな問題とされている。また、その後の対応は、運転開始後１年間の保証期間だけであ

り、定期的に実施されるものではなく、トラブルが発生した場合のみ、台湾から技術者が

派遣さるといった簡易的なものである。 

・維持管理体制 

維持管理体制は、前述したとおり PPUC が組み込まれておらず、病院に駐在している技

術オペレータ（病院職員 1 名）が全てを担うという非常に脆弱な体制をとっている。また、

オペレータに対して十分な技術移転もされておらず、今後適切に維持管理が実施されるか

懸念される。 

電気料金についても、病院の負荷が導入系統連系 PV システム容量に比べ非常に大きい

ことから、既存系統への逆潮流は想定されておらず、EU システムのような余剰電力購入に

関する電気料金の設定は無い。 

 

2-2 プロジェクトサイト及び周辺の状況 

2-2-1 関連インフラの整備状況 

(1) 道 路 

特に重要なインフラである交通網については、我が国の無償資金協力によるコロール島と

バベルダオブ島をつなぐ K-B 橋が「パ」国の重要な設備となっており、両地域の経済活性化

に貢献している。また、人口が少なく開発の遅れているバベルダオブ島内を周回するコンパ

クト道路が米国の無償資金協力により 2005 年に完成し、コロール島から新首都へのアクセス

時間が短縮され、バベルダオブ島北部までも短時間でアクセスできるようになった。今後は、

首都メレケオク州を中心に、観光開発を中心とした経済活動の活性化が期待される。このほ

か、都市機能が集積しているコロール島、国際港があるマラカル島、大統領府や国立病院が

あるアラカベサン島、国際空港のアイライ州を結ぶ首都圏幹線道路の改修工事が我が国の無

償資金協力により実施されている。 

 

(2) 通 信 

バベルダオブ島南部を含むコロール州内の市内電話網は整備され、電話線は海底ケーブ

ル・架空線等で連系されている。1998 年に設立された有線テレビ放送は、アイライ州からコ
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ロール首都圏にかけて供給されている。2005 年の国勢調査結果によると、全国の 86.2％の世

帯に電話回線は普及している。 

 

(3) 電化状況 

「パ」国の電化状況は、1980 年代過ぎに我が国を含むドナーの協力により急速に普及した

ことにより、2005 年の国勢調査結果によると、98.9％の電化率が記録されている。 

 

2-2-2 自然条件 

(1) 気象圏 

「パ」国は、全域に渡り高温多湿の海洋熱帯気候である。 

 

(2) 温 度 

年間を通して 27℃前後のほぼ一定である。 

 

(3) 湿 度 

日中（12 時 月平均）の湿度は 40％～60％である。 

 

(4) 雨 量 

1 年を通し、雨の降りやすい「パ」国であるが、特に 7 月と 10 月の降雨量は多く、大別す

ると 6 月から 10 月にかけては雨季となり、11 月から 5 月の間が乾季となる。 

 

(5) 地 質 

「パ」国の島々の地質は主に、火山島と隆起サンゴ礁による石灰岩島を含み、本計画の候

補地であるパラオ国際空港の位置するバベルダオブ島は、赤土中心の土壌であるが、地質学

的には、火山島となっている。 

 

2-2-3 環境社会配慮 

(1) 環境社会配慮に関する法制度 

「パ」国では、環境保護法（24PNCA）に基づき、以下の行為を行う際には環境保護局（EQPB: 

Environmental Quality Protection Board）から環境許可を取得する必要がある。 

① 土木工事（掘削、盛土、整地、浚渫、砕石等） 

② 海洋・河川への排水（下水その他有害物質の水域への排出） 

③ 廃棄物処理施設の建設・操業 

④ 便所・汚水処理施設の設置 

⑤ 農薬の使用 

⑥ 公共上水道の建設・操業 

⑦ 大気汚染物質固定排出源の建設・操業 

⑧ 野焼き 

環境許可取得の手続きの流れを下記に示す。 
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プロジェクトスコープの決定（事業者）

歴史保全局の許可書、土地使用権証書 
州の開発許可証と共に申請書提出 

EQPB による EA が必要か否かの審査 

EA の作成・提出 

EQPB による EIS が必要か否かの審査 

EIS の作成・提出 

環境許可 

地元住民意見の 
聴取等の手続き 

YES 

YES 

NO 

YES 

YES 

NO 

〔備考〕 
EQPB： Environmental Quality 

Protection Board 
（環境保護局） 

EA： Environmental Assessment 
（環境影響評価） 

EIS： Environmental Impact 
Statement 
（環境影響ステートメント） 

出所：EQPB 

環境許可申請書の作成（事業者） 

 

(2) 環境影響評価に必要な手続き 

EQPB は事業者から提出された環境許可申請書を審査し、環境影響評価（EA）を必要とす

るか否かを決定、必要と判断した場合には事業者に環境影響評価書を作成させる。更に、EQPB

が環境に重大な影響もたらす恐れがあると判断した場合は、事業者に環境影響ステートメン

ト（EIS）の作成を指示する。また、EA が不要と判断された事業についても、大規模な事業

であって局所的な環境影響が懸念される場合には、EIS の作成が要求される。事業者は EQPB

が認定した資格を有する第三者のコンサルタントに依頼して環境影響ステートメント案を作

成し、EQPB に提出する。これについて、関係各省の意見や利害関係のある地元コミュニテ

ィに配布して意見を聞き、最終的な EIS に反映させる。 

環境影響評価書（EA）及び環境影響ステートメント（EIS）を作成すべき事業について、

事業の種類及び事業規模による対象事業の特定は行っておらず、あくまでも環境に対する影

響の大きさ（汚染物質の排出量が増加するかどうか、排出制限内かどうか、既存の技術以外

の新たな技術かどうか、公共用地での開発か否か、埋め立があるかどうか、文化遺産がある

か否か）に基づき EQPB が判断している。 

 

(3) 本計画実施のための環境社会配慮手続き 

本計画の主管官庁となる MPIIC は、以下の本計画内容に関する環境許可申請書を作成し、

EQPB に提出する必要がある。 

① EQPB Permit Application Form (Part I – General Information) 

② EQPB Permit Application Form (Part II – Earthmoving Permit) 

③ Application for Historic Clearance (by Bureau of Arts and Culture) 
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EQPB 担当者によると、これら環境許可の申請手続きには上記申請書類の受領から約 1 ヶ

月を要するとのことであるが、昨年 EU、台湾の支援により導入された連系 PV システムにつ

いては、いずれの場合にも EA の提出が要求されなかったことから、本計画についても不要

となる可能性が高いとのことであった。なお、EQPB 発出による 2009 年 8 月 7 日付け文書

（Permit # 152-09）により、本計画実施に当たっては環境影響評価（EA）並びに環境影響ス

テートメント（EIS）の作成・提出が不要であることが確認された。 

 

 



第 3 章 プロジェクトの内容 
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第3章 プロジェクトの内容 

3-1 プロジェクトの概要 

3-1-1 上位目標とプロジェクト目標 

「パ」国政府は、1997 年に制定された国家総合開発計画（PNMDP: Palau 2020 National Master 

Development Plan）に基づき、エネルギー使用量削減に関する大統領令（Executive Order）No.234

（1994 年制定、2004 年改定）、No.245（2005 年制定）、No.248（2008 年制定）が施行され、重

点項目としてエネルギー使用量の削減義務、削減目標などが示されている。また、2008 年には、

右大統領令を具体化するため、SOPAC（Pacific Islands Applied Geoscience Commission）等の支援

の下、パラオエネルギー保全戦略（Palau Energy Conservation Strategy）が策定された。2007 年

11 月には、EU の支援により「エネルギー効率化アクションプラン」（Energy Efficiency Action 

Plan）が策定され、民間セクターも含めたエネルギー使用量削減のための方策（小型蛍光灯の

啓蒙普及、太陽熱温水器の導入補助等）が示されている。 

2009 年 6 月に発表された「Joint Declaration on Energy Policy Priorities」によると、「パ」国では

現在電力供給のほぼ全てをディーゼル発電に依存していることから、2020 年を目標として電力

供給の 20%を再生可能エネルギーにより賄う計画となっており、現在策定中の「Palau National 

Energy Policy」にて、具体的なエネルギー供給計画が策定される予定となっている。なお、上記

「Palau National Energy Policy」の第一次ドラフトによると、再生可能エネルギーの中でも太陽

光発電と風力発電のポテンシャルが有望とされており、太陽光発電の中でもバッテリーを必要

としない連系 PV システムの普及拡大を図っている。 

「パ」国政府は、エネルギー・電力セクターにおいてディーゼル燃料に依存した供給体制か

らの脱却を緊急の課題としており、気候変動問題、不安定な原油価格や輸送費への懸念もあり、

太陽光発電をはじめとする、再生可能エネルギーの開発を重点項目と位置付けている。このた

め、2008 年 1 月に我が国がダボス会議において発表した新たな資金メカニズム「クールアース・

パートナーシップ」への参加を決定している。しかしながら、「パ」国の電力供給を担うパラオ

電力公社（PPUC）の再生可能エネルギー等に関する計画策定能力、運転維持管理能力は十分で

はない。本計画の対象には、機材の適切な運営維持管理を支援し、協力効果の発現に不可欠な

ソフトコンポーネントの実施も要請されている。 

本計画では、大洋州地域における気候変動対策の一環として、太陽光発電関連機材（ソーラ

ーシステム：PV）の調達・据付を行い、「パ」国におけるディーゼル発電電力量の一部を再生

可能エネルギーである太陽光発電に代替することにより、輸入燃料への依存度を軽減しエネル

ギーセキュリティを確保するとともに、温室効果ガス排出量の削減に資する緩和策支援のため

の計画を策定する。 

 

3-1-2 プロジェクトの概要 

本計画は、上記目標を達成するために必要となる、太陽光発電設備の機材調達と据付け、安

定した電力供給を目的とした既設配電線路への接続により系統連系運転を行うことで、「パ」国

のエネルギーセクターにおける再生可能エネルギーの導入促進を図るものである。 

協力対象事業の概要は、本計画対象太陽光発電設備施設に必要な下記の資機材の調達・据付

である。 
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- PV モジュール - 変圧器 
- 駐車場屋根型モジュール架台 - 表示装置 
- 接続箱 - ケーブル 
- 集電箱 - 太陽光発電設備用予備品及び保守用道工具 
- パワーコンディショナー  
  

3-2 協力対象事業の基本設計 

3-2-1 設計方針 

3-2-1-1 基本方針 

「パ」国から要請されたサイトであるパラオ国際空港の詳細調査を行ったところ、同サイ

トは「パ」国唯一の国際空港であり、政府要人や観光客に対するデモンストレーション効果

が想定されること、更には日射障害となる障害物などもなく、日中の空港負荷容量も安定し

ていることから、本協力対象事業に相応しいサイト環境であり、太陽光発電設備容量を検討

した結果、パラオ国際空港を本計画対象サイトとして、調達・据付を行うものとする。なお、

機材の選定については、海外の他国で既に導入されている連系 PV システムを模範として、

「パ」国内での連系 PV システムの普及促進に繋がる機材選定、且つ、我が国の環境プログラ

ム無償による援助に相応しいシステム構成とすることを基準とする。 

 

3-2-1-2 自然環境条件に対する方針 

(1) 温度・湿度条件に対して 

「パ」国の年平均気温は約 27℃、平均湿度は 40％～60％であり、1 年を通じ高温多湿の海

洋熱帯気候であるため、本計画で調達される機材は原則屋外用とし、降雨や湿気による機材

の腐食に配慮する。 

 

(2) 塩害に対して 

本計画の太陽光発電設備の施設予定地は、比較的海岸に近いため塩害対策を考慮し、屋外

に設置する太陽光発電モジュールの架台や、電気的な配線接続に用いる接続箱等には、耐塩

害塗装を施すこととする。 

 

3-2-1-3 社会経済条件に対する方針 

「パ」国では、道路、上下水道、電力、通信など社会基盤整備が行き渡り、利便性の高い生

活が期待できる他、本計画対象サイト並びにコロール州では英語が通用するため、外国人の滞

在も容易である。「パ」国の人口の殆どはキリスト教であるため、イスラム教のラマダンのよう

な建設工期等に大きな影響を与える習慣はない。しかしながら、観光業が主要産業ともなって

いる「パ」国において、本計画対象地であるパラオ国際空港は、国内のみならず、海外からの

旅行客・要人などの往来が多く、これらに配慮した施工計画を立案する必要がある。 

 

3-2-1-4 建設事情／調達事情若しくは業界の特殊事情／商習慣に対する方針 

「パ」国の主要産業である建設業・商業及び観光業では、過去から日本・米国・台湾などの

援助に大きく依存しており、また、隣国フィリピンを中心とした外国人労働力への依存度が高

い。このため、一定の技術力を有する単純労働者以外の技術者を現地にて確保することは困難
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である。インフラ整備の状態は良く、我が国の無償資金協力によって建設された新コロール・

バベルダオブ橋を始め、島間道路は改修されており、本計画における工事機材の輸送、施工事

情等は良い。 

 

3-2-1-5 現地業者(建設会社、コンサルタント)の活用に係る方針 

(1) 現地業者の活用について 

「パ」国には、外国資本の現地総合建設業者や電気工事会社があるため、「パ」国内での単

純労働者、運搬用車両、建設工事機材等の現地調達は比較的容易であり、本計画で建設する

太陽光発電モジュールの架台や、土木基礎工事を行うための現地労務者の確保も比較的容易

であると考えられる。 

一方、本計画の太陽光発電設備の設置には、既存配電系統の運用状況を踏まえた設定・調

整など、技術水準の高い技術者を必要とすることから、労務者以外の現地業者の活用は困難

であり、日本又は海外からの技術者を派遣し、品質管理、技術指導及び工程管理を行う必要

がある。 

 

(2) 現地資機材の活用について 

「パ」国では基礎工事に使用する骨材、セメント、鉄筋等は調達が可能である。このため、

施工計画の策定に当たっては、可能な限り、現地で調達可能な資機材を採用することとする。

なお、太陽光発電設備に係る主要機材のうち、PV モジュール、パワーコンディショナー及び

変圧器に関しては、右設備の効果を長期的に最大限に発現できる可能性が高い日本製を調達

することを想定している。 

 

3-2-1-6 運営・維持管理に対する方針 

「パ」国では、これまで EU の支援により、定格出力 100kW の連系 PV システムを導入して

いる他、台湾の支援により、153kW の連系 PV システムを導入している。しかしながら、連系

PV システムの運営維持管理に関する技術移転は必ずしも十分な水準とは言えず、本計画実施後

に太陽光発電設備の運営維持管理を担うパラオ電力公社（PPUC）への適切な運営・維持管理の

技術移転を行う必要がある。 

本計画では、既設配電線路と連系しての運転となるため、ソフトコンポーネントにて適切な

運営・維持管理マニュアルを供与し、供用開始後の運営・維持管理体制についても提案し、建

設された設備のより効果的・効率的な運転が行えるように配慮する。 

 

3-2-1-7 施設、機材等のグレードの設定に係る方針 

上述の諸条件を考慮し、本計画の資機材調達及び据付範囲、規模並びに技術レベルに対して、

以下を基本方針として策定する。 

 

(1) 施設、機材等の範囲に対する方針 

技術的及び経済的に適切な設計とするために、資機材の仕様は可能な限り IEC などの国際

規格に準拠した標準品を採用し、少品種化により資機材の互換性を図り、必要最小限の設備

構成、仕様、数量を選定する。 
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また、導入する連系 PV システムの連系点は、本計画の主管官庁である公共施設・産業・

商業省（Ministry of Public Infrastructure, Industries and Commerce:MPIIC）及びパラオ電力公社

（PPUC）と協議のうえ、空港敷地内の既設低圧配電設備の配電盤となった。同配電盤内の連

系点最終接続には停電作業が伴う為、他の空港既設負荷等を熟知している PPUC が行い、日

本側の工事区分と責任分界点は、右設備入口までの配線材料の据付及び最終接続する為の材

料の調達とすることで「パ」国側の同意を得ている。 

 

(2) 技術レベルに対する方針 

本計画で調達する太陽光発電システムを構成する各機器の仕様は本計画完了後の運転・維

持管理を実施する PPUC の技術レベルを逸脱しないように留意する。 

 

3-2-1-8 工法／調達方法、工期に係る方針 

日本または第三国から「パ」国までの調達機材の輸送は、海上輸送が主となる。マラカル港

から本計画対象地であるパラオ国際空港までは、市中心部を通過して車で約 30 分の距離であり、

内陸輸送上の特段の問題はないが、市内中心部の交通量は比較的多く朝、昼、夕のピーク時に

は渋滞も見られるので、大型物の輸送は時間帯を考慮して交通混雑を助長しないように留意す

る必要がある。 

当該空港は、毎日旅客により利用されている施設である。通常は、夕刻から出国の旅客が集

まり始め、深夜まで発着が繰り替えされている。このようなことから、施設建設は非常に限ら

れた時間での作業となること、更に太陽光発電システムの取り扱い、調整を含めた据付工事に

おいても、熟練した技術が要求されるため、品質管理及び工程を守るうえから、日本又は海外

からの技術者を派遣し、技術指導および工程管理を行わせる必要がある。 

 

3-2-2 基本計画（機材計画） 

3-2-2-1 計画の前提条件 

(1) サイト 

ここで、本計画対象サイトとしては、「パラオ国際空港」となり、導入連系 PV システム容

量は 180kW となった。図 3.2.2-1 に示すとおり、パラオ国際空港は、アイメリーク発電所およ

びマラカル発電所から電力供給を受けており、その電力は経由地点であるアイライ変電所に

て 34.5kV から 13.8kV に降圧される。 
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出所：PPUC からの入手資料より調査団にて作成 

図 3.2.2-1 「パ」国における送配電系統図 

 

また、「パラオ国際空港」の負荷については、正確な記録が存在しなかったため、PPUC お

よび MPIIC から聞き取り調査を行っている。その結果、最大負荷は、およそ 400kW（22 時頃）、

ベース負荷は、およそ 250kW と判明しており、通常 PV システムが発電する時間帯（朝 8 時

～夕方 4 時）においては、空港負荷がほぼ無いものと判断でき、PV システムからの発電電力

の大部分は系統へ逆潮流する。また、系統停電時における非常用ディーゼル発電機（625kVA）

との併用運転については、導入する PV システムの容量（180kW）を勘案した結果、緊急時に

おける電力品質の確保の観点より、併用運転しないことを前提として基本計画を策定する。 

 

 

ﾊﾟﾗｵ国際空港
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(2) 想定される日射量 

「パ」国では、独自に収集している日射量データは存在しなかった。このような国で PV

システムを設計する際、通常 NASA の衛星により間接的に測定した日射量データを活用する

が、「パ」国では2003年より日本の海洋研究開発機構（JAMSTEC: Japan Agency for Marine-Earth 

Science and Technology）がアイメリークに気象データ観測所を設置し、地表における日射量

データを収集しており、そのデータを分析した結果、設計を行う上では、NASA のデータよ

り精度が高いと判断できたため、今回 JAMSTEC の日射量データを連系 PV システムによる発

電電力量の想定等設計パラメータとして活用することとする。 

JAMSTEC が収集した過去 3 年間の平均日射量（水平面計測）と、NASA の衛星により間接

的に測定した日射量の比較を図 3.2.2-2に示す。同図より、両者の最小値データを比較すると、

JAMSTEC の観測データは NASA データより 17%小さい値を示しており、これを PV システム

設計評価用として使用することが保守的である。そのため、JAMSTEC の観測データをベース

に傾斜面日射量を算出し、導入連系 PV システムによる想定発電量等の計算を行った。 

表 3.2.2-1 JAMSTEC 測定日射量（水平面全天日射量）データ（月別平均および３ヵ年平均） 
[kWh/m2/day] 

 

 

 

 

 
出所：JAMSTEC データベース 
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出所：JAMSTEC 並びに NASA データベースより調査団にて作成 

図 3.2.2-2 JAMSTEC および NASA データの比較 

 
表 3.2.2-2 JAMSTEC 測定日射量（水平面全天日射量）データを基に算定した傾斜面全天日射量 

[kWh/m2/day] 
 

 

 

出所： JAMSTEC データベースより調査団にて作成 

Description Jan Feb Mar Apr May Jun Jul Aug Sep Oct Nov Dec

2007 3.90 5.01 5.24 5.31 4.28 4.25 3.93 4.57 4.72 4.61 4.24 4.24

2006 4.36 5.18 4.88 5.23 4.43 4.17 3.83 - - 5.01 4.73 3.90

2005 3.95 5.20 5.27 5.52 4.48 4.50 3.62 4.55 3.91 4.80 3.99 3.78

Average 4.07 5.13 5.13 5.35 4.40 4.31 3.79 4.56 4.32 4.81 4.32 3.97

 1月  2月  3月  4月  5月  6月  7月  8月  9月  10月  11月  12月

水平面全天日射量 4.07 5.13 5.13 5.35 4.40 4.31 3.79 4.56 4.32 4.81 4.32 3.97

傾斜面全天日射量 4.01 5.05 5.04 5.28 4.34 4.26 3.74 4.50 4.25 4.73 4.26 3.91
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(3) 周辺障害物からの日陰の影響について 

太陽光発電設備の PV パネルを設置するに当り、最大限の発電電力量を得るためには、季

節、時間帯による日射方位、角度の変動を踏まえ、周辺建物等による日射障害を受けにくい

場所を選定することが望まれる。通常、障害物により直射日光が遮られ、PV アレイ表面に陰

が落ちた場合、遮るものが無い場合に比べて発電電力量が 10～20％以上低下する可能性があ

る。 

本計画では、日射障害の検討に際して、障害物の陰が最も長くなる冬至の AM9:00～PM3:00

に検討を行うのが理想的であるが、現地調査期間中にパラオ国際空港駐車場において日陰検

討した結果、計画されている PV パネルの設置場所では、発電電力量に影響する日陰の影響

は発生しないことが確認された。 

 

(4) 想定される発電電力量 

周辺障害物からの日陰の影響について(2)にて記述のとおり、日陰の影響は無いと判断でき

ることから、日陰による発電量の減少は考慮せず検討を行った。 

また、想定発電電力量の算出に当たっては次式を用いて算出した。月平均日射量について

は、表 3.2.2-2 にて記載した傾斜面日射量を用い、導入連系 PV システム容量は 180kW として

いる。 

Ep = Σ HA / Gs * K * P 

（Σは月別に算出した推定発電量の積算値を示す） 

 

ここで ・Ep = 推定年間発電量 (kWh/年) 

・HA = 設置面の月平均日射量 (kWh/m2/日) 

・Gs = 標準状態における日射強度 (kW/m2) = 1 (kW/m2) 

・K = 損失係数 = Kd * Kt * ηINV 

* 直流補正係数 Kd : 太陽電池の表面の汚れ、太陽の日射強度が変化するこ

とによる損失の補正、太陽電池の特性差による補正を

含み 今回 0.8 とした。 

* 温度補正係数 Kt : 太陽電池が日射により温度が上がり、変換効率が変化

するための補正係数。 

Kt = 1 + α (Tm - 25) / 100 

ここに、α: 最大出力温度係数 

(%・℃-1) = - 0.5 (%・℃-1) [結晶系] 

Tm: モジュール温度 (℃) = Tav + ΔT 

Tav: 月平均気温 (℃) 

ΔT: モジュール温度上昇 (℃) 
裏面開放形 18.4 
屋根置き形 21.5 

* インバータ効率 ηINV: インバータの交直変換効率。今回は 0.95 とした。 
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表 3.2.2-3 「パラオ国際空港」における年間想定発電電力量 

 
出所：調査団にて作成 
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出所：調査団にて作成 

図 3.2.2-3 「パラオ国際空港」における年間想定発電電力量 

 

(5) 系統連系太陽光発電の導入形態について 

本計画が実施された際、想定される連系 PV システムの導入形態は表 3.2.2-4 のとおりであ

る。①および②が PPUC の設備として導入するもので、③・④は PPUC 以外の民間企業およ

び住民が自らの設備として導入するものである。「パ」国側との協議の結果、公共施設・産業・

商業省(以下「MPIIC」：Ministry of Public Infrastructure, Industries and Commerce)所轄のパラオ

国際空港を本計画対象サイトとし、PPUC が所有者となり、通常の電力設備と同じ位置付け

で維持管理を担当する。また、MPIIC と PPUC との間で MOU を締結し、その MOU では、空

港が PPUC に支払う電気料金等について取り決めを行う。そのため、本計画では②の形態に

て実施することとなる。この導入形態は、PPUC が本計画にて導入する連系 PV システムを運

用管理することで、PPUC に連系 PV システムの設計運用ノウハウと経済性検討、評価のため

の十分な経験が得られることから、本計画完了後の連系 PV システムの導入普及を考慮した

場合でも、非常に理想的な形態になったと言える。 

 

 

 

 

 

 

1月 2月 3月 4月 5月 6月 7月 8月 9月 10月 11月 12月 年計

Ha：傾斜面全天日射量kWh/㎡/day 4.01 5.05 5.04 5.28 4.34 4.26 3.74 4.50 4.25 4.73 4.26 3.91 -

月の日数 31 28 31 30 31 30 31 31 30 31 30 31 365

Hm：月積算日射量kWh/㎡ 124.3 141.4 156.2 158.4 134.5 127.8 115.9 139.5 127.5 146.6 127.8 121.2 1621.3

日平均最高気温℃ 28.2 28.4 28.3 28.8 28.6 28.4 27.8 27.8 28.0 28.4 28.6 28.5 -

Kt:温度補正係数 0.8765 0.87556 0.876 0.873 0.874 0.876 0.8788 0.878 0.878 0.876 0.874 0.875 -

Ep:推定発電量(kWh) 14,906 16,936 18,729 18,924 16,094 15,310 13,937 16,764 15,308 17,563 15,288 14,511 194,271
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表 3.2.2-4 「パ」国に想定される連系 PV システムの導入形態 

No. 
導入形態 設置場所

PV 設備

所有者
特徴、課題、要件等 

① 

PPUC が自社設備として自社

の建物に PV 設備を設置 
自社建物

等 
PPUC 

・PV 設備、周辺設備共自社設備であるため、PV 設

置に係る設計が容易である。 

・PV 設置場所に自由度がある。 

② 

PPUC が他者の所有する建物

の屋根等を借りて自社の PV

設備を設置 

他者建物

等 
PPUC 

・PV 設置場所の制約、賃借料等が予想される。 

・設備運用管理、保安面に係る協議が必要。 

・賃借料等を勘案した電気料金の検討が必要。 

③ 

建物の所有者が自己の電源

としてPV設備を設置し､余剰

電力を PPUC に売電 他者建物

等 

建物所

有者等

・常時は自家用として利用するため、余剰電力の

逆潮流は少なく、配電線への影響も少ない。 

・系統連系にあたって保護装置等付備すべき装置

に関する技術的要件をガイドライン等の公平な

規格で定める必要あり。 

・余剰電力買取制度の準備が必要。 

④ 

建物の所有者等 PPUC 以外の

者が PPUC に対する卸電力供

給を目的として PV 設備を設

置 

他者建物

等 

建物所

有者等

・大規模な PV 設備を既存配電線へ連系する場合、

電圧過昇防止設備等を事前に検討する必要があ

る。 

・卸電力取引に関する制度の準備が必要。 

出所：調査団にて作成 

 

(6) 系統連系太陽光発電の導入に必要な法規制について 

本計画対象設備の連系 PV システムを導入するために必要となる法規制について確認した。

その結果、表 3.2.2-5 に示すとおり、「技術面」においては、既存の系統電力品質の確保およ

び公衆安全の確保等が検討項目として抽出でき、「制度面」においては、導入した PV システ

ムの発電電力量の取り扱いやシステムの維持管理体制に係る取り決め等が検討項目として抽

出される。 

 

表 3.2.2-5 本計画の連系 PV システム導入時の法制度における検討項目 

検 討 要 件 

技術面 

電力品質：導入 PV システムによる既存系統電力への影響（電圧、周波数、フリッカ、高調

波）に関する規制の有無 

安全保護：連系のために具備すべき保護継電器等、保安確保のため特別に考慮すべき要件

連 系 点：連系電圧階級（高圧連系 or 低圧連系）に関する区分、連系設備への要件 

制度面 

発電設備設置に関わる許認可、設置事業者、逆潮流に関する規制 

連系 PV システムの電力量計量方法、発電電力量・料金の取り扱い方法 

導入 PV システムの維持管理組織・体制 

出所：調査団にて作成 
 

電力品質面（電圧、周波数、フリッカ、高調波）に関しては、「パ」国において現在明確な

基準が存在しないことを確認した。 

安全保護面に関しては、連系のために特別に具備すべき保護継電装置等はないとのことで

あるが、事故波及による設備損壊、公衆安全確保を考慮し、単独運転防止機能を装備するこ

ととする。 

連系点に関しては、需要規模による受電電圧階級区分は存在しないことを確認し、経済面

及び既存設備の現状等から低圧連系にすることとした。 
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発電設備設置に関わる許認可に関しては、今回導入する設備に対する許認可は不要である

ことを PPUC に確認済みである。また、逆潮流についても今回需要家側設備を経由し、潮流

が配電線に流れこむことになるが、制度面の問題はないとのことであった。 

連系 PV システムから配電線に供給される電力量の計量のために電力量計を連系点に設置

するが、その電力量の取り扱い（料金含む）はパラオ側で検討することになっている。 

維持管理組織・体制に関しては、ソフトコンポーネントの中で維持管理に関する要素を技

術移転しながら、「パ」国側と協同で体制作りをしていく。 

以上のことから、「パ」国側にて準備される項目以外については全て検討済みであることか

ら、「パ」国の現状と照らし合わせ、本計画にて導入する連系 PV システムに関しては、法規

制の準備は必要ないと判断できる。ただし、将来「パ」国おいて適応しなればならない法制

度等が制定された場合は、それら法制度の適応が必要であるが、その場合でも、「パ」国側が

責任を持ち適応させることで合意している。 

 

(7) 配電系統増強の必要性 

配電系統増強の必要性を検討する上では、連系 PV システムの導入後 

① 連系点から上位系統の配電設備（変圧器、配電線）が過負荷にならないこと 

② 連系点における配電線電圧が管理基準範囲を逸脱しないこと 

の２点を検討する必要がある。 

① 連系点から上位系統の配電設備（変圧器、配電線）が過負荷にならないこと 

パラオ国際空港に設置する連系 PV システムの設備容量は 180kW であるが、PV モジュー

ルの温度上昇による出力低下やインバータ効率等を勘案し、太陽光最大発電出力は約

144kW となり、13.8kV 配電線に流れる最大電流値は約 6.0A となる。ここでは、最も厳し

い条件である連系 PV システムの最大発電出力が既存系統へ逆潮流することを前提に連系

点から上位系統での配電設備（受電用変圧器、配電線）が過負荷とならないことを確認し

た。 

(a) 受電変圧器容量 

導入する連系 PV システムは既存建物の受電用変圧器の 2 次側（低圧側 Y 結線 208V）

に接続することとしており、その容量は 750kVA である。 

よって、太陽光最大発電出力 144kVA ≦ 受電用変圧器容量 750kVA であり、受電用

変圧器容量は問題ないと判断できる。 

(b) 配電線容量 

パラオ国際空港の受電用変圧器までの配電線は、架空配電線部分のみとなる。 

アイライ変電所から「パラオ国際空港」に至る 13.8kＶ架空配電線は、表 3.2.2-6 に示

すとおり二種類からなり、それぞれの許容電流値は 162A、220A である。仮にアイライ

変電所からの配電線を AC38mm2としても 

太陽光最大発電出力時の逆潮流電流値 6.0A ≦ 系統連系する配電線フィーダにおけ

る最小許容電流の電線の許容電流値 162A となり、条件を満たすことから既存架空配電線

容量については問題ないと判断できる。 
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表 3.2.2-6 アイライ変電所～パラオ国際空港間の配電線 

変電所 配電線 線種 許容電流値 

アイライ 
変電所 

13.8kV 
AC38mm2 162A 

HDCC38mm2 220A 
出所：PPUC からの聞取調査および昭和電線電纘株式会社の電線便覧より調査団にて作成 

 

 
出所：調査団にて作成 

図 3.2.2-4 導入連系 PV システムの連系点 

 

 

 

図 3.2.2-5 「パラオ国際空港」における主配電盤内部 
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② 連系点における配電線電圧が管理基準範囲を逸脱しないこと 

ここでの検討は、直近のアイライ変電所から連系点までの配電線について検討し、直近

の一般低圧需要家の受電電圧が管理基準範囲を逸脱しないことを確認すれば良い。その検

討では、通常軽負荷時において連系 PV システムから既存系統へ逆潮された際、直近の一

般低圧需要家の受電電圧が管理基準範囲の上限を超過しないか確認する。その際には、電

線種類、サイズ、許容電流値および対象配電線における軽負荷時の負荷量等のデータが必

要となる。しかし、本調査にて PPUC の負荷管理状況を確認した結果、「パ」国において、

それら必要なデータを取得しておらず、軽負荷時における検討が困難となった。そのため、

ここでは、より厳しい条件である全負荷を切り離した状態で、つまり無負荷の配電線へ連

系 PV システムから逆潮流された場合、直近の一般低圧需要家の受電電圧が管理基準範囲

の上限値を超過しないかを確認した。ここでは、配電線が引き出されているアイライ変電

所での配電線送出電圧をベースに検討を行っている。 

「パラオ国際空港」はアイライ変電所から 13.8kV 配電線により電力供給されており、ア

イライ変電所～パラオ空港間の距離は約 3.7km である。また 13.8kV 配電線は、AC38mm2

並びに HDCC38mm2が使用されている。しかし、それぞれの線種の亘長が不明であるため、

より保守的に検討を行うべく、全ての線種を AC38mm2と仮定し、そのインピーダンスにつ

いては「パ」国に情報が無かったため電線要覧（昭和電線電纘株式会社）を用い検討を行

っている。また、太陽光発電出力は力率１の定格出力、電圧基準値は「パ」国では明確な

基準がないため、日本の分散型電源系統連系技術指針（JEAG9701-2001,日本電気協会）を

参考に、直近の一般低圧需要家の受電電圧が管理基準範囲（240V±12V（±5%））を逸脱

しないことを確認している。 

表 3.2.2-7 連系点および直近の一般低圧需要家における配電線電圧値の検討結果 

ｱｲﾗｲ変電所~
ﾊﾟﾗｵ国際空港

間の距離 

送出 
電圧 線種 R [Ω/km] 

PV からの

逆潮流 
電流値 

高圧の上昇 
電圧値 

直近の 
一般低圧需要家の

受電電圧 

3.636km 13.8kV AC38mm2 0.913 6.0A 20V 240.3V 

出所：PPUC からの聞取調査より調査団にて作成 
 

この検討結果より、無負荷の配電線へ連系 PV システムから逆潮流された場合における

直近の一般低圧需要家の受電電圧が 240.3V と管理基準上限値 252V 以内に収まっているこ

とから、問題ないと判断できる。 

以上の検討結果より、配電系統増強の必要性は特に必要ないと判断できる。 

 

(8) 電力品質における検討 

連系 PV システムを導入する際に検討すべき項目としては、配電線系統増強の必要性の検

討と平行して、電力品質における検討を実施しなければならない。また電力品質における検

討においては、「フリッカ」と「高調波」が考えられる。しかし、PPUC からの聞取調査の結

果、現在明確な電力品質基準がないこと、および「パ」国電力系統において大きな工場等が

なく、双方の発生源がないと判断できることから、本調査での検討は省略した。ただ、高調

波については、日本における系統連系インバータの汎用品では、既に対策が講じられている
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ことから、本計画対象設備の仕様としては、日本の高調波抑制対策ガイドラインに則った仕

様を要求することとする。 

 

(9) 系統連系太陽光発電の導入可能容量 

本調査より導き出された「パラオ国際空港」をプロジェクトサイトとし、ここでは本計画

にて導入予定である連系PVシステム180kWが、既存系統に対して導入可能か検討を行った。

検討方法としては、既存系統に対する連系 PV システムの導入可能量を算出し、その導入可

能量が 180kW 以上であるため、本計画にて導入予定である連系 PV システムが既存系統に対

し問題なく導入可能と判断した。 

既存系統に対する連系 PV システムの導入可能容量の検討手法は、電力品質確保の観点よ

り、 

ステップ１：電力系統運用面からの制約の検討 

ステップ２：配電線運用面からの制約の検討 

の２つの手法が考えられる。ステップ２については、「(7) 配電系統増強の必要性」にて検討

したとおり、配電線運用面からの制約は特にないと判断できるため、以下にはステップ１の

検討結果について説明する。 

ステップ１：電力系統運用面からの制約の検討 

「パラオ国際空港」は、アイメリーク発電所およびマラカル発電所から電力需給を受けて

おり、それぞれの発電所内のディーゼル発電機の運用方法について確認した。その結果、PPUC

が所有しているSCADA (Supervisory Control and Data Acquisition System)によって需要状況をリ

アルタイムでの監視が可能であり、需要の変化に比較的即座に対応可能と判断できる。しか

し、発電機の ON-OFF はオペレーターが経験則にて手動で行っているため、天候による導入

PV システムの出力変動には即座に対応することが不可能と考える。そのため、ここでの検討

は、一番厳しい条件として、軽負荷時に通常運転しているディーゼル発電機のガバナフリー

制御をベースに評価を行った（表 3.2.2-8 を参照。未稼働発電機はスペアーパーツが届き次第

および修理が完了次第、順次稼動予定であり、ここでの検討条件としては調査時の稼働状況

が一番厳しい状況であり、それを採用している。）。周波数については、「パ」国に明確な基準

値がないため、電力品質として厳しい日本の周波数偏差目標値 60±0.2Hz（±0.3%）を用い

て、連系 PV システムの導入可能量検討を行うこととする。 

最大負荷変動量については、PPUC からの聞取調査の結果より下水処理場のポンプ稼動時

に発生する変動量が最大と判断でき、その変動量は最大電力の 2%（約 242kW）程度に相当

する。 

また、発電所での聞取調査の結果、表 3.2.2-8 に示すとおり軽負荷時に通常運転しているデ

ィーゼル発電機（Pielstick-2～5、Mitsubishi-13）において、ディーゼルガバナーの速度調定率

は全て 3%に整定されていることから、ガバナフリー運転している時の許容出力変動幅は、 

 11,220kW ＊ ( 0.3% / 3% ) ＝ 1,122kW 

となる。 

 

 

太陽光発電出力の変動量（kW）＋需要の変動量（kW） 

≦ 軽負荷時に通常運転しているディーゼル発電機の許容出力変動量（kW）
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の関係が成り立てばよいので、太陽光発電出力の許容変動量は、 

太陽光発電出力の許容変動量≦1,122kW － 242kW ＝ 880kW 

と算出できる。ここで太陽光発電出力の変動範囲は過去の実証例から定格容量の 10～90%の

範囲内と想定すると、既存系統における連系 PV システム導入可能量は約 1.1MW と算出でき

る。この結果から、既に導入されている欧州連合（EU：European Union）の連邦政府庁舎 100kW

および台湾のパラオ国立病院 153kW を考慮しても、本計画にて導入予定である連系 PV シス

テム 180kW は可能であることが確認できた。 

 

ステップ１および２の検討結果より、本計画にて導入予定である 180kW は特に問題なく既

存系統へ連系可能と判断できる。 

表 3.2.2-8 軽・重負荷時のディーゼル発電機の稼働状況 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
出所：PPUC からの入手資料より調査団にて作成 
 
本検討は電力品質として厳しい日本の周波数偏差目標値に基づくものであり、その目標値

を変更することで連系 PV システム導入可能量は変化することから、許容周波数変動率をパ

ラメータに感度分析を実施した。パラメータには次の値を用いている。 

① 60±0.2Hz（±0.3%）： 日本の周波数偏差目標値 

② 60±0.3Hz（±0.5%）： 中間値 

③ 60±0.6Hz（±1.0%）： 東南アジアで比較的高度な電力インフラが整備されているタ

イ、マレーシアの周波数偏差目標値 

 

 

 

 

 

 

 

Off peak Peak

Pielstick-2  Operation  Operation 3.270 3.000

Pielstick-3  Operation  Operation 3.270 1.500

Pielstick-4  Operation  Operation 3.270 2.000

Pielstick-5  Operation  Operation 3.270 2.000

－ － 13.080 8.500

Wartsila-1  －  Operation 2.000 0.500

Wartsila-2  －  － 2.000 0.000

Wartsila-3  －  － 2.000 0.000

Mitsubishi-12 － － 3.400 0.000

Mitsubishi-13 Operation Operation 3.400 2.720

Caterpillar-1 － － 2.000 0.000

Caterpillar-2 － Operation 2.000 1.500

Alco-9 Alco － Operation 1.200 0.500

－ － 18.000 5.220

－ － 31.080 13.720
Sub-Total

Total

Operation　(As of Jul 1st, 2009)

Malakal

 SACM-Wartsila

Mitsubishi

Caterpillar

Available
Output, MW

Aimeliik
 Crossley-
Pielstick

Sub-Total

Power
Station Unit Manufacturer

Rated Output,
MW
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出所：調査団にて作成 

図 3.2.2-6 許容周波数変動率と太陽光発電導入可能量の関係 

 

(10) 既存施設・建築物の補強に関する法制度・規制について 

「パ」国では建設にかかる構造、消防などに関する独自の法規制は無く、一般的には米国

の基準を準用している例が多いが、日本の関連規制・基準の適用についても承認されている。

過去にも我が国の無償資金協力による「KB 橋」の橋梁設計、「珊瑚礁保全研究センター」の

建築設計、「国際空港ターミナルビル」の建築設計などは日本の基準で設計されており、それ

ぞれ「パ」国の承認を得ている。これらのことより、今回の工作物においても日本の規制・

基準を基本としつつ、「パ」国側と協議の上必要最小限でかつ維持管理の容易な方策をとるこ

ととする。 

 

3-2-2-2 全体計画 

本計画の施設、資機材の規模、仕様は、下記条件にて計画することとする。 

 

(1) 気象条件及びサイト条件 

表 3.2.2-9 気象条件及びサイト条件 

(a) 海  抜 52.3m 
(b) 周囲温度 （最大） 32.0˚C 
(c) 周囲温度 （最低） 22.0 ˚C 
(d) 相対湿度 最大 90 % 
(e) 月間最多降雨量 313 mm  
(f) 最大瞬間風速 125 mile/h 

出所：Supplemental Aviation Weather Reporting Station (SAWRS) 
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(2) 電気方式の条件 

① 配電電圧： （中圧）3 相 4 線式 13.8 kV（最大 14.52 kV） 

 （低圧）3 相 4 線式 208-120 V 

② 周 波 数： 60 Hz 

③ 最大短絡容量： 13.8 kV 系統  12.5 kA 

④ 接 地 系： 13.8 kV 系統 中性点多重接地式 

⑤ 接地抵抗： 10 Ω以下 

⑥ 色 別： IEC 規格（赤、黄、青、黒） 

 

(3) 施設計画の条件 

本計画により据付される太陽光発電モジュールは、パラオ国際空港駐車場の日よけを兼ね

た設計とするので、駐車するのに十分な建築限界と、自然条件から得られる最大限の発電電

力量を確保できるパネルの配置を考慮して、必要最小限の支持架台を計画する。また、太陽

光発電モジュールとパワーコンディショナー間の配線による電圧降下と地中ケーブル埋設工

事の作業性を考慮し、既存電気室までの距離を最短とする配置計画を行う。当該施設は主に

夜間の利用が多く、今回の架台設置により、駐車スペースでの見通しが妨げられることが予

測されるので、支持架台梁下端に照明設備の設置も考慮する。 

 

3-2-2-3 基本計画の概要 

(1) 基本計画 

前述（3-2-1 参照）の基本設計方針を踏まえた、本計画の基本計画の概要は、表 3.2.2-10 に

示すとおりである。 

表 3.2.2-10 基本計画の概要 

資 
機 
材 
調 
達 
と 
据 
付 
工 
事 
計 
画 

下記太陽光発電資機材の調達及び据付 数量 

太陽光発電モジュール 1 式 

太陽光発電モジュール用設置架台 1 式 

パワーコンディショナー 2 台 

連系用変圧器 1 台 

表示装置 1 式 

資 
機 
材 
調 
達 
計 
画 

太陽光発電設備用交換部品、保守道工具及

び試験器具 
1 式 
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(2) 機材調達数量 

本計画にて調達される主要機材の数量は、表 3.2.2-11 に示す通りである。 

表 3.2.2-11 主要機材の数量 

資 
機 
材 
調 
達 
と 
据 
付 
工 
事 
計 
画 

下記太陽光発電資機材の調達及び据付 数量 
太陽光発電モジュール 合計定格出力 180kW 相当 

（工事補給数量として上記

3%分を別途調達） 
太陽光発電モジュール用設置架台 1 式 
接続箱 20 個 
集電箱 4 個 
パワーコンディショナー 2 台 
連系用変圧器 1 台 
表示装置 1 式 
計装装置 1 式 
配線材料、接地工事材料他 1 式 

資 
機 
材 
調 
達 
計 
画 

太陽光発電設備用交換部品、保守用道

工具及び試験器具 
1 式 

工事補給数量に関しては、海上・内陸輸送、施工時に際して生じる破損等を考慮して、設

計数量に補給率を乗じた数量とする。補給率については、海外施工時の類似工事における経

験などを考慮し決定している。太陽光発電においては、パネル１枚に不慮の故障が発生した

場合に、故障したパネルに直列に接続されたストリング全体で発電することが出来ない状況

になり、性能を保証することが困難になる。本計画は我が国の環境プログラム無償資金協力

により実施されることから、短期間で据付工事を行うこと、及び機材据付後の性能を保証す

るため、本プロジェクトにおいては、設計数量枚数の 3%(補給数量)を乗じた数量を調達数量

とする。 

 

(3) 機材概略仕様 

本計画で日本側が調達・据付する太陽光発電・配電設備については、「パ」国側の既存の標

準を可能な限り適用する。これにより計画完了後に設備の運転操作及び維持管理の容易性と

安全性に留意すると共に、それら設備・機材の据付期間の短縮を図るため、仕様品目の限定

及び標準設計モデルを採用する。 

なお、本計画では、駐車場屋根型の鉄骨架台を建設し、主要機器である太陽光発電モジュ

ールを据付ける計画であるが、重量・設置面積等の建築限界、また、将来的なメンテナンス

やモジュール本体の交換作業を極力減少させることを考慮し、長期的な耐久性・信頼性が高

く期待される高効率・長寿命型である、結晶系シリコンの太陽光発電モジュールとして調達・

据付を行うこととする。 
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表 3.2.2-12 太陽光発電モジュールの仕様 

機器名 仕様項目 要求仕様 
1. 太陽光発電モジ

ュール 
(1) 適用規格 IEC 及び同等規格 
(2) 使用環境 塩害地域 
(3) 周囲温度 +40℃以下 
(4) 設置方式 駐車場屋根設置方式 
(5) 種類 結晶系シリコン 
(6) モジュール効率 12%以上 
(7) モジュール容量 210W/枚以上 

 

表 3.2.2-13 太陽光モジュール設置用架台の仕様 

機器名 仕様項目 要求仕様 
2. 太陽光発電モジ

ュール設置用 
架台 

(1) 支持形式 鉄骨架台 
(2) 使用環境 塩害地域 
(3) 材質 SS400 溶融亜鉛めっき仕上げ 
  

 

表 3.2.2-14 接続箱の仕様 

機器名 仕様項目 要求仕様 
3. 接続箱 (1) 構造 屋外壁掛け型 

(2) 使用環境 塩害地域 
(3) 周囲温湿度 +40℃以下、70%以上 
(4) 最大入力電圧 ストリング単位公称開放電圧(VOC )以上 
(5) 入力回路数 サブアレイ単位並列数以上 
(6) 入力電流 1 回路当りモジュール公称短絡電流(ISC )以上 
(7) 出力回路数 1 回路 
(8) 出力電流 サブアレイ公称短絡電流(ISC)以上 
(9) 内蔵機器 ・配線用しゃ断器：回路数 

・逆流防止ダイオード：ストリング毎 
・誘導雷保護器：全入出力回路、線間、アース間

 

表 3.2.2-15 集電箱の仕様 

機器名 仕様項目 要求仕様 
4. 集電箱 
 
※接続箱が１つ、ま
たはパワーコンデ
ィショナー入力回
路数が接続箱数量
以上確保できる場
合は省略可能 

 
 

(1) 構造 屋外壁掛け型 
(2) 使用環境 塩害地域 
(3) 周囲温湿度 +40℃以下、70%以上 
(4) 最大入力電圧 ストリング単位公称開放電圧(VOC)以上 
(5) 入力回路数 集約される接続箱数以上 
(6) 入力電流 接続箱出力電流以上 
(7) 出力回路数 1 回路 
(8) 出力電流 サブアレイ公称短絡電流×入力回路数以上 
(9) 内蔵機器 ・配線用しゃ断器：回路数 

・誘導雷保護器：全入出力回路、線間、アース間
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表 3.2.2-16 パワーコンディショナーの仕様 

機器名 仕様項目 要求仕様 
5. パワーコンディ

ショナー 
(1) 構造 屋内 垂直自立型 
(2) 周囲温湿度 +40℃以下、70%以上 
(3) 主回路方式 自励式電圧型 
(4) ｽｲｯﾁﾝｸﾞ方式 高周波 PWM 
(5) 絶縁方式 商用周波絶縁トランス方式 
(6) 冷却方式 強制空冷 
(7) 定格入力電圧 ストリング最大出力電圧(Vpmax)付近 
(8) 入力動作電圧範囲 ストリング最大出力電圧(Vpmax)と公称開放電

圧(Voc)が範囲内に入ること。 
(9) 入力回路数 集電箱数以上 
(10) 出力電気方式 三相三線式 
(11) 定格出力 100kW 
(12) 定格入力電圧 DC300V 
(13) 定格出力電圧 AC202V 
(14) 定格周波数 60Hz 
(15) 交流出力電流 

ひずみ率 
総合電流 5%以下、各次調波 3%以下 
 

(16) 電力制御方式 最大出力追従制御 
(17) 定格電力変換効率 90%以上 
(18) 制御機能 ・自動起動・停止、ソフトスタート 

・自動電圧調整 
・入力電流制限、出力電流制限 
・出力制御機能（外部出力信号による出力制御） 

(19) 系統連系保護機能 ・系統過電圧(OVR) 
・系統不足電圧(UVR) 
・系統周波数上昇(OFR) 
・系統周波数低下(UFR) 
すべて整定値、時限可変とする。復電後の投入
阻止時間設定あり。 

(20) 単独運転検出機能 能動型、受動型併用。不使用設定可能。 

(21) 外部通信 ・信号内容（状態情報、故障情報、計測情報） 
・入出力仕様（RS 485） 

 

表 3.2.2-17 変圧器の仕様 

機器名 仕様項目 要求仕様 
6. 連系用変圧器 (1) 構造 屋内 垂直自立型 

(2) 定格出力 200 kVA 以上 
(3) 一次電圧 3φ4W AC208V 
(4) 二次電圧 3φ3W AC200V 
(5) 周波数 60Hz 
(6) 絶縁階級 B 種 
(7) 結線方式 Y-△(Yd1) 
(8) タップ切換 一次側 3 タップ、二次側 3 タップ 

 

表 3.2.2-18 計装装置の仕様 

機器名 仕様項目 要求仕様 
7. 計装装置 
 

(1) 日射計 
1) 適用規格 
2) 感度 
 

(2) 気温計 
1) 種類 

 
ISO9060 Second class 相当 
6～8 mV/（W･m2）  
 
 
測温抵抗体 Pt100Ω 4 線式 
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機器名 仕様項目 要求仕様 
2) 形状 
3) 使用温度範囲 
 

(3) 気象変換箱  
1) 構造 
2) 材質 
3) 入力信号 
4) 出力信号 
5) 電源 
6) 収納機器 
 

(4) 計測監視装置（サイト側）
1) データ計測方式 
・測定周期 
・データ収集項目 

2) 使用機器 
 
 
 

3) ソフト仕様（サーバー側）
 
 

4) 表示装置 
 
 
(5) 遠隔監視システム 

1) 仕様 
・サイト側データ管理 
 
・データ閲覧 
・データダウンロード 

 
2) データ閲覧権限 

簡易シェルター付 
-40℃～＋60℃  
 
 
屋外壁掛型 
SPHC 鋼板 
日射計（0-10mV）、気温計（Pt100Ω） 
4-20mA×2 
AC120V  
日射計用信号変換器、気温計用信号変換器 
配線用遮断器、誘導雷保護器 
 
 
6 秒 
傾斜面日射強度、気温、発電電力 
計測監視装置 
シリアル信号変換器（RS485→RS232C 変換） 
無停電電源装置（瞬停対策用） 
計測監視装置箱 
瞬時値表示、グラフ・帳票表示 
パワーコンディショナー運転状態、障害情報表示
パワーコンディショナー保護装置設定情報保存 
屋内壁掛け型(60 インチ以上) 
3 点表示（発電電量、積算電力量、CO2排出 
削減量） 
 
 
サイト側データをサーバへ送信、専用サーバでデ
ータ蓄積 
インターネットを利用し、Web ブラウザにて表示
帳票データのダウンロードと帳票・グラフの表示
と印刷 
登録ユーザー、パスワード管理 

 

表 3.2.2-19 電線材料の仕様 

機器名 仕様項目 要求仕様 
8. 配線材料 
モジュール～接続箱間 
 
 
 
 
 
 
 
 
接続箱～集電箱間 
 
 
 
集電箱～パワーコンディショ
ナー間 
 
 

  
(1) 適用規格 
(2) 型式 
 
 
 
(3) サイズ 
 
 
 
(1) 適用規格 
(2) 型式 
(3) サイズ 
 
(1) 適用規格 
(2) 型式 
(3) サイズ 
 

  
JIS、JEC、JEM、NEC 及び同等規格 
① HEM－CE ｹｰﾌﾞﾙ片端 （+）ｺﾈｸﾀ付き 
② HEM－CE ｹｰﾌﾞﾙ片端 （-）ｺﾈｸﾀ付き 
③ HEM－CE ｹｰﾌﾞﾙ両端 （+）（-）ｺﾈｸﾀ付き
 
① 3.5sq-1C  
② 3.5sq-1C  
③ 3.5sq-1C  
 
JIS、JEC、JEM、NEC 及び同等規格 
600V CVD 
14mm2 
 
JIS、JEC、JEM、NEC 及び同等規格 
600V CV-1C 
150mm2 
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機器名 仕様項目 要求仕様 
パワーコンディショナー～ 
変圧器間 
 
 
変圧器～既設分電盤 
 
 
 
 
 
パワーコンディショナー～ 
気象変換箱間、 
パワーコンディショナー～ 
表示装置間 
 
 
接地工事材料 
 
 
 

(1) 適用規格 
(2) 型式 
(3) サイズ 
  
(1) 適用規格 
(2) 型式 
(3) サイズ 
(4) その他 
 
 
(1) 適用規格 
(2) 型式 
(3) サイズ 
(4) 通信ケーブル 
 
 
(1) 適用規格 
(2) 型式 
(3) サイズ 
(4) その他 

JIS、JEC、JEM、NEC 及び同等規格 
600V CV-1C 
150mm2 
 
JIS、JEC、JEM、NEC 及び同等規格 
600V CV-1C  
400mm2 
ターミナルラグ×4、 
ボルト、ナット、終端端末材料 
 
JIS、JEC、JEM、NEC 及び同等規格 
600V CV 
3.5 mm2並びに 2mm2 
KPEV-S 2P×2 mm2 
 
 
JIS、JEC、JEM、NEC 及び同等規格 
600V IV  
3.5mm2 
接地棒、接地端子、コネクタ 

 

表 3.2.2-20 地中配電線用管路等の概要 

機器名 仕様項目 要求仕様 
1. 埋設防護管 (1) 規格 JIS、JEC、JEM、NEC 及び同等規格 

(2) 型式 波付硬質合成樹脂管 
(3) その他 埋設表示テープ、埋設標示 

2. ハンドホール (1) 型式 
(2) サイズ 
(3) 蓋 

現場打ち鉄筋コンクリート（FC21）製 
900×900×1200、900×900×1500（2 種類） 
鋳鉄製（φ600） 

 

(4) 太陽光発電システムの架台設置方式 

駐車場屋根設置方式とする。ただし、駐車場屋根材は取り付けずに、鉄骨支持架台梁に直

接システム架台を取り付ける方式とする。機材設備のメンテナンスは、下部から行う方法と

し上部面には特段メンテナンススペースは設けない。 

 

(5) 支持架台の計画 

施工工期および、旅客サービス施設付属の駐車場での工事であることを念頭に、主架構は

鉄骨とする。支持架台の高さ及び片持ち梁の持ち出し長さは、小型普通乗用車が駐車可能な

建築限界を考慮し、かつ太陽光パネルの配列ならびに駐車エリアの日陰を考慮した最小長さ

とする。鉄骨部材は全て溶融亜鉛めっきを施し塩害対応とする。基礎構造は、空港建設時の

地質調査報告書資料より、設計 GL-1.0m付近における地盤支持力を 50kN/m2と仮定し独立基

礎として設計する。 

設計荷重は、固定荷重としてＰＶパネル重量を架台も含めて屋根面全体に 500N/m2 として

考慮する。風荷重は、「パ」国側より推奨された 125mile/h を最大瞬間風速として考慮する。

地震荷重は UBC で設定しているゾーン 3A を考慮する。 
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3-2-3 基本設計図 

本計画の基本設計図は、以下のとおりである。 

分類 図面番号 図面名称 

連系 PV システム図 P-S-01 連系 PV システム構成図 (パラオ国際空港) 

連系 PV システム単線図 P-E-01 連系 PV システム単線図 (パラオ国際空港) 

PV パネル配置図 P-L-01 連系 PV パネル配置図 (パラオ国際空港) 

PV 機器配置図 P-EQ-01 連系 PV システム機器配置図 (パラオ国際空港) 

ケーブルルート図 P-C-01 ケーブルルート計画図 (パラオ国際空港) 

建築図 

P-A-01 支持架台位置図 

P-A-02 支持架台  平面図、立面図 

P-A-03 支持架台 基礎、梁伏図、断面リスト 

P-A-04 埋設ケーブル断面図 

P-A-05 ハンドホール断面図 
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3-2-4 施工計画／調達計画 

3-2-4-1 調達代理機関による機材調達監理方針 

本計画は、我が国の環境プログラム無償資金協力のスキームに基づき実施される。これによ

り、本計画は日本政府により事業実施の承認がなされ、両国政府による交換公文(E/N)並びに贈

与契約（G/A）が取り交わされた後に実施に移る。調達代理機関は日本政府により、「パ」国側

へ推薦され、公共施設・産業・商業省（Ministry of Public Infrastructure, Industries and Commerce: 

MPIIC）が受任者として本体契約（入札、資機材調達）が適正且つ円滑に履行されるように本

計画の本体業務を管理する。 

 

(1) 実施体制 

本計画の無償資金協力に係る交換公文・贈与契約（以下 E/N・G/A）締結後、「パ」国政府

は、施工監理コンサルタント及び調達業者の選定・契約を調達代理機関に委託する。また、

施工監理コンサルタント及び調達業者は、調達代理機関と契約を締結し、それぞれの業務を

実施する。 

 

(2) 主管官庁 

本計画の主管官庁は、公共施設・産業・商業省（Ministry of Public Infrastructure, Industries and 

Commerce: MPIIC）である。 

 

(3) 実施機関 

本計画の実施機関は、パラオ電力公社（Palau Public Utilities Corporation: PPUC）である。本

計画は環境プログラム無償案件として、「パ」国政府側の主管官庁である MPIIC と日本の調

達代理機関が締結する調達代理契約に基づいて実施される。 

上記の他に、本計画に係る「パ」国の主な関係機関は以下の通りであり、実施段階では各

機関との十分な情報共有、調整が必要である。各機関との調整に当たっては、環境対応・調

整室が窓口として対応することが確認されている。 

・ 環境対応・調整室（Office of Environmental Response and Coordination） 

・ パラオエネルギー局（Palau Energy Office） 

・ 大統領事務所（Office of the President） 

・ 国務省（Ministry of State） 

 

なお、「パ」国では道路・橋梁・電力他のセクターで我が国の一般無償資金協力案件を多数

実施しているが、調達代理方式による入札・契約関連業務についての経験はないことから、

主管官庁である MPIIC 並びに環境対応・調整室と必要な情報を共有することで、より円滑な

事業実施が望める。また、「パ」国政府側の主な関係省庁と日本政府は、各々の代表からなる

政府間協議会を設置し、国レベルで確認を要する事項の協議を実施する。 
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以下に本計画の実施体制を示す。 

パラオ共和国政府

日本国政府

JICA本部
在パラオ

日本国大使館

JICAパラオ支所

調達代理機関

E/N

実施促進

本邦コンサルタント
（詳細設計/調達・施工監理/

ソフトコンポーネント）

コンサルタント契約
（詳細設計/調達・施工監理/

ソフトコンポーネント）

（コンサルテイティブ）
コミッティ

環境対応・調整室

パラオ電力公社
(PPUC)

公共施設・産業・
商業省 (MPIIC)

調達業者

調達契約

監理

G/A

調達

大統領事務所

国務省

パラオエネルギー局

 

図 3.2.4-1 実施体制 

 

(4) 調達代理機関 

1) 実施内容 

機材調達に係る入札図書は、調達代理機関が作成し、本プロジェクトのそれぞれの入札管

理業務手続及び調達業務が開始される。調達代理機関は、日本政府により「パ」国側に推薦

され、実施責任機関の受任者として本体契約のコンポーネントが適正、且つ、円滑に実施さ

れるように総合的な監理を実施・履行する。 

入札業務管理として、代理機関契約、銀行手続き及び入札図書のうち業者契約に係る書類

の作成、並びに、入札図書配布と入札・評価及び調達業者契約業務などを行う。 

また、工事管理業務は、本邦調達代理機関から派遣された統括者が、支払い業務を含めた

資金管理や、残預金が発生した場合の使途計画を含め、実施内容の確認、両国政府への進捗

報告、「パ」国側との協議・調整・報告を随時実施する。 
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2) 実施体制 

・ 入札業務管理期間 

入札に係る図書の取りまとめ、機材仕様書の確認及び入札業者・企業の評価を実施するが、

「パ」国の機材調達における手続き・規制を考慮する必要があるため、補助要員として現

地人を雇用する。また、入札図書の内容に係る技術的な質疑応答や、入札業者の技術プロ

ポーザル部分を適性に評価する必要があることから、本邦コンサルタントが技術部分の補

助を行う。 

・ 工事管理期間 

調達代理機関は、施工期間中の統括的な管理を行うが、本邦コンサルタント主導による施

工監理の下、調達代理機関の管理は要所の確認のみ実施する。 

 

(5) 施工監理・調達監理コンサルタント 

技術コンサルタントとして、調達代理機関が選定したコンサルタントが、施工監理・調達

監理コンサルタントとして工事の施工監理及び調達監理を実施する。このコンサルタントが、

施設建設の施工品質・工程・安全等の監理及び調達機材における品質・機能・性能・員数の

確認、輸送中における外観上の損傷等の確認を行う。なお、確認事項に異常が認められた場

合、速やかに報告書を作成し、関係者にて対処協議を行うこととする。また、施工監理を担

当するコンサルタントは施設施工業者の出来高を評価する。 

 

(6) 施設施工業者・機材調達業者 

入札により調達代理機関に選定された同上業者は、調達代理機関との契約書に基づき内容

を良く把握し、これを遅延無く確実に履行しなければならい。 

 

3-2-4-2 施工上／調達上の留意事項 

(1) 「パ」国の建設事情と技術移転 

「パ」国では、日本を含む外国資本の現地総合建設業者や電気工事会社があり、運搬用車

両、建設工事機材等の現地調達並びに、本計画の配電用機器据付、及び地中ケーブル工事は、

機材調達監理担当

《統括管理者》 

統括補佐  
 

会 計 事務員 

調達代理機関監理体制 

コンサルタント
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現地業者への発注が可能である。但し、本計画が短工期で品質の高い出来形が求められる、

我が国の環境プログラム無償資金協力案件であること、並びに現地施工業者により設置され

た類似の連系 PV システムの工事品質を考慮すると、工程管理、品質管理及び安全管理のた

めには、日本又は海外からの技術者の現地派遣が必須である。 

一方、「パ」国において連系 PV システムの据付工事件数は少なく、かつ機材据付時並びに

据付け後の調整・試験等には、技術レベルの高い技術者を必要とすることから、労務者以外

の現地業者の活用は困難である。そのため、本計画の据付工事に当たって、日本の請負業者

は現地業者から労働者、据付工事機材等の調達を行い、日本又は海外から技術者を派遣する

ことが望ましい。また、当該据付期間に同技術者によって、｢パ｣国技術者に OJT を実施し技

術移転を図るものとする。 

 

(2) 現地資機材の活用について 

「パ」国では、太陽光発電モジュールを設置する架台の基礎工事に使用する骨材、セメン

ト、鉄筋等は、品質・納期に対する管理並びに指導が必要であるが、現地調達が可能である。

このため、施工計画の策定に当たっては、可能な限り、現地で調達可能な資機材を採用する

こととする。 

 

(3) 安全対策について 

本計画対象地域は、治安上の問題が少ない地域であるが、資機材の盗難防止及び工事関係

者の安全確保等には十分留意する必要がある。このため、「パ」国側による安全対策上必要な

措置を講じることは必須であるが、日本側工事としても、警備員を配置する等の安全対策を

考慮する。 

 

(4) 免税措置について 

本計画で調達する資機材に関する通関及び関税の免税を受けるためには、事前に請負業者

から環境対応・調整室（Office of Environmental Response and Coordination）経由で財務省

（Ministry of Finance）に連絡することが必要である。これにより、関税（3%）、内国税（4%）

が免税となるが、これは事前還付方式ではなく、「パ」国実施機関による税負担が発生しない

完全免税方式となることが確認された。 

 

(5) 輸送について 

通常、「パ」国への海上輸送資機材については、唯一の国際港であるマラカル港（バース 2

面）から荷揚げ、同港にて通関手続きを行う。港湾荷役は民間会社である Belau Transfer & 

Terminal Company により行われている。輸送会社エージェントは 2 社あり、Kyowa Shipping 

Co.,ltd（日本）のエージェントである Western Pacific Company と Matson Navigation Co.,Inc.（米

国）のエージェントである Palau Shipping Company の 2 社である。コンテナ取扱量は、月に

200 コンテナ＋車両 100 台程度であるが、ピーク時 400 コンテナ程度の取扱実績あり。主な荷

役機材は、移動式クレーン（35 トン 90 フィートブーム）1 台、リフター（45 トン、32 トン）

各 1 台、フォークリフト（5 トン、3 トン）計 3 台である。 
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日本国からの調達機材の輸送には、長期間の海上輸送、港の荷揚げ、本計画地までの内陸

輸送並びに保管に充分耐え得る梱包方法を採用する。 

 

3-2-4-3 施工区分／調達・据付区分 

本環境プログラム無償資金協力の実施において、我が国と「パ」国側の詳細な施工負担区分

は、表 3.2.4-1 に示すとおりである。 

表 3.2.4-1 日本側と「パ」国側の施工区分 

No. 項目 日本 「パ」国 備考 
1 機材据付予定地の確保  ●  
2 機材据付予定地の整地工事・障害物撤去移設工事  ●  
3 塀・門扉の設置工事  ●  
4 駐車場工事  ●  
5 道路工事    

(1) サイト内 ●   
(2) サイト外（アクセス道路）  ●  

6 施設建設工事並びに機材据付 
●  

施設建設工事に伴う仮設

工事含む 
7 電気工事及び給・排水衛生工事    

(1) 電気工事    
a) 電気引き込み工事 

 ● 
電力量積算計器までの引

き込み（1 次側） 
b) 建屋内配電工事（照明設備、コンセント等） ●  （2 次側） 
c) 受電盤設置 ●   

(2) 給水工事    
a) 市水（水道）工事  ● 計画地点までの引き込み 
b) 建屋内配管工事・受水槽設置工事 ●   

(3) 排水工事    
a) 下水本管工事（汚水・雨水）  ●  
b) 建屋内配管・ピット工事 ●   

(4) ガス供給工事    
a) ガス本管工事（サイトまで）  ●  
b) 建屋内配管・ピット工事 ●   

(5) 電話・通信工事    
a) 幹線工事（サイトまで）  ●  
b) 建屋内配線・ピット工事 ●   

(6) 家具（机・椅子）その他備品の調達・設置    
a) 一般家具  ●  
b) プロジェクト用機器 ●   

8 B/A に基づく銀行口座の開設手数料  ●  
9 輸送・通関手続き及び諸税の取扱い    

(1) 調達機材に関係する製品の非援助国（「パ」国）ま

での海上輸送（空輸）の責任 
●  

 

(2) 「パ」国積み下し港における税負担と通関手続き  ●  
(3) 「パ」国積み下ろし港から、国内のサイトまでの

調達機材等の輸送 
● ● 

 

(4) 建設資機材調達に係る「パ」国内付加価値税の免

税措置/税負担 
 ● 

 

10 施設及び調達機材の運営維持管理に関する OJT ●  
「パ」国側は OJT を受講す

る要員を選任する 
11 施設及び調達機材の運営維持管理  ●  
12 無償援助に含まれないその他の費用  ●  

注記: B/A: Banking Arrangement  
●：当該項目の責任分担を示す。 
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3-2-4-4 施工監理計画／調達監理計画 

我が国の環境プログラム無償資金協力のスキームに基づき、コンサルタントは概略設計の趣

旨を踏まえ、実施設計業務・施工監理業務について一貫したプロジェクトチームを編成し、円

滑な業務実施を図る。コンサルタントは施工監理段階において、本計画対象サイトに最低限 1

人の技術者を常駐させ、工程管理、品質管理、出来形管理及び安全管理を実施する。更に、必

要に応じて、国内で製作される資機材の工場検査及び出荷前検査に国内の専門家が立会い、資

機材の現地搬入後のトラブル発生を未然に防ぐように監理を行う。 

 

(1) 施工監理の基本方針 

コンサルタントは、本工事が所定の工期内に完成するよう工事の進捗を監理し、契約書に

示された品質、出来形及び資機材の納期を確保すると共に、現場での工事が安全に実施され

るように、請負業者を監理・指導することを基本方針とする。 

以下に主要な施工監理上の留意点を示す。 

 

(2) 工程管理 

請負業者が契約書に示された納期を守るために、契約時に計画した実施工程、及びその実

際の進捗状況との比較を各月または各週に行い、工程遅延が予測されるときは、請負業者に

対し注意を促すと共に、その対策案の提出と実施を求め、契約工期内に工事及び資機材の納

入が完了する様に指導を行う。計画工程と進捗状況の比較は主として以下の項目による。 

① 工事出来高確認（資機材工場製作出来高及び土木工事現場出来高） 

② 資機材搬入実績確認（太陽光発電設備、配電資機材及び土木工事資機材） 

③ 仮設工事及び建設機械準備状況の確認 

④ 技術者、技能工、労務者等の歩掛と実数の確認 

 

(3) 品質、出来形管理 

製作・納入・据付けられた資機材及び建設された施設が、契約図書で要求されている資機

材及び施設の品質、出来形を満足しているか否かを、下記項目に基づき監理を実施する。品

質、出来形の確保が危ぶまれるときは、コンサルタントは直ちに請負業者に訂正、変更、修

正を求める。 

① 資機材の製作図及び仕様書の照査 

② 資機材の工場検査立会いまたは工場検査結果の照査 

③ 梱包・輸送及び現地仮置き方法の照査 

④ 資機材の施工図、据付要領書の照査 

⑤ 資機材の試運転・調整・試験・検査要領書の照査 

⑥ 資機材の現場据付工事の監理と試運転・調整・試験・検査の立会い 

⑦ 機材据付施工図・製作図と現場出来形の照査 

 



3-39 

(4) 安全監理 

コンサルタントは請負業者の責任者と協議、協力し、建設期間中の現場での労働災害及び、

第三者に対する事故を未然に防止するための安全監理を行う。請負業者が実施する現場での

安全管理に関する留意点は以下のとおりである。 

① 安全管理規定の制定と管理者の選任 

② 建設機械類の定期点検の実施による災害の防止 

③ 工事用車両、建設機械等の運行ルートの策定と徐行運転の徹底 

④ 労務者に対する福利厚生対策と休日取得の励行 

 

(5) 施工監督者 

請負業者は太陽光発電モジュールの架台建設工事、並びに太陽光発電関連資機材を調達・

据付すると共に、配電・通信用ケーブルの据付工事を実施する。同左工事を実施するために、

請負業者は「パ」国現地業者を下請契約により雇用することになる。従って、請負契約に定

められた工事工程、品質、出来形の確保及び安全対策について、請負業者は下請業者にもそ

の内容を徹底させる必要があるため、請負業者は海外での類似業務の経験を持つ技術者を現

地に派遣し、現地業者の指導・助言を行うものとする。 

 

3-2-4-5 品質管理計画 

コンサルタントの施工監理要員は、本計画で調達される資機材の品質並びにそれらの施工／

据付出来形が、契約図書（技術仕様書、実施設計図等）に示された品質・出来形に、請負業者

によって確保されているかどうかを、下記の項目に基づき監理・照査を実施する。品質／出来

形の確保が危ぶまれる時は、請負業者に訂正、変更、修正を求める。 

① 資機材の製作図及び仕様書の照査 

② 資機材の工場検査立会いまたは工場検査結果報告書の照査 

③ 梱包・輸送及び現地仮置き方法の照査 

④ 資機材の施工図及び据付要領書の照査 

⑤ 資機材に係る工場及び現場における試運転・調整・検査要領書の照査 

⑥ 資機材の現場据付工事の監理と試運転・調整・検査の立会い 

⑦ 施設施工図と現場出来形の照査 

⑧ 竣工図の照査 

 

3-2-4-6 資機材等調達計画 

本計画で調達・据付けられる PV モジュール及びパワーコンディショナーは、「パ」国では製

作していない。台湾の支援により国立病院へ導入された連系 PV システムでは、日本の京セラ

社製 PV モジュール、台湾の Motech 社製インバータが採用され、EU 支援による連邦政府議事

堂ではドイツの Scheufen 社製 PV モジュール、ドイツ Sunny Portal 社製インバータが採用されて

いる。しかしながら、現地にはこれら太陽光発電メーカーの支店及び代理店は存在せず、事故・

修理等の対応や、予備品調達等の必要なアフターサービス体制は整えられていない。更に、台
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湾の支援により導入されたドイツ Sunny Portal 社製インバータは、2008 年 12 月の運転開始から

既に 3 回故障し、故障の原因は明確にされていない状況であり、「パ」国関係者からは品質の高

い機材の調達が要請されている。従って、本計画の太陽光発電資機材の調達先の選定に当たっ

ては、これ等の現地事情を考慮し、「パ」国技術者による当該設備の運転・維持管理の容易性、

予備品調達や故障時対応等のアフターサービス体制の有無に配慮して決定する必要がある。 

なお、本計画完成後に、太陽光発電資機材の運転維持管理を担当する PPUC は、過去の無償

資金協力で供与した日本製の変圧器、開閉器、配電盤等が、大きな事故もなく、現在も安定し

て稼働していることから、日本製機器に対する運転維持管理手法に精通しており、また主要変

電機器の性能の高さ並びに日本メーカーのアフターサービス体制に信頼が置けるとしている。

また、日本の太陽光発電メーカーは、製品品質及び信頼性の点で他国よりも優位であることを

認識しており、我が国の無償資金協力案件である本計画の太陽光発電資機材についても、日本

製とすることを望んでいる。 

上記から、本計画で使用する資機材の調達先は下記のとおりとする。 

 

(1) 現地調達資機材 

セメント、砂、コンクリート用骨材、鉄筋、木材、ガソリン、ディーゼル油、工事用車両、

クレーン、トレーラー、その他仮設用資機材を含む工事用資機材 

 

(2) 日本国調達資機材 

太陽光発電モジュール、パワーコンディショナー、連系用変圧器 

 

3-2-4-7 初期操作指導・運用指導等計画 

工事完了前に、本計画で調達された機材の初期操作指導並びに運転維持管理方法に関する指

導を実施する。同指導は、製造業者もしくは工事業者の指導員が運転維持管理マニュアルにし

たがって、現場の OJT で行うことを基本とする。 

本指導計画を円滑に進めるために、実施機関である PPUC は、日本のコンサルタント及び請

負業者と密接な連絡及び協議を行い、OJT に参加する専任技術者を任命する必要がある。選任

された技術者は、計画に参加できなかった他の職員に対して、技術を水平展開し、PPUC の維

持管理能力の向上に協力する必要がある。 

 

3-2-4-8 ソフトコンポーネント計画 

(1) 背景 

「パ」国では、現在電力供給のほぼ全てをディーゼル発電に依存していること、また環境

配慮、不安定な原油価格や輸送費への懸念もあり、エネルギー・電力セクターにおける化石

燃料の依存からの脱却を緊急の課題と考えており、太陽光発電を始めとする、再生可能エネ

ルギーの開発を政策の重点項目と位置づけている。現在 2009 年 6 月に大統領事務所の直轄組

織となったエネルギー局が中心となり、「Palau National Energy Policy」を策定中であり、その

第一次ドラフトによれば、再生可能エネルギーの中でも太陽光発電と風力発電のポテンシャ

ルが有望とされており、太陽光発電の中でもバッテリーを必要としない連系 PV システムに
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普及拡大が望まれている。 

連系 PV システムを導入する本環境プログラム型無償資金協力計画における主管官庁は、

本計画の対象サイトであるパラオ国際空港が、公共施設・産業・商業省（Ministry of Public 

Infrastructure, Industries and Commerce: MPIIC）の航空局により所管されていることから、MPIIC

となる。また、実施期間は、本計画にて導入する PV システムを既存の電力系統に連系する

ため、パラオ電力公社（Palau Public Utilities Corporation: PPUC）が導入する連系 PV システム

を所有し、通常の電力設備と同じ位置付けで維持管理を担当する。さらに、「パ」国において

電力・エネルギー政策を管轄している公共事業局エネルギー局も、導入連系 PV システムか

らの取得データを PPUC と共有し、将来的な普及に資するため参加する。 

電力事業に関しては、PPUC が一貫して行っており、現在のところ民営化、株式会社化さ

れていないものの、政府による補助金を受けること無く、政府組織から独立した組織として

電気料金収入により経営している。組織は、総務、経理・財務、営業、系統運用、配電、発

電の 6 つの部門から構成され、総勢は 135 名（2009 年 7 月現在）と比較的小さな組織である。

職員の担当する職務内容、責務、要求される能力等が明文化され、職位ごとに職務規定が定

められるなど、管理体制は整っているが、電力供給設備の運転維持管理を行う上では十分な

知識・技術を有している者が少なく、また再生可能エネルギーや省エネルギーの担当者は不

在である。そのため、本計画実施に当たっては、連系 PV システムの維持管理体制を PPUC

が主体となり、MPIIC 航空局及びエネルギー局と協力し、PPUC 内部に確立する必要がある。 

また、PV システムの導入事例に関しては、既に「独立型 PV システム」および「連系 PV

システム」とも導入されており、PV システムに係る技術取得の素地はあると考えられるが、

両システムとも継続して運転ができていない側面が散見されており、現地ではより充実した

技術移転を望む声が高まっている。特に「独立型 PV システム」に至っては、1980 年代から

未電化地域で家庭用を中心として小規模な独立型 PV システムが多数導入されたが、運営維

持管理の問題により現状では大半が使われていない。このような状況下、MPIIC や PPUC が

日常の業務を通じて PV システムに関する適正な技術を習得することは困難であることから、

本計画にて実施機関となる PPUC へ導入設備の維持管理運転に関する適切な技術移転を、太

陽光発電の基礎レベルから太陽光発電設備の維持管理に係る応用レベルまでの広い範囲にて、

また定着度を確認しながら数回に分け適正に実施することにより、本計画にて導入する連系

PV システムの持続的で円滑な維持管理が可能となる。 

 

(2) 目標 

本計画対象機材の運営維持管理について、実施機関である PPUC が設備を所有した形態に

おいて、維持管理マニュアルに基づき、持続的で円滑な運営維持管理が実施できることを目

標とする。 

 

(3) 想定される維持管理体制（案） 

「パ」国においては、既に「独立型 PV システム」および「連系 PV システム」が導入され

ている。本計画対象は「連系 PV システム」であり、EU および台湾の支援により導入された

同システムが、本計画対象設備の運営維持管理の技術支援を検討する上で非常に参考となる。
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以上により、本計画にて導入する連系 PV システムに適した維持管理体制構築のための提言

を行う。 

EU 並びに台湾の維持管理体制を比較する限り、既に「パ」国に馴染んでおり成功している

と考えられる EU の維持管理体制を参考としつつ、本計画において独自の維持管理体制を構

築することが適切と判断する。具体的には、図 3.2.4-2 に示すとおり、土地所有者である公共

施設・産業・商業省、設備所有者である電力公社（PPUC）、PPUC の習得技術知識およびデ

ータの共有者として Energy Office が参加する体制が望ましいと判断する。メンテナンスにつ

いては、設備所有者である PPUC が通常の電力設備と同じ位置付けで維持管理を担当する。

また、公共施設・産業・商業省と PPUC 間では、土地の賃借料等を含み、現在 GEF にて進め

られている「Tariff Review Study」を参考に、連系 PV システムからの発電電力量を取り扱う

電気料金を設定し、MOU を締結することが必要となる。ソフトコンポーネントでは、その電

気料金の設定に向け支援していくとともに、最適な維持管理体制の構築へも提言を行ってい

く予定である。また、トレーニングについても、EU で実施した約 10 日間では不十分との意

見が多く、本計画のソフトコンポーネントについては、より充実した内容にて計画する必要

がある。具体的な内容については、次項に記載する。 

 

 
 

図 3.2.4-2 本計画における維持管理体制（案） 

 

出所：調査団にて作成 
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3-43 

(4) 現状の問題点とその改善案 

表 3.2.4-2 現状の問題点とその改善案 

現状の問題点 改善案 ソフトコンポーネントの可能性 

・連系 PV システムに関する維持管理

体制が明確化されていない。 

 

・PPUC が主体となり、PPUC 内に維持管理体制を

確立する。 

 

・最適な維持管理体制の細分化、具体化へ

の提言を行い、関係各機関各者と協議・検

討を行う。 

・連系 PV システムに関する技術知識

が乏しい。 

 

・連系 PV システムに関し、系統への導入時におけ

る技術検討課題も含んだ技術トレーニングを実施

する。 

・適正な連系 PV システムに関する技術トレー

ニングを実施する。 

 

・連系 PV システムに関する維持管理

概念及びその方法についての知識

が乏しい。 

 
 

・連系 PV システムの維持管理マニュアルが整備す

る。 

 

・モニタリング方法、定期点検方法等モニタリングに

関するトレーニングを実施する。 

・マニュアルの作成および実施指導を支援す

る。 

 

・適正なモニタリングに関する技術トレーニン

グを実施する。 

・連系 PV システムに関するトラブルシ

ューティング対応が困難である。 

 

 

 

・維持管理マニュアルにはトラブルシューティングも

含め策定する。 

 

・マニュアルの実施指導、啓蒙活動を行い、維持管

理が適切に行なわれるようにする。 

・マニュアルの作成および実施指導を支援す

る。 

 

・同 上 

 

・連系 PV システムに適応する電気料

金が未定である。 
・最適な電気料金を設定する。 

 

・最適な電気料金の設定について提言を行

い、関係各機関各者と協議・検討を行う。 

出所：調査団にて作成 

 

(5) 成果 

1) 本計画で整備される連系 PV システムの維持管理マニュアルがトラブルシューティング

を含んで作成される。 

2) 本計画にて整備される連系 PV システムの基礎的な知識が得られ、機材の維持管理が持

続的に行われる。 

3) 必要に応じ、最適な電気料金が設定され、持続的で円滑な維持管理体制が構築される。 

 

(6) 実施内容 

「パ」国では、既に「独立型 PV システム」および「連系 PV システム」とも導入されてい

るが、両システムとも継続して運転ができていない側面が散見されており、その主な原因の

1 つに不十分な技術移転が考えられる。そのため、PV システムに関する技術を身に付けるた

めの素地は整っていると考えられるが、PV システムの基礎知識の定着率が高いとは言いがた

い。これらのことから、本計画においては、太陽光発電の基礎レベルから太陽光発電設備の

維持管理に係る応用レベルまでの広く浅い範囲についてトレーニングを実施する。具体的な

内容は表 3.2.4-3 に示すとおりであり、カテゴリー1～4 に大別できる。実施工程は、1 回で 1

つのカテゴリーを実施し、全 4 回とする。 
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表 3.2.4-3 トレーニング内容 

カテゴリー 具体的実施内容（目的） 

1. O&M 体制の構築 
1.1 O&M 実施者の責任内容の明確化 
1.2 最適な電気料金の提言 
1.3 「パ」国側と相互協力にて O&M マニュアルの作成 

2. 技術トレーニング 

2.1 PV システムの原理と基礎知識 
2.2 連系 PV システムの特徴 
2.3 連系型 PV システ導入時の検討課題 
2.4 据付 
2.5 点検 
2.6 運転 
2.7 メンテナンス 
2.8 トラブルシューティング 

3. Institutional Training 
3.1 電気料金徴収方法 
3.2 O&M マニュアルの適正化 
3.3 O&M 体制の評価 

4. モニタリング 

4.1 モニタリング方法の適正化 
4.2 定期点検 
4.3 評価項目 
4.4 モニタリング結果報告 

出所：調査団にて作成 
 

(7) 実施工程 

実施工程は図 3.2.4-3 のとおりで表 3.2.4-3 に示すカテゴリー毎に実施していく。また、それ

ぞれのカテゴリーの実施時期については以下のとおりである。 

カテゴリー1： 維持管理体制構築の支援を目的に行うことから、また機材据付前に維持管

理体制を明確化させておくことは設備据付時における当事者意識を喚起で

きることから、設備据付以前に実施する。 

カテゴリー2： 据付・点検・運転等について実設備を利用し行うため、据付工事の半ば頃

に実施する。 

カテゴリー3： 設備が運開するまでに備えておくべき維持管理マニュアル等について行う

ため、設備運開前に実施する。 

カテゴリー4： 「パ」国側が自主的に維持管理できているかを確認することに焦点を置き

実施するため、据付完了後約 4ヶ月を目途に実施する。 
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図 3.2.4-3 ソフトコンポーネント実施工程 

 

3-2-4-9 実施工程 

我が国の環境プログラム無償資金協力のスキームに基づき、以下のとおりの事業実施工程と

した。 
 
月1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 13 14 15

入
札
業
務

  
 
 

             

機
材
調
達
・
据
付
け 

               

国内作業 
現地作業 

図 3.2.4-4 本計画の事業実施工程表 

 

3-3 相手国側分担事業の概要 

本計画を実施するに当たり、3-2-4-3 項「施工区分／調達・据付区分」に示す「パ」国側施工

範囲の他、「パ」国側が実施・負担する事項は以下のとおりである。 

(1) 計画に必要な情報および資料の提供。 

(2) 「パ」国荷下ろし港での本計画に係る製品の免税処置、通関、及び迅速な荷下ろし措置

の確保。 

(3) 認証済み契約に基づき提供される製品やサービスに関連して、日本人が「パ」国に滞在

または入国する許可。 

暦年

カレンダー月

工程

818 11 12109 5 6

機 器 製 作

26 3 11

2010年 2011年

47 12107 9

ソフトコンポーネント委員会設置

オリエンテーション

カテゴリー１

カテゴリー２

カテゴリー３

カテゴリー４

合計人月　　　8.0
2.0 2.5 1.5 2.0

PＰＵＣ

工程

日
本
人
コ
ン
サ
ル
タ
ン
ト

検 収 ・ 竣 工 引 渡 し

全 体 コ ミ ッ シ ョ ニ ン グ

機 材 据 付 工 事

機 器 製 作

資機材海上輸送・ 通関・ 陸上 輸送

1.0月x2人

1.25月x2人

0.75月x2人

1.0月x2人

（機材製作図作成・承認取得） 
（工場製作） 

（輸送）

（試運転・調整）（計 14.0 ヶ月） 

（調達代理機関契約） 

（入札図書配布、入札、評価） 
（承認手続き） （計 4.0 ヶ月） 

（機材据付工事） 

（PV モジュール架台建設、配線工事） 
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(4) 認証済み契約に基づき提供される製品やサービスに関連して通常「パ」国で課税される

税金、関税等に対する日本人の免税処置。 

(5) 本計画の実施に伴う銀行口座開設に係る日本の銀行への手数料支払い。 

(6) 本計画の実施に際し、日本の環境プログラム無償資金協力で負担されない事項の全ての

負担。 

(7) 本計画の現場での資機材検査への立会と、運転・維持管理技術移転のための技術者およ

び技能工のカウンターパートとしての任命。 

(8) 資機材の据付工事中に必要な停電計画の立案と諸手続きの実施。 

(9) 日本の無償資金協力で調達される資機材の適正かつ効果的な使用と維持。 

(10) 工事期間中の掘削土、汚水、廃油及び回収した資機材の廃棄場所の確保。 

(11) 日本側にて調達・据付を行う太陽光発電設備の出力となる低圧配電ケーブルと、既存配

電盤との最終接続作業の実施。ただし、同低圧ケーブルの端末処理作業、並びに接続の

ために必要となる材料（ターミナルラグ、ボルト等）については、日本側にて調達を行

う。 

(12) 受電用変圧器の一次側にて、既存の買電用計量器を逆転防止機能付きの計量器に更新す

るとともに、売電用計量器を新設する。 

(13) 地域住民への安全指導・教育。 

 

3-4 プロジェクトの運営・維持管理計画 

3-4-1 日常点検と定期点検項目 

本計画で調達・据付けされる太陽光発電設備は、「パ」国の将来的な再生可能エネルギーを利

用した発電設備の普及促進の一環として、PPUC により適切、かつ長期的な維持管理体制を整

える必要がある。表 3.4.1-1 と表 3.4.1-2 に、標準的な太陽光発電設備の主要機材の日常点検及び

定期点検項目を示す。ただし、同点検項目は、現地の維持管理体制を勘案し、ソフトコンポー

ネントによる運営維持管理支援を通じて更新されるものである。 

表 3.4.1-1 標準的な設備機器の日常点検項目 

点検対象 点検項目 結果

太陽電池アレイ 
表面の汚れ、破損  
架台の腐食、さび  
外部配線の損傷  

接続箱 
外箱の腐食、さび  
外部配線の損傷  

パワーコンディショナー 

外箱の腐食、さび  
外部配線の損傷  
動作時の異音、異臭  
換気口フィルタの目詰まり  
設置環境（湿度、温度など）  

接地 配線の損傷  
発電状況 正常に発電しているか、支持計器または表示による確認  
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表 3.4.1-2 標準的な設備機器の定期点検項目 

点検対象 点検項目 結果 測定試験と結果 

太陽電池アレイ 

表面の汚れ、破損  
絶縁抵抗  MΩ 

架台の腐食、さび  
外部配線の損傷  

開放電圧  MΩ 
接地線の損傷、接地端子の緩み  

接続箱 
外箱の腐食、さび  

絶縁抵抗  MΩ 外部配線の損傷  
接地線の損傷、接地端子の緩み  

パワーコンディショナー 

外箱の腐食、さび  
表示部の動作確認 

外部配線の損傷  
動作時の異音、異臭  

絶縁抵抗  MΩ 
換気口フィルタの目詰まり  
設置環境（湿度、温度など）  
接地線の損傷、接地端子の緩み  

接地 配線の損傷  接地抵抗  Ω 
 

3-4-2 予備品購入計画 

(1) 予備品の分類 

本計画で対象とする予備品は以下の用途に分類される。 

① 交換部品 ： 機材の部品の破損等により交換が必要となる修理用部品 

② 緊急予備品 ： 機材の事故等により配電システムの停止につながる、緊急時に

交換が必要となる機器 

 

(2) 予備品分類毎の選定条件 

1) 交換部品 

日常の運用において定期的な消耗・劣化はないが、部品破損の可能性が高い修理用の部品

とし、年間必要と予想される数の 100%とする。 

太陽光発電においては、太陽光発電モジュール 1 枚に不具合が発生した場合、故障したモ

ジュールに直列に接続されたストリング全体で発電することができない状態となり、試験・

運転も不可能になるため、設計数量枚数の 3%を交換部品として調達する。 

2) 緊急予備品 

想定・予想しえない、何らかの事象により機器が損傷した場合、太陽光発電システムに大

きな障害を及ぼし、かつ、現場での早期修理が困難な機器であるパワーコンディショナーを

緊急予備品として調達する。本計画では、必要最小限の機器を調達するとの観点から、太陽

電池に何らかの不具合が発生すると、発生電力が減少する太陽光システムは、表示装置によ

る一般利用者への啓蒙普及効果が大きいため、イメージ低下、先方の実施機関の維持管理能

力に影響が想定され、この影響を軽減するため早期の処置が必要となる。 

また、「パ」国側が保有する既存の技術では、故障した機器の現場での早期復旧は困難であ

ることから、「パ」国側は、故障した機器を取替え、システムの早期復旧を図る必要がある。

しかしながら、本計画で運営・維持管理を担当する実施機関は、交換用の当該機材を保有し
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ていない。よって、取替え用の緊急予備品としてのパワーコンディショナーを調達する必要

がある。 

 

(3) 試験器具及び保守用道工具 

本計画にて調達・据付される太陽光発電設備を、適切に運営維持管理していくための、必

要最低限の試験器具及び保守用道工具を調達する。 

表 3.4.2-1 本計画で調達する予備品及び保守用道工具 

機材名称 単位 数量 
1. 交換部品   
1.1 配電用遮断器 50AF / 50AT 個 2 
1.2 配電用遮断器 250AF / 225AT 個 1 
1.3 24時間タイマー（表示装置用） 台 1 
1.4 AC/DCコンバータ（表示装置用） 台 1 
1.5 太陽光発電モジュール 枚 25 
   
2. 緊急予備品   
2.1 パワーコンディショナー(100kW) 台 1 
   
3. 試験器具   
3.1 デジタルマルチメーター 台 1 
3.2 絶縁抵抗計 台 1 
3.3 検電器（低圧用） 台 1 
3.4 クランプメーター 台 1 
3.5 電源品質アナライザー 台 1 
   
4. 保守用道工具   
4.1 ドライバー（プラス） 本 2 
4.2 ドライバー（マイナス） 本 2 
4.3 ニッパー（ばね付き、携帯型） 本 2 
4.4 ペンチ（JIS4623準拠、携帯型） 本 2 
4.5 端子用圧着ペンチ 本 2 
4.6 ハンマー 本 1 
4.7 カードテスタ 個 1 
4.8 ソケットレンチ(9～14,17,19,21) 式 1 
4.9 通線工具 個 1 
4.10 補修塗装 缶 2 
4.11 錆止め材（ｼﾞﾝｸ） 缶 2 
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3-5 プロジェクトの概略事業費 

3-5-1 協力対象事業の概略事業費 

本計画を我が国の無償資金協力により実施する場合の事業費総額は、約 4.80 億円となり、先

に示した我が国と「パ」国との施工負担区分に基づく双方の経費内訳は、以下に示す積算条件

において、次のとおりと見積もられる。ただし、ここに示す概略事業費は暫定値であり、必ず

しも交換公文上の供与限度額を示すものではなく、協力対象事業の実施が検討される時点にお

いて更に精査される。 

 

(1) 日本側負担経費     概略総事業費 約 480 百万円 

費目 概略事業費（百万円） 
機材調達費 406.9 

調達代理機関費 15.6 
機材設計監理費 36.2 

ソフトコンポーネント費 21.3 
 

(2) 相手国側負担経費    6,800 US$（約 0.657 百万円） 

「パ」国側の負担事項内容、及び金額は以下に示すとおりである。 

① 逆転防止機能付電力量計の調達と据付： 1,000 US$ （約 0.095 百万円） 

② 低圧配電ケーブルの既存分電盤への最終接続工事： 800 US$ （約 0.080 百万円） 

③ 銀行口座開設に係る日本の銀行への手数料支払い： 5,000 US$ （約 0.480 百万円） 

 

(3) 積算条件 

① 積算時点： 平成 21 年 7 月 

② 為替交換レート： 1 US$＝96.59 円（2009 年 1 月から 2009 年 6 月までの TTS 平均値） 

③ 施工・調達期間： 機材調達・据付の期間は施工工程に示したとおりである。 

④ その他 本計画は、日本国政府の無償資金協力スキームに従い実施される。 

 

3-5-2 運営・維持管理費 

本計画により調達される機材は、基本的にメンテナンスフリーであるが、定期点検並びに異

常、故障など発生した場合の対応に PPUC の技術者を派遣する必要があり、人件費負担が発生

する。そのため「パ」国側は必要に応じて以下の運営・維持管理費（年間）を予算化し、当該

機材の運営・維持管理に支障が生じない様に留意する必要がある。 

① 人件費 約 6,000 US$ （約 0.60 百万円） 

② 定期点検/故障時対応の車輌燃料費 約 200 US$ （約 0.02 百万円） 

  合 計     約 6,200 US$ （約 0.62 百万円） 

なお、上記金額は 2008 年における「パ」国の配電設備に係る運営・維持管理費用（約 850 千

US$/年）の約 0.8%に過ぎないため、本計画における維持管理費用の確保に特段の問題はないと

判断される。 
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3-6 協力対象事業実施に当たっての留意事項 

協力対象事業の円滑な実施に直接的な影響を与えると考えられる留意事項としては、下記が

想定される。 

(1) 「パ」国側は、連系 PV システムの安定した運転を継続するため、日常並びに定期的な

現場巡視点検を実施し、太陽光発電モジュールの現場警備体制を確保する等の予防保全

を励行する必要がある。 

(2) 本計画で実施するソフトコンポーネント並びに OJT に参加する技術者の任命を速やかに

行い、同左研修に参加させると共に、研修に参加しなかった他の技術者への技術の水平

展開を図る必要がある。 

(3) 本計画で日本側が調達・据付を行う連系 PV システム資機材に関して、特に太陽光発電

モジュールとパワーコンディショナーの期待寿命後の更新を想定し、将来的に発生する

投資費用を回収できる電気料金体系を設定する必要がある。 

 
 



第 4 章 プロジェクトの妥当性の検証 
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第4章 プロジェクトの妥当性の検証 

4-1 プロジェクトの効果 

本計画の実施により期待される効果は以下のとおりである。 

 

(1) 直接効果 

現状と問題点 本計画での対策（協力対象事業） 計画の効果・改善程度 

「パ」国政府は、エネルギー・

電力セクターにおいてディー

ゼル燃料に依存した供給体制

からの脱却を緊急の課題とし

ており、気候変動問題、不安

定な原油価格や輸送費への懸

念もあり、太陽光発電を始め

とする、再生可能クリーンエ

ネルギーの開発を重点項目と

位置付けている。しかしなが

ら、「パ」国の電力供給を担う

パラオ電力公社（PPUC）の再

生可能エネルギーに関する運

転維持管理能力は十分ではな

い。 

パラオ国際空港を本計画対象サ

イトとして、既存配電線に系統

連系する連系 PV システムを調

達・据付する。 

また、ソフトコンポーネントに

より、連系 PV システムの運営維

持管理を担当するパラオ電力公

社（PPUC）の維持管理能力向上

を図る。 

(1) ディーゼル燃料消費量の削減

本計画にて調達・据付される連系

PVシステムの発電電力量により、

既存のディーゼル発電設備の運

転容量が削減され、年間約 48ｋℓ

のディーゼル燃料消費量が削減

される。 

(2) CO2排出量の削減 

上記のディーゼルの発電設備の

運転容量削減に伴い、CO2 排出量

が年間約 127 トン削減される。 

(3) 維持管理能力向上 

本計画対象設備を既存配電系統

に連系し、安全かつ安定した運転

を行うための維持管理能力が向

上される。 

 

(2) 間接効果 

現状と問題点 本計画での対策（協力対象事業） 計画の効果・改善程度 

「パ」国では、欧州連合（EU：
European Union）の「Support to 
the Energy Sector in Five ACP 
Pacific Islands」プロジェクト

により、首都メレケオクにお

いて連邦政府庁舎の駐車場に

設置したシステム（100kW）

と、台湾がパラオ国立病院に

設置したシステム（153kW）

の 2 ヵ所において、連系 PV
システムが運転されている。

しかしながら、エネルギーセ

クター関係者のみならず、一

般国民を含めた太陽光発電の

普及啓発活動は進んでいな

い。 

パラオ国際空港を本計画対象サ

イトとして、既存配電線に系統

連系する連系 PV システムを調

達・据付する。 

本計画対象サイトであるパラオ

国際空港は、「パ」国唯一の国際

空港であり、空港を利用する国

民、観光客、海外からの外交ミッ

ション等へも、太陽光発電設備の

利用を PR することが可能とな

る。本計画の実施により、連系 PV
システムの利用可能性について

国民各層に普及啓発し、今後の更

なる普及拡大を図ることが可能

である。 
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4-2 課題・提言 

4-2-1 相手国側の取り組むべき課題・提言 

本計画の効果が発現・持続するために、「パ」国側が取り組むべき課題は以下のとおりである。 

(1) 「パ」国側は、連系 PV システムの安定した運転を継続するため、日常並びに定期的な

現場巡視点検を実施し、太陽光発電モジュールの現場警備体制を確保する等の予防保全

を励行する必要がある。 

(2) 本計画で実施するソフトコンポーネント並びに OJT に参加する技術者の任命を速やかに

行い、同左研修に参加させると共に、研修に参加しなかった他の技術者への技術の水平

展開を図る必要がある。 

(3) 本計画で日本側が調達・据付を行う連系 PV システム資機材に関して、特に太陽光発電

モジュールとパワーコンディショナーの期待寿命後の更新を想定し、将来的に発生する

投資費用を回収できる電気料金体系を設定する必要がある。 

 

4-2-2 技術協力・他ドナーとの連携 

本計画と類似の連系 PV システム導入に関わる案件として、EU による支援「Support to the 

Energy Sector in five ACP Pacific Islands (Rep-5)」にて、首都メレケオクの連邦政府庁舎の駐車場

に、定格出力 100kＷの連系 PV システムを設置し、2008 年 11 月に運転が開始されている。同案

件では、連系 PV システムの運営維持管理のための技術支援として、机上研修・実習を行って

おり、本計画におけるソフトコンポーネント実施に当り参考とすることができる。なお、本計

画実施の前提条件となるような技術協力はない。 

 

4-3 プロジェクトの妥当性 

以下の点から、環境プログラム無償資金協力による協力対象事業の実施は妥当であると判断

される。 

 

(1) 裨益人口 

本計画の実施により、コロール―バベルダオブ電力系統により供給される、バベルダオブ

島並びにコロール島の住民合計約 1.9 万人に対し、太陽光発電を利用した電力を供給するこ

とが可能となる。 

 

(2) 気候変動問題への対処 

本計画の実施により、ディーゼル発電設備の運転による温室効果ガス排出量を削減し、気

候変動対策の緩和策支援としてクリーンエネルギーの普及促進を図ることが可能となり、環

境プログラム無償資金協力としての目的に合致するものである。 

 

(3) 維持管理能力 

本計画の資機材引渡し後に運営・維持管理を担当するパラオ電力公社（PPUC）の技術者は、

既存のディーゼル発電・配電設備の基礎的な運営維持管理能力を保有している。更に、本計
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画にて調達・据付される連系 PV システムの運営維持管理支援として、ソフトコンポーネン

トにより本計画対象設備の適切な運営維持管理技術を移転することから、PPUC により将来

に亘り適切な要員・予算が配分されれば、本計画対象設備の運営維持管理能力を確保するこ

とができると考えられる。 

 

(4) 中長期計画への寄与 

「パ」国政府が 2009 年 6 月に発表した「Joint Declaration on Energy Policy Priorities」による

と、「パ」国では現在電力供給のほぼ全てをディーゼル発電に依存していることから、2020

年を目標として電力供給の 20%を再生可能エネルギーにより賄う計画となっている。また、

「Palau National Energy Policy」によると、再生可能エネルギーの中でも太陽光発電と風力発

電のポテンシャルが有望とされており、太陽光発電の中でもバッテリーを必要としない連系

PV システムの普及拡大を図っている。本計画の実施は、これら中長期計画の実現に寄与する

ものと考えられる。 

 

(5) プロジェクトの収益性 

一般的に太陽光発電プロジェクトは、発電設備運用のための燃料費が不要となるが、発電

電力量当りの初期投資額が大きく、収益性は低い。本プロジェクトの完工後、類似の太陽光

発電事業の収益性を確保するためには、太陽光発電設備の維持管理業務の効率化、並びに政

府による再生可能エネルギー導入促進のための政策・制度の構築が必要と考えられる。 

 

(6) 事業実施スキーム 

本計画においては、我が国の環境プログラム無償資金協力スキームの枠内で無理のない事

業内容と実施計画が策定されており、特段の困難なく実施可能である。 

 

4-4 結論 

本計画は前述したとおり、クリーンエネルギーである太陽光発電の普及促進を図り、気候変

動対策の緩和策の一環として、多大な効果が期待されることから、協力対象事業に対して我が

国の環境プログラム無償資金協力を実施することは妥当であると考えられる。また、本計画の

運営維持管理についても、「パ」国側は人員・資金面で十分な体制を有しており、本計画の実施

にあたり特段の問題は認められない。4-2-1 項で述べた課題が達成されれば､本計画はより円滑

かつ効果的に実施されるものと考えられる。 
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１．調査団員・氏名 

（１） 第一次現地調査 

 

 

（２） 第二次現地調査 

 

 

氏 名 担当業務 現 職 

野田 誠 総  括 独立行政法人 国際協力機構 
パラオ支所長 

安元 孝史 計画管理 
独立行政法人 国際協力機構 
資金協力支援部 実施監理第三課 

調査役 

松浦 信一 調達監理計画 財団法人 日本国際協力システム 
総務部 経営企画室 室長 

小川 忠之 業務主任／太陽光発電システム 1
環境社会配慮 1 八千代エンジニヤリング株式会社 

藤澤 慶哲 系統連系太陽光発電システム 1 
関連制度・基準 1 四国電力株式会社 

山口 昌彦 機材／設備計画 1 八千代エンジニヤリング株式会社 

阿部 真 調達計画／積算 1 八千代エンジニヤリング株式会社 

車田 輝雄 建築設計 1 八千代エンジニヤリング株式会社 

氏 名 担当業務 現 職 

野田 誠 総  括 独立行政法人 国際協力機構 
パラオ支所長 

小川 忠之 業務主任／太陽光発電システム 1
／環境社会配慮 1 八千代エンジニヤリング株式会社 

元木 要 副業務主任／太陽光発電システム

2／環境社会配慮 2 ICONS 国際協力株式会社 

藤澤 慶哲 系統連系太陽光発電システム 1 
関連制度・基準 1 四国電力株式会社 

土居 史和 系統連系太陽光発電システム 3 
関連制度・基準 3 四国電力株式会社 

阿部 真 調達計画／積算 1 八千代エンジニヤリング株式会社 
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２．調査行程 

（1）第一次現地調査 

No. 月日 曜日 
調査内容 

宿泊地
官団員 コンサルタント団員 

1 6月29日 月  
• 移動 [東京 (10:30) → グアム (15:00) CO962] 
• 移動[グアム (18:50) → コロール(19:50) CO953] 

コロール

2 6月30日 火  

• JICA パラオ支所表敬 
• 公共施設・産業・商業省(MPIIC)、パラオ電力公

社(PPUC)、パラオエネルギー局等表敬訪問、本

調査行程・内容の説明 
• インセプションレポートの説明・協議 
• パラオ国際空港、発電・配電設備の調査 

コロール

3 7月1日 水  
• PPUCとの技術協議 
• EU支援による連系PVシステムサイト調査 
• パラオ国際空港、発電・配電設備の調査 

コロール

4 7月2日 木 
 
 

• MPIICとの技術協議 
• 台湾支援による連系PVシステムサイト調査 

コロール

5 7月3日 金 
 • 市場調査 

• 環境社会配慮に関する法制度・手続き等確認  
コロール

6 7月4日 土  • 報告書作成、収集資料整理 コロール

7 7月5日 日 コロール着 • 同上 コロール

8 7月6日 月 
• パラオ国際空港のサイト調査 
• 既存連系PVシステムの調査 

• 官団員と同じ (業務主任) 
• 現地測量調査、機材配置計画、ケーブルルート

計画、市場調査 (他団員) 
コロール

9 7月7日 火 

• 在パラオ日本国大使館、 
JICA パラオ支所表敬 

• MPIIC、PPUC表敬等表敬訪問、本調

査行程・内容の説明 
• インセプションレポートの説明・協議 
• M/D案の説明・協議 

• 官団員と同じ (業務主任) 
• 現地測量調査、機材配置計画、ケーブルルート

計画、市場調査 (他団員) 
 

コロール

10 7月8日 水 • M/D署名 • 同上 コロール

11 7月9日 木 報告書作成、収集資料整理(現地祝日) コロール

12 7月10日 金 
• 在パラオ日本国大使館、JICA パラオ

支所へ調査結果内容の報告 
 

• フィールドレポート署名 
• 在パラオ日本国大使館、JICA パラオ支所へ調

査結果内容の報告 
コロール

13 7月11日 土 日本へ帰国 

• 報告書作成、収集資料整理 
• 市場調査 

コロール
• 移動 [マジュロ (10:55) → ポンペイ (14:20) 

CO957] (鶴岡団員) 
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（2）第二次現地調査 

No. 月日 曜日 
調査内容 

宿泊地 
官団員 コンサルタント団員 

1 12月12日 土  
• 移動 [ポンペイ (15:00) → グアム (17:20) CO957] 
• 移動 [グアム (19:55) → コロール (22:25) CO953] 

コロール

2 12月13日 日.  • 報告書収集資料整理 コロール

3 12月14日 月  

• 在パラオ日本国大使館、JICAパラオ支所表敬 
• 公共施設・産業・商業省(MPIIC) 表敬訪問、本調査

行程・ドラフトファイナルレポート内容の説明 
• パラオ電力公社表敬訪問、本調査行程・ドラフトファ

イナルレポート内容の説明 

コロール

4 12月15日 火  
• 本調査行程・ドラフトﾌｧｲﾅﾙレポート内容の説明 
• パラオ国際空港、発電・配電設備の調査 

コロール

5 12月16日 水  • 同上 コロール

6 12月17日 木  • 同上 コロール

7 12月18日 金  
• M/D署名 
• 在パラオ日本国大使館、JICA パラオ支所へ調査結

果内容の報告 
機内 

8 12月19日 土  
• 移動[コロール (02:35) → グアム (05:30) CO892] 
• 移動[グアム (07:20) → 東京 (09:55) CO892] 
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関係者（面会者）リスト 

 所属及び氏名 職位 

公共施設・産業・商業省 
Ministry of Public Infrastructure, Industries & Commerce (MPIIC) 

Mr. Jackson R. Ngiraingas Minster 
Mr. Stalin Pedro Special Assistant to the Minister 
Mr. Charles I. Obichang Director 
Ms. Kimiyo Nakamura Administrative Officer 
Mr. Howard Uchel Navigation Technician 

パラオ電力公社 
Palau Public Utilities Corporation (PPUC) 

Ms. Rukebai Inabo Chairperson (Board of Directors) 
Palau Public Utilities Corporation 

Mr. Ken T.Uyehara CEO & General Manager 

Mr. Tito Cabunagan Electrical Engineer 

Mr. Rodolfo Fernandez JR. Mechanical Engineer 

Mr. Ken Sugiyama GIS Engineer 

Mr. Reynante T. Bitas Electrical Engineer 

環境対応・調整室 
Office of Environmental Response and Coordination 

Ms. Ngekikes Olai U. Polloi Director 

Mr. Reagan Ngiratmetuchl Blechel Finance Officer / Support staff 

大統領府 
Office of the President  

Mr. Hiob Mesubed Special Assistant to the President 

パラオ エネルギー局 
Palau Energy Office 

Mr. Greg Decherong  Director 
Mr. Nyk Kloulubak Energy Planner 
  

首都圏改善計画局 
Capital Improvement Project Office  

Mr. Brian Melairei Manager 

環境品質保護局 
Environmental Quality Protection Board 

Mr. John Kintaro JR. Environmental Officer 
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現地輸送会社 
Belau Transfer & Terminal Co. Group 

Mr. Kuniwo Nakamura Chairman & CEO  
(Former President, Republic of Palau) 

現地工事業者 
KJI and Associates 

Mr. Kione J. Isechal P.E. Principal 

パラオ国立病院 
Palau National Hospital  

Mr. Arseno Sabyro Electrical Engineer 

在パラオ日本国大使館 
Embassy of Japan in Palau 

高島 正幸 氏 臨時代理大使 

辻 修次 氏 専門調査員 

JICA パラオ支所 
JICA Palau Office 

野田 誠 氏 支所長 

武市 直己 氏 ボランティア調整員 

Ms. Olga Singeo Program Officer 
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事業事前計画表（概略設計時） 

1. 案件名 

パラオ共和国 太陽光を活用したクリーン・エネルギー導入計画 

2. 要請の背景（協力の必要性・位置付け） 

パラオ共和国（以下「パ」国と称す）では、1997 年に制定された国家総合開発計画（PNMDP: Palau 
2020 National Master Development Plan）に基づき、エネルギー使用量削減に関する大統領令
（Executive Order）No.234(1994 年制定、2004 年改定)、No.245(2005 年制定)、No.248(2008 年制
定)が施行され、重点項目としてエネルギー使用量の削減義務、削減目標などが示されている。ま
た、2008 年には、右大統領令を具体化するため、SOPAC(Pacific Islands Applied Geoscience 
Commission)等の支援の下、パラオエネルギー保全戦略（Palau Energy Conservation Strategy）
が策定された。2007 年 11 月には、EU の支援により「エネルギー効率化アクションプラン」（Energy 
Efficiency Action Plan）が策定され、民間セクターも含めたエネルギー使用量削減のための方策
（小型蛍光灯の啓蒙普及、太陽熱温水器の導入補助等）が示されている。 

2009 年 6 月に発表された「Joint Declaration on Energy Policy Priorities」によると、「パ」
国では現在電力供給のほぼ全てをディーゼル発電に依存していることから、2020 年を目標として
電力供給の 20%を再生可能エネルギーにより賄う計画となっており、現在策定中の「Palau National 
Energy Policy」にて、具体的なエネルギー供給計画が策定される予定となっている。なお、上記
「Palau National Energy Policy」の第一次ドラフトによると、再生可能エネルギーの中でも太陽
光発電と風力発電のポテンシャルが有望とされており、太陽光発電の中でもバッテリーを必要とし
ない連系 PV システムの普及拡大を図っている。 

「パ」国では、欧州連合（EU：European Union）の「Support to the Energy Sector in Five ACP 
Pacific Islands」プロジェクトにより、首都メレケオクにおいて連邦政府庁舎の駐車場に設置し
たシステム（100kW）と、台湾がパラオ国立病院に設置したシステム（153kW）の 2ヵ所において、
既に連系 PV システムが運転されている。本計画では、これら先行案件の実施により得られた知見
を活用しつつ、将来の連系 PV システムの普及促進を図り、気候変動問題の緩和策支援としてふさ
わしい、クリーン・エネルギー活用を具体化する系統連系型太陽光発電設備を導入することが要請
されている。 

3. プロジェクト全体計画概要 

(1) プロジェクト全体計画の目標（裨益対象の範囲及び規模） 

本計画の実施により、コロール―バベルダオブ電力系統により供給される、バベルダオブ島並
びにコロール島の住民合計約 1.9 万人に対し、太陽光発電を利用した電力を供給することが可
能となる。 

(2) プロジェクト全体計画の成果 

1) 系統連系型太陽光発電設備の調達・据付が行われる。 

2) 太陽光発電を利用した電力が供給される。 

(3) プロジェクト全体計画の主要活動 

1) 系統連系型太陽光発電設備の調達・据付を行う。 

2) 計画対象設備の運営維持管理のための能力強化を行う。 

(4) 投入（インプット） 

1) 日本側：無償資金協力 4.80 億円 

2) 相手国側 

a) 施設建設用地の提供 
b) 運転・維持管理要員 
c) 調達された設備の運転・維持管理費用 

(5) 実施体制 
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1) 主管官庁： 公共施設・産業・商業省（MPIIC） 

2) 実施機関： パラオ電力公社（PPUC） 

4. 無償資金協力案件の内容 

(1) サイト 
パラオ国際空港 

(2) 概要 
系統連系型太陽光発電設備の調達と据付 

(3) 相手国側負担事項 
用地確保、銀行口座開設手数料負担 

(4) 概略事業費 
4.81 億円（無償資金協力 4.80 億円、「パ」国側負担 0.01 億円） 

(5) 工期 
入札期間を含め約 18 ヶ月（予定） 

(6) 貧困、ジェンダー、環境及び社会面の配慮 
特になし 

5. 外部要因リスク 

特になし 

6. 過去の類似案件からの教訓の活用 

特になし 

７．プロジェクト全体計画の事後評価に係る提案 

(1) プロジェクト全体計画の目標達成を示す成果指標 

項 目 現状（2009 年） 計画後（2011 年） 

(1) ディーゼル燃料消費量（ℓ ） 
(2) CO2排出量（トン） 

22,319,000 
58,476 

22,270,000 
58,349 

 

(2) その他の成果指標 
特になし 

(3) 評価のタイミング 

2011 年以降 

 



資料-6 ソフトコンポーネント計画書 
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ソフトコンポーネント計画書 

(1) ソフトコンポーネントを計画する背景 

パラオ共和国（以下、「パ」国と称す）では、現在電力供給のほぼ全てをディーゼル発電に依存

していること、また環境配慮、不安定な原油価格や輸送費への懸念もあり、エネルギー・電力セ

クターにおける化石燃料の依存からの脱却を緊急の課題と考えており、太陽光発電を始めとする、

再生可能エネルギーの開発を政策の重点項目と位置づけている。現在 2009 年 6 月に大統領事務所

の直轄組織となったエネルギー局が中心となり、「Palau National Energy Policy」を策定中であ

り、その第一次ドラフトによれば、再生可能エネルギーの中でも太陽光発電と風力発電のポテン

シャルが有望とされており、太陽光発電の中でもバッテリーを必要としない連系 PV システムに普

及拡大が望まれている。 

連系 PV システムを導入する本環境プログラム型無償資金協力計画（以下、｢本計画｣と称す）に

おける主管官庁は、本計画の対象サイトであるパラオ国際空港が、公共施設・産業・商業省

（Ministry of Public Infrastructure, Industries and Commerce: MPIIC）の航空局により所管

されていることから、MPIIC となる。また、実施機関は、本計画にて導入する PV システムは既存

の電力系統に連系するため、パラオ電力公社（Palau Public Utilities Corporation: PPUC）が

導入する連系 PV システムを所有し、通常の電力設備と同じ位置付けで維持管理を担当する。さら

に、「パ」国において電力・エネルギー政策を管轄している公共事業局エネルギー局も、導入連系

PV システムからの取得データを PPUC と共有し、将来的な普及に資するため参加する。 

電力事業に関しては、PPUC が一貫して行っており、現在のところ民営化、株式会社化されてい

ないものの、政府による補助金を受けること無く、政府組織から独立した組織として電気料金収

入により経営している。組織は、総務、経理・財務、営業、系統運用、配電、発電の６つの部門

から構成され、総勢は 135 名(2009 年 7月現在)と比較的小さな組織である。職員の担当する職務

内容、責務、要求される能力等が明文化され、職位ごとに職務規定が定められるなど、管理体制

は整っているが、電力供給設備の運営維持管理を行う上では十分な知識・技術を有している者が

少なく、また再生可能エネルギーや省エネルギーの担当者は不在である。そのため、本計画実施

に当たっては、連系 PV システムの維持管理体制を PPUC が主体となり、MPIIC 航空局及びエネル

ギー局と協力し、PPUC 内部に確立する必要がある。 

また、PV システムの導入事例に関しては、既に「独立型 PV システム」および「連系 PV システ

ム」とも導入されており、PV システムに係る技術取得の素地はあると考えられるが、両システム

とも継続して運転ができていない側面が散見されており、現地ではより充実した技術移転を望む

声が高まっている。特に「独立型 PV システム」に至っては、1980 年代から未電化地域で家庭用

を中心として小規模な独立型 PV システムが多数導入されたが、運営維持管理の問題により現状で

は大半が使われていない。このような状況下、MPIIC や PPUC が日常の業務を通じて PV システム

に関する適正な技術を習得することは困難であることから、本計画にて実施機関となる PPUC へ導

入設備の維持管理運転に関する適切な技術移転を、太陽光発電の基礎レベルから太陽光発電設備

の維持管理に係る応用レベルまでの広い範囲にて、また定着度を確認しながら数回に別け適正に

実施することにより、本計画にて導入する連系 PV システムの持続的で円滑な維持管理が可能とな

る。 

 

1) 現状の課題 

・ 連系 PV システムに関する維持管理体制が明確化されていない。 

・ 連系 PV システムに関する技術知識が乏しい。 

・ 連系 PV システムに関する維持管理概念及びその方法についての知識が乏しい。 

・ 連系 PV システムに関するトラブルシューティング対応が困難である。 

・ 連系 PV システムに適応する電気料金設定が未定である。 

以上、現状の問題点とその改善案をまとめると次表のようになる。 
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表 1 現状の問題点とその改善案 

現状の問題点 改善案 ソフトコンポーネントの可能性 

・連系 PV システムに関する維持管理

体制が明確化されていない。 

・PPUC が主体となり、PPUC 内に維持管理体制を

確立する。 

 

・最適な維持管理体制の細分化、具体化へ

の提言を行い、関係各機関各者と協議・検

討を行う。 

・連系 PV システムに関する技術知識

が乏しい。 

 

・連系 PV システムに関し、系統への導入時におけ

る技術検討課題も含んだ技術トレーニングを実施

する。 

・適正な連系 PV システムに関する技術トレー

ニングを実施する。 

 

・連系 PV システムに関する維持管理

概念及びその方法についての知識

が乏しい。 

 
 

・連系 PV システムの維持管理マニュアルが整備す

る。 

・モニタリング方法、定期点検方法等モニタリングに

関するトレーニングを実施する。 

・マニュアルの作成および実施指導を支援す

る。 

・適正なモニタリングに関する技術トレーニン

グを実施する。 

・連系 PV システムに関するトラブルシ

ューティング対応が困難である。 

・維持管理マニュアルにはトラブルシューティングも

含め策定する。 

・マニュアルの実施指導、啓蒙活動を行い、維持管

理が適切に行なわれるようにする。 

・マニュアルの作成および実施指導を支援す

る。 

・同 上 

・連系 PV システムに適応する電気料

金が未定である。 
・最適な電気料金を設定する。 ・最適な電気料金の設定について提言を行

い、関係各機関各者と協議・検討を行う。 

出所：調査団にて作成 
 
 

(2) ソフトコンポーネントの目標 

本計画対象機材の運営維持管理について、実施機関である PPUC が、設備を所有した形態におい

維持管理マニュアルに基づき、持続的で円滑な運営維持管理が実施できることを目標とする。 

 

 (3) ソフトコンポーネントの成果 

ソフトコンポーネントの成果は以下に示す通りである。 

1) 本計画で施設される連系PVシステムの維持管理マニュアルがトラブルシューティングを含

んで作成される。 

2) 本計画の連系 PV システムの基礎的な知識が得られ、機材の維持管理が持続的に行われる。 

3) 必要に応じ、最適な電気料金が設定され、持続的で円滑な維持管理体制が構築される。 
 

これらの成果を得るためには、以下の活動を実施する。 
 

以下の活動にあたっては、「パ」国では、既に「独立型 PV システム」および「連系 PV システ

ム」とも導入されているが、両システムとも継続して運転ができていない側面が散見されてお

り、その主な原因の１つに不十分な技術移転が考えられる。そのため、PV システムに関する技

術を身に付けるための素地は整っていると考えられるが、PV システムの基礎知識の定着率が高

いとは言いがたい。これらのことから、本計画においては、太陽光発電の基礎レベルから太陽

光発電設備の維持管理に係る応用レベルまでの広い範囲についてトレーニングを実施する。具

体的な内容は表２に示すとおりであり、カテゴリー１～４に大別できる。実施工程は、カテゴ

リー毎にある一定期間を設けて分けて実施することにより、確実かつ効率的な定着を図り、全

４回とする。 
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    各実施内容の必要日数ついては、相手国との相互協力でのマニュアル等の作成作業や技術移

転からその定着度の確認までと実施内容が幅広く、それらを着実に進めていくために、１週間

を最小単位として考える。また、体制については、マニュアル等の作成作業では２チーム構成

等にすることで作業効率の向上が図れ、教育では講師１名で講義を主導的に進め、もう１名が

受講者のフォローすることで効果的な教育が可能となるため、総括１名・補佐１名の２名体制

とする。 

 

 

表 2 トレーニング内容 

カテゴリー 具体的実施内容（目的） 投入量 

1. O&M 体制の構築 

1.1 O&M 実施者の責任内容の明確化 0.25MMx2 名 

計1.00MMx2名1.2 最適な電気料金の提言 0.25MMx2 名 

1.3 「パ」国側と相互協力にて O&M マニュアルの作成 0.50MMx2 名 

2. 技術トレーニング 

2.1 ＰＶシステムの原理と基礎知識 0.25MMx2 名 

計1.25MMx2名

2.2 連系 PV システムの特徴 
0.25MMx2 名 

2.3 連系型ＰＶシステ導入時の検討課題 

2.4 据付 

0.25MMx2 名 
2.5 点検 

2.6 運転 

2.7 メンテナンス 

2.8 トラブルシューティング 0.50MMx2 名 

3. 管理組織トレーニング 

3.1 電気料金徴収方法 0.25MMx2 名 

計0.75MMx2名3.2 O&M マニュアルの適正化 0.25MMx2 名 

3.3 O&M 体制の評価 0.25MMx2 名 

4. モニタリング 

4.1 モニタリング方法の適正化 0.25MMx2 名 

計1.00MMx2名
4.2 定期点検 0.25MMx2 名 

4.3 評価項目 0.25MMx2 名 

4.4 モリタリング結果報告 0.25MMx2 名 

合 計 4.00MMx2 名 
出所：調査団にて作成 
 
 
 

 (4) 達成度の確認方法 

実施工程は４回に別け、各工程にて表２のカテゴリーの１～４を順次実施するが、各工程での

達成度を以下の通りに確認・評価する。 

カテゴリー１：維持管理マニュアルの評価・指導 

カテゴリー２：表 2 内 2.1～2.3 理解度確認レポートの作成、2.4～2.8 理解度確認レポート作

成及び技能評価 

カテゴリー３：維持管理者へのインタビュー調査及び実作業評価 

カテゴリー４：維持管理者へのインタビュー調査及び実作業評価 

 

 (5) ソフトコンポーネントの活動（投入実施計画） 

1) ソフトコンポーネント実施内容 

本計画対象機材の維持管理方法を具体的に理解し実践してもらうため、ソフトコンポーネント

計画にて実施する内容は、前述した表２に記載したとおりである。 
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 2) オリエンテーションの実施 

ソフトコンポーネントの実施にあたっては、基本的に MPIIC 航空局、PPUC 及びエネルギー局の

協力が不可欠であり、コンサルタントは、ソフトコンポーネントの狙い、目的、実施内容、活動

スケジュールについてオリエンテーションを開催し、「パ」国側に対して説明し、理解を得る。 

 

3)  ソフトコンポーネント委員会(仮称)の設置 

開始直後、PPUC が主体となり、ソフトコンポーネントの円滑な実施とソフトコンポーネント終

了後の持続的運用を促進するため、ソフトコンポーネント委員会（仮称）を設置する。 

同委員会は、ソフトコンポーネントの実質的窓口となり、推進を行うと共に、本計画期間中、

本機材の維持管理が持続的かつ円滑に行われるようソフトコンポーネント委員会（仮称）を定期

的に主催する。これはソフトコンポーネントの達成状況把握、意見交換、課題討議の場とする。 

また、コンサルタントは対象国が本計画終了後も同体制の継続が必要と判断した場合、その継

続が円滑に進むようソフトコンポーネント内でサポートしていく。 

 

4) 維持管理マニュアル作成 

本計画中に、PPUC は、コンサルタントと協議し、維持管理活動を行うためのマニュアルを作成

する。｢パ｣国側のイニシアティブを引き出すために PPUC が主体となり、マニュアルの原案を作成

し、それについてコンサルタント側で評価・コメント・フィードバックし、維持管理マニュアル

を完成させる。また、この維持管理マニュアルは、トラブルシューティングを含み作成する。 

 

(6) ソフトコンポーネントの実施リソースの調達方法 

本件ソフトコンポーネントの活動を有効的に、かつ効率的に行うためには、「パ」国側にソフト

コンポーネント委員会を設置する。ソフトコンポーネント委員会はコンサルタントの意向を十分

に汲み取りながら機材据付後の機材の維持管理活動を主体的に行う。この委員会は、PPUC を中心

にして、MPIIC 航空局およびエネルギー局を交えて設置する。具体的には、PPUC4 名程度（例：実

際の維持管理者及びその上司）、MPIIC 航空局１名程度、エネルギー局１名程度で構成し、実施体

制は以下の通りが望ましい。 

 
 
 
 
 
 
 
 

 

 

 

 

図 1 ソフトコンポーネント実施体制（案） 

 

 

MPIIC

航空局

コンサルタント

PPUC

ソフトコンポーネント委員会 
(全体管理) 

(維持管理委託)

ｴﾈﾙｷﾞｰ局

(取得技術知識

及び情報 

データの共有) 

４名程度提供 １名程度提供 １名程度提供

出所：調査団にて作成 
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表 3 ソフトコンポーネント活動役割分担 

担 当 日本人コンサルタント PPUC MPIIC 航空局 エネルギー局 

本計画の組織 2 名 

4 名程度 

(実際の維持管理者及び

その上司) 

1 名程度 

(実際の維持管理者） 

1 名程度 

(実際の維持管理者）

本計画の運営方法 全体の進捗状況の管理 
業務全体の管理 

実際の維持管理 

実際の 

維持管理 

取得データの 

共有 

電気料金 提言 検討・決定 検討・決定 助言 

本計画内容のオリエンテーシ

ョン 
説明 開催 開催補助 開催補助 

維持管理マニュアル 助言 原案作成 助言 助言 

維持管理フォローアップ 管理・指導 結果の提出 助言 助言 

報告先 
在パラオ日本大使館及び

JICA 
日本人コンサルタント   

出所：調査団にて作成 
 
本計画で導入される連系 PV システムは日本製となる予定であることから、それらの設備は日本の電

力品質確保に係る系統連系技術要件ガイドラインに準拠したものとなる。そのため、ソフトコンポー

ネント実施者は、そのガイドラインを熟知した日本人コンサルタントが望ましい。 

 
 
 

(7) ソフトコンポーネントの実施工程 

ソフトコンポーネントの実施工程は図 2 のとおりで表 2 に示すカテゴリー毎に実施していく。

また、それぞれのカテゴリーの実施時期については以下のとおりである。 

カテゴリー１：維持管理体制構築の支援を目的に行うことから、また機材据付前に維持管理体制

を明確化させておくことは設備据付時における当事者意識を喚起できることから、

設備据付以前に実施する。 

カテゴリー２：据付・点検・運転等について実設備を利用し行うため、据付工事の半ば頃に実施

する。 

カテゴリー３：設備が運開するまでに備えておくべき維持管理マニュアル等について行うため、

設備運開前に実施する。 

カテゴリー４：「パ」国側が自主的に維持管理できているかを確認することに焦点を置き実施する

ため、据付完了後約４ヶ月を目途に実施する。 

 

本計画対象機材は、新規に据付けされるシステムであり、ほとんど基礎からシステムの維持管

理体制を作り上げる必要がある。そのため、ソフトコンポーネントは据付工事開始前から開始し、

基礎レベルから順次実施していく。 
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*進捗状況報告書については、各工程の終了後、施主に提出する。 

図 2 ソフトコンポーネント実施工程 
 
 

(8) ソフトコンポーネントの成果品 

本計画のソフトコンポーネント実施により得られる成果品は次の通りである。 

1) オリエンテーション開催記録 

2) ソフトコンポーネント委員会の開催記録 

3) 進捗状況報告書 

4) 理解度確認レポート 

5) 実際の維持管理者へのインタビュー調査及び実作業評価の結果 

6) 維持管理マニュアル 

 

(9) 相手国機関の責務 

1) PPUC は、MPIIC 航空局及びエネルギー局と協力し、本ソフトコンポーネント実施に協力

するソフトコンポーネント委員会を設置する。 

2) PPUC は、MPIIC 航空局及びエネルギー局と協力し、本ソフトコンポーネント実施に必要

となる作業室等を用意する。 

3) PPUC、MPIIC 航空局及びエネルギー局は、本ソフトコンポーネントに必要な人員を提供す

る。 

4) ソフトコンポーネント委員会は、コンサルタントと協議し、維持管理マニュアルの作成

を自ら実施する。 

5) PPUC 及び MPIIC 航空局は、コンサルタントの提言に基づき、必要に応じて導入する連系

PV システムに最適な電気料金を検討・決定する。 

6) PPUC、MPIIC 航空局及びエネルギー局は、維持管理マニュアルに基づき、連系 PV システ

ムを適切に維持管理していく。 

7) PPUC は、維持管理マニュアルに基づいた一定期間においては、実績報告を日本人コンサ

ルタントへ提出する。 

 

暦年

カレンダー月

工程

818 11 12109 5 6

機 器 製 作

26 3 11

2010年 2011年

47 12107 9

ソフトコンポーネント委員会設置

オリエンテーション

カテゴリー１

カテゴリー２

カテゴリー３

カテゴリー４

合計人月　　　8.0
2.0 2.5 1.5 2.0

PＰＵＣ

工程

日
本
人
コ
ン
サ
ル
タ
ン
ト

検 収 ・ 竣 工 引 渡 し

全 体 コ ミ ッ シ ョ ニ ン グ

機 材 据 付 工 事

機 器 製 作

資機材海上輸送・ 通関・ 陸上 輸送

1.0月x2人

1.25月x2人

0.75月x2人

1.0月x2人
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7. 参考資料／入手資料リスト 

調査名： パラオ共和国 太陽光を活用したクリーン・エネルギー導入計画準備調査 

番号 名 称 
形態 

図書・ビデオ・地図

・写真等 
ｵﾘｼﾞﾅﾙ･ｺﾋﾟｰ 発  行  機  関 発行年 

1 Development of the Palau National Energy Policy 図書 コピー Gerhard Zieroth (International Consultant) 2009 

2 Joint Declaration on Energy Policy Priorities 図書 コピー Palau Energy Policy Development Working Group 2009 

3 Schedule of Electric Service Rates 図書 コピー PPUC 2008 

4 Financial Statements 図書 コピー PPUC 2009 
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８．プロジェクトの裨益効果 

(1) ディーゼル燃料消費量の節減効果 

PPUC より入手した 2008 年および 2009 年のアイメリーク発電所およびマラカル発電所

のディーゼル発電設備の運転実績から、発電電力量(kWh)当たりの燃料消費量を次のとお

り算出した。 
 

表 - 1 ディーゼル発電所燃料消費量 

 
出所：PPUC からの入手資料より調査団にて作成 
 

 上記結果を利用し、本計画の目標年次である 2016 年までの燃料消費削減量を算出する

と、表-2 のようになる。 
 

表 - 2 年別ディーゼル燃料削減量 

 
出所：調査団にて作成 
 
(2) CO2排出量の削減効果 

表-2 で算出した年別ディーゼル燃料削減量を基に、以下の係数を用いて CO2 排出量の

削減効果を算出する。 

 
 

その結果、各年次の CO2排出削減量は表-3 に示す通りとなり、2011 年から 2016 年の 6
年間で、合計 761ton の CO2 排出削減が可能である。 

 

表 - 3 年別 CO2 削減量 

 
出所：調査団にて作成 
 

2011 2012 2013 2014 2015 2016 Total

CO2排出削減量[kg] 142,718 142,718 142,718 142,718 142,718 142,718 856,306

2011 2012 2013 2014 2015 2016 Total

年別ディーゼル燃料節減量[liter] 54,472 54,472 54,472 54,472 54,472 54,472 326,835

Oct Nov Dec Jan Feb Mar Apr May

7,022,425 6,634,519 7,124,622 7,003,895 6,119,674 6,977,381 5,925,488 6,964,466 -

1,939,105 1,847,288 1,987,806 1,962,405 1,704,556 1,967,261 1,692,656 1,972,708 -

0.28 0.28 0.28 0.28 0.28 0.28 0.29 0.28 0.28kWh当たりの燃料消費量[liter/kWh]

2008 2009 Ave.
9Monthes

発電電力量[kWh]

燃料消費[liter]

CO2削減量 [kg] ＝ 軽油CO2排出係数* ディーゼル燃料節減量 

＝ 2.62 [kg-CO2/liter] * ディーゼル燃料節減量 [liter] 

* 排出係数については平成19年3月環境省地球環境局の「総排出量算定方法ガイドライ

ン」を引用。 
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